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はじめに 
 

 

北海道ニュートピアデータセンター研究会は

2020 年 7 月に発足し、以来約 5 年間にわたって

現代社会における情報ネットワークとデータセ

ンターの重要性と啓蒙、そのあるべき姿につい

て様々な活動を続けてきました。 

当研究会は名称に北海道という地名を含んで

いますが、研究会の発起人の顔ぶれが北海道に

偏ってるわけではありません。発起人の共通認

識として、北海道には情報インフラの視点から

見て潜在的ポテンシャルがあり、それを活用し

なければならないという理念を共有するメンバ

ーが立ち上げた研究会であるがゆえに、自然に

名称に北海道が含まれたということなのです。 

当研究会は、2022 年に提言書として「北海道

をデータセンターのパラダイスに」を公表しま

した。この提言書ではコロナ禍後の新しい社会

構造（ニューノーマル）を踏まえて、情報インフ

ラに求められる機能とその実装に向けて、北海

道の視点から具体的な提案を行いました。 

この提言書で私たちが描いた情報インフラの

形は、段階的にではありますが、社会実装が進ん

でいます。それと同期して北海道では GX 金融特

区指定、ラピダス社による先端半導体製造拠点

の立地などが具体化してきました。これは偶然

の一致ではないと思います。Society 5.0 の最重

要インフラである情報ネットワークとデータセ

ンター基盤の実装が進んだ結果、北海道が有す

る潜在的なポテンシャルを活用できるようにな

ったと考えることができます。情報、再生可能エ

ネルギー、半導体デバイスは現代社会を持続す

るために欠かせない 3 要素です。これが北海道

で揃うことは、これまであまり考えられていな

かったのではないでしょうか。この 3 要素はそ

れぞれに重要かつ大規模なので、独立に考える

ことは簡単です。しかし、別な見方でこの 3 要素

を一体として考えることもできます。先端半導

体には情報とエネルギーが必要ですし、情報に

は半導体とエネルギーが必要です。不安定な再

生可能エネルギーを有効利用するためには情報

ネットワークが不可欠です。これらは三位一体

で考えるべきものです。 
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テクノロジーは 
社会システムを革新する 
 

 

歴史を振り返れば、狩猟社会から農業社会に

変わったのは栽培農業という農業技術の革新が

あったからです。工業社会は科学技術による大

量生産、輸送技術の革新によって起こりました。

20 世紀に入ってコンピュータ技術が爆発的に発

達した結果、情報化社会（Society 4.0）が出現

して今があります。そして、次に起こると考えら

れているのが物理的実体としての現実空間

（Physical Space）と、コンピュータとネットワ

ークの中に構成される情報空間(Cyber Space)が

融合して実現する Society 5.0 の社会です。 

Society 5.0 の意味するところは、情報ネット

ワークと情報処理基盤、つまりデジタルインフ

ラが最重要インフラとなる社会です。ネットワ

ークとコンピュータをどのように配置し、運営

するかは国家レベルの重要課題になるというの

が私たちの共通認識です。 

 

 

デジタルインフラの強靭化が 
日本の未来を創る 
 

 

Society 5.0 の社会が日本の未来であるとし

たとき、最重要インフラが情報ネットワークと

情報処理基盤であり、全体を総称してデジタル

インフラと考える必要があります。Society 5.0

の世界では、エネルギー、食糧、医療、物流など

国を支える全システムがデジタルインフラの上

に構築されています。デジタルインフラが機能

不全に陥ることは社会システムの停止を意味し

ます。日本の未来には速く、太く、そして強いネ

ットワークとデータセンターが必須です。 

一方で、日本ではネットワーク事業もデータ

センター事業も民間ビジネスであり、基本的に

は企業間競争によって、高性能、低コストのサー

ビスが提供されるという前提があります。競争

原理により、新サービス開発やコスト低減が促

進されるのは民間ビジネスの利点ですが、それ

だけで日本の情報基盤が勝手にできるというも

のではないはずです。国としてのデジタルイン

フラの目指す姿、大方針を示し、その方向に沿っ

た国家投資も必要になります。 

 

 

今そこにある危機への備え 
 

 

21世紀になってまだ20年余しか経っていませ

んが、この間に日本は未曾有の自然災害や社会

的災害を経験しました。2011 年には 3.11 東日本

大震災とそれに起因する福島第一原発事故があ

り、2018 年には北海道胆振東部地震により引き

起こされた大規模停電、北海道ブラックアウト

が起こっています。経済システムではいわゆる

リーマンショックと呼ばれる金融不安もありま

した。そして、新型コロナウィルスによる COVID-

19 パンデミックが世界規模で発生しました。 

災害が起こるたびに言われるのが、日本の東

京一極集中の構造です。日本は政治・行政・産業

の中枢機能が東京に集中しており、もしも東京

が壊滅的な被害を受けたときのダメージが極め
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て大きいと言われています。中枢機能の分散配

置は従前から繰り返すと言われていることです

が、一向に進まず現在に至っています。現実問題

として、情報管理の一極集中が引き起こした人

災も実際にありました。 

2011 年の東日本大震災の時、北海道は地震そ

のものによる物理的被害は比較的小さかったの

ですが、北海道と首都圏を結ぶ通信回線が被害

を受けたことで、一部の携帯電話サービスが北

海道全域で長期間停止するという障害が発生し

ました。長距離通信回線の遮断が思わぬ機能停

止をもたらしたわけです。2018 年の北海道ブラ

ックアウトでは、長期間の停電により物流や決

済の情報端末が停止したため、北海道全域で店

舗から生活物資が一時的に消えるという経験を

しました。携帯電話基地局の非常用電源が長期

間の停電に耐え切れず、携帯電話が一部の地域

で不通になるという事態も発生しました。 

東日本大震災当時と比べて、今の私たちの生

活や経済活動の情報通信依存はさらに高まって

います。もしもそれに見合ったデジタルインフ

ラの強靭化対応がなされていたら、2018 年のブ

ラックアウトの時の状況は変わっていたでしょ

う。 

自然災害をゼロにしたいのは人類共通の願い

です。しかし、災害の規模は時として人知を超え

るものとなり、経済システムは、もはや人間がコ

ントロールできる複雑さではなくなっています。

それを完全に防止するという目標を立てるなら

ば、そのコストは非現実的な規模になります。考

えたくはないことですが、災害は起こるものと

いう仮定で、その被害をいかに小さくするか、そ

して速やかに回復するかが現実的な対応となり

ます。日本は地震や台風など過酷な自然環境を

前提に社会インフラを構築してきました。そし

て今、デジタルインフラを前提とした新しいイ

ンフラ構造に移行することが想定されています。

私たちは、その新しい社会が災害や新環境に対

してどれほど強靭かを今一度考える必要があり

ます。 

 

 
安全保障の視点 
 

 

21 世紀以降、デジタルインフラはグローバル

経済や国家安全保障にも大きく関係しています。

失われた 30年とも言われる経済低迷期もあって、

IT や半導体分野で日本の影響力が低下し、それ

が結果として日本のデジタル赤字につながって

います。加えて、ネットワークを経由した政治介

入やテロ行為も現実問題です。この状況から脱

却するために、新しいデジタルインフラを活用

する必要があります。日本が安全で信頼できる

デジタルインフラを持つことは、自国のためだ

けではなく、先進国としての日本の責任でもあ

ります。 

しかし、安全だけを考え、デジタルインフラの

自由度を低下させるべきではありません。デジ

タルインフラが抱えるリスクを理解し、高度な

情報セキュリティ技術を活用して安全で高機能

なデジタルインフラの構築を目指さねばなりま

せん。 
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グローバルネットワークと日本 
 

 

情報通信は地球規模で設計する必要がありま

す。いや、それでも不十分で、将来人類が宇宙空

間、さらには太陽系外まで進出することを想定

した情報通信システムとしてネットワークを考

える必要があるかもしれません。そこまで考え

るのはまた別のミッションだと思いますが、日

本がグローバルネットワークにおいてどのよう

なポジションにあるかは正しく認識しておく必

要があります。 

現在の世界の情報通信網を見ると、大きく北

米西海岸、北米東海岸、ヨーロッパ、そして東ア

ジアを結ぶ光ケーブル網を中心に作られていま

す。この構造は航空路のハブ＆スポーク構造と

似ています。現状の光ケーブル網の構築のされ

方は、その時々の状況の結果だと思います。一方

で、光ケーブル、特に海底ケーブルは一度構築す

ると数十年は変更できません。だからこそ、これ

から構築する新規幹線網はグローバルな視点、

長期的視点で慎重に設計する必要があります。 

情報ネットワークは、繋がっていれば良いと

いう単純なものではありません。光といえども

速度は有限です。光の速度は 1秒間に地球 7.5 周

(秒速 30万 km)ですが、これはコンピュータの処

理速度から見ると驚くほど遅いのです。例えば

3GHz で動作する CPU では、1 命令は約 0.3ns で

実行されますが、光は真空中ですらこの時間で

10cm しか進みません。これが光ファイバーの中

では速度が 60%くらいまで低下し、6cm しか進ま

ないのです。太平洋横断や日本とヨーロッパを

結ぶ回線は、総延長が 1万 km くらいになること

があり、そのケーブルを通過するのに要する時

間は 50ms 程度になります。人間が見て判断する

のなら、50ms という遅延は大きな問題ではない

のですが、コンピュータ対コンピュータの世界

では、遅延が 50ms か 40ms かの違いは大きな差

となります。 

日本の中で北海道は、北米大陸、ヨーロッパに

近い地点に位置しています。もしも北海道とそ

れらの地域とを結ぶ直通光回線が存在したら、

北海道は日本でそれらの地域と通信する時に遅

延時間が最小の地域となります。現在その経路

は存在しないため、インターネット空間では外

国から見て北海道が日本の一番遠い地域になっ

ています。北海道にある情報端末が米国のサー

バーをアクセスする場合、国内経路で一旦東京

か大阪までパケットを飛ばし、そこから光海底

ケーブルで北米の陸揚局まで送り、さらに、米国

国内網を経由して指定されたサーバーにパケッ

トが届くということになります。 

ヨーロッパと北海道間の通信はさらに問題で、

多くの場合、北米を経由し、大西洋を越えてヨー

ロッパ地域へ通信パケットが送られます。その

結果、パケットの往復に要する時間(RTT)は

250ms 近くになります。北米大陸までの RTT が

100ms 近辺であることから、その 2 倍以上の長さ

のネットワークを通過して接続されているとい

うことがわかります。 

日本-ヨーロッパ間を結ぶネットワークの直

通ルートがない理由は、そのルート上にユーラ

シア大陸があり、自由に光ケーブルを敷設でき

ないためです。特に経路上の大部分がロシアの

領土であるため、光ファイバーを敷設するため

には主権国であるロシア政府の許可が必須です。 



Introduction 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

はじめに 

 

6 

 

しかし、近年の北極海域の気候変動はこの状

況を変える可能性を見せています。ヨーロッパ

とアジアの間を北極海経由で直接接続する光海

底ケーブル事業の構想（Arctic Connect）が、2016

年にフィンランド政府の提言として発表されま

した。その事業化を、フィンランドの国営情報通

信企業である CINIA 社が進めています。CINIA 社

の事業計画に関する発表は、2018 年に札幌で開

催された北極経済評議会の The 3rd Top of the 

World Summit の場で行われました。この時の提

案では、2021 年までに同社が北欧からアジアを

結ぶ北極海光海底ケーブルを 7億ユーロ（約 900

億円）で敷設するというものでした。当時はまだ

計画書というレベルの事業計画でしたが、その

後構想が具体化し、現在、北極海域の海底地形調

査が実際に行われるところまで進んでいます。

Arctic Connect が北海道に陸揚することになれ

ば、北海道はアジアの情報ネットワークハブの

一つとして重要な役割を持つことになります。 

日本は国別 GDP で、米国、中国、ドイツに次い

で世界 4位の規模です。そのポジションから、ア

ジア地域での自由主義経済におけるリーダーシ

ップが求められているわけです。情報通信につ

いても単に日本のことだけを考えるのではなく、

アジア・太平洋地域のネットワークを代表する

立場でグローバルネットワークの主要メンバー

になることが求められます。 

 

 

SDGs の視点 
 

 

成長を続ける世界経済が地球環境に与える影

響は大きな問題になってきています。先進国が

消費する化石資源量と、発生する CO2やプラスチ

ックごみなどが気候変動や生態系にまで影響を

与えると言われます。人類が今後も安定して成

長を続けるために、再生可能エネルギーの活用

や資源リサイクルなどを徹底することが求めら

れています。特に先進国には、持続可能な開発目

標(Sustainable Development Goals-SDGs)を意

識した開発や投資をする義務が生じています。 

デジタルインフラは、外見的には、CO2も廃棄

物も出さないクリーンな事業に見えますが、電

力消費については相当に大きいのです。コンピ

ュータの処理速度は消費電力に比例します。情

報処理の世界では「情報処理量 ∝ エネルギ

ー消費」なのです。ネットワーク機器もコンピュ

ータそのものですから、ネットワークが高速・大

容量化するということは、そのままネットワー

ク維持のために消費されるエネルギーも大きく

なるということです。 

自動車や家電では、エネルギー効率改善の技

術開発の結果、化石エネルギー消費量が減少す

る傾向にあります。コンピュータも省電力化が

進み、同じ処理をするのに必要なエネルギー量

が減少し、結果として効率は改善されています。

しかし、ネットワークトラフィックの総量や、そ

れに伴う計算量が指数関数的に増加しているた

めに、IT 分野のエネルギー消費は他分野と比較

して相対的に増加しています。 

科学技術振興機構（JST）低酸素社会戦略セン

ター(LCS)が 2019 年 3 月にまとめた「低酸素社

会実現に向けた政策立案のための提案書」(LCS-

FY2018-PP-15)によれば、日本国内で IT 関連機器

が消費した消費電力の総量は、2016 年時点で年
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間 55TWh と推定されています。日本の総消費電

力は、近年 1PWh 程度で推移しており、IT 関連電

力消費は全体の 5.5%程度になります。その内訳

は、データセンター機器が 16TWh、ネットワーク

機器が 18TWh、エンドユーザー機器(PC,モニタ,

プリンタなど)が 21TWh でした。つまり、データ

センターとネットワーク機器の消費電力は、IT

関連消費電力の中で 61%と、過半を占めています。

データセンターもネットワーク機器もインフラ

設備であり、エンドユーザーからは直接見えな

いので意識されにくいのですが、現実にはこの

部分で大きなエネルギー消費が発生しています。 

Society 5.0 という未来社会を設定するなら

ば、その基幹インフラとなる情報ネットワーク

とデータセンターの SDGs は重要な課題になりま

す。 

 

 

北海道の特性を活用しよう 
 

 

言うまでもなく、北海道は日本の最北端にあ

ります。国土面積の 22.1%を占める一方、人口は

500 万人台、2024 年 10 月時点の人口密度は 64.3

人/㎢です。よく比較される福岡県が 1022.1 人/

㎢、沖縄県が 642.9 人/㎢ですから、いかに人口

密度が低いかがわかります。 

しかし、北海道の主要機能が集中する札幌圏

を見ると、状況が一変します。日本海側の石狩市

から太平洋側の苫小牧市までの道央ゾーンには、

200 万人都市・札幌市を中心とする札幌圏が形成

され、その総人口は 250 万人以上、実に北海道全

域の半数以上の人が生活し、経済活動もこの地

域に集中しています。北海道には、高度に機能が

集中した行政・経済センターとしての道央圏と、

それ以外の北海道という、2つの異なる地域があ

ると考えるのが自然です。両地域は対立関係に

あるのではなく、一次産業基盤を支える北海道

とそれ以外の産業集積地としての道央圏という

2 つの地域特性をもつエリアだと考えるとわか

りやすいのです。 

 

北海道の気候帯は、日本で唯一の亜寒帯気候

であり、冷涼な気候特性があります。SDGs の重

要なテーマである再生可能エネルギー資源も、

風力、水力、太陽光、地熱、バイオマスと資源量

が豊富です。日本の国土の 22%を占める北海道に

は、未開拓の資源も多いはずです。情報通信が新

しいエネルギー需要を作ることで、新しい再生

可能エネルギーが実用化される可能性もありま

す。 

北海道の地域特性を活用したネットワークと

データセンターの立地計画は、日本全体の国土

強靭化と SDGs に貢献できると確信しています。 
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1 

1.1 
 
インフラとは 
 

社会・経済・産業インフラとはどのような構造・

構成でなければならないのだろうか。インフラは、

プラットフォームと呼ばれることもあるように、

多様なインフラ資源の提供者と多様な利用者が

存在する「シェアリングエコノミー型」のネット

ワークである。 

以下、様々な観点から インフラが満足すべき

特性・特徴及び課題を整理した。 

 

------------------------------------------ 

 
1 ）グローバルなインフラとの連携・結合を前提
に考えるべき。 
 
2 ）利用者の増加と変化に対応可能な Start 
Small，Scale Fast を意識したシステム設計を行
うべき(not Water Fall 型)。 
 
3 ）新しいビジネスプレイヤーには、Start Small, 
Scale Fast を可能にするために、大手の事業者に
要求されるユニバーサル・サービスを義務化すべ
き（負わせるべき）ではない。 

4 ）デジタルビットの送配信・コンピューティン
グを積極的に利用したインフラ構造・アーキテク
チャを目指すべき。 
 
5 ）民主導・官支援を目指すべき。 
 
------------------------------------------ 

 

1.1.1｜ 
社会・経済・産業活動の“コモンズ” 
 

コモンズの概念はさまざまであるが、一般的に

は、『共有資源を共同管理する仕組み』という定

義があげられる。1  アメリカの生物学者Hardin, 

G.（ハーディン）は、「一人ひとりの個人が自己

の効用を最大化しようとして合理的に行動を行

った結果、過剰利用により共有地は枯渇し、結果

的に全体として不合理で悲劇的な結果を生み出

してしまう場合が存在すること」を提示した。こ

れを「コモンズの悲劇」としているが、これは、

自由資本主義の問題・課題と共通する課題・問題

点であると捉えることができる。 

ハーディンはこの解決策として、国家による管

理か、私有地への分割を主張している。ハーディ

ン論文以降、さまざまな論者により、コモンズの

理論についての研究が行われてきたが、国家によ

る管理か、私有地への分割かという二者択一的 
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なアプローチではない、第 3 の選択肢を見出そ

うとする研究が出てきている。伝統的なコモン

ズは、森林や牧草地などであるが、科学技術が発

達した現代では、サイバー空間などの新しいコ

モンズも出現している。 

インターネットは、地球を覆い尽くしたコモ

ンズ・インフラの一つであると捉えることがで

きる。同様に、交通インフラや都市インフラ、あ

るいは エネルギーインフラなどが、コモンズ・

インフラの典型例である。以下、インターネッ

ト・インフラを議論してみる。 

 

図表 1.1 及び図表 1.2 に示したように、自律

的に運用される多様な個別システム・ネットワ

ークが透明性を持ち、共通の技術仕様を適用し

た接続点(インターネットではルータ)を介して

相互接続される(一番下層の物理的な Federated 

Structure)。この各自律システム・ネットワーク 

インターネット・インフラの構成 図表 1.1 

出典：筆者作成 

インターネット・インフラの構成例 図表 1.2 

出典：筆者作成 



1 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

デジタル社会のインフラストラクチャー 

 

10 

 

内においても、多様な物理資源と相互接続のた

めのプロトコルが存在しており、図では 1 階層

の構成を示しているが、実際には、多階層型の多

様なトポロジー構造を構成している。この自律

的に運用される多様な個別システム・ネットワ

ークに存在し、システムを構成するすべての構

成要素が、「統一の技術仕様である IP(Internet 

Protocol)」を用いて相互にデータ通信を行うこ

とを可能にしている。つまり、地球上で統一的な

技術仕様(＝IP)とその運用管理ルールを定義・

適用・利用することで、自律的に運用される多様

な個別システム・ネットワークに跨る「論理的な

グローバルプラットフォーム」を構成している

(真ん中の層)。最後に、一番上位の層には、「論

理的なグローバルプラットフォーム」の上に、多

様なコミュニティーネットワークやサービスネ

ットワークが自律的に構成可能となっている。

多様な物理資源と多様なユーザによる自律的な

個別システム・ネットワークが、「論理的なグロ

ーバルプラットフォーム」を仲介にして、相互接

続される構成である。すなわち、共通の統一的な

技術仕様(＝IP)を地球上のすべてのデジタル機

器に適用することで、地球上のすべての物理的

資源を、地球上のすべてのユーザが共有利用可

能にしているのである。すなわち、上述したコモ

ンズの定義である『共有資源を共同管理する仕

組み』を、IP とその運用管理ルールを用いて実

現していると捉えることができる。 

 
次に、IP を用いた「論理的なグローバルプラ

ットフォーム」の上に構成される多様なコミュ

ニティネットワークやサービスネットワークを

考えよう。 

最下層が、図表 1.1 および図表 1.2 で議論し

た真ん中の層(「論理的なグローバルプラットフ

ォーム」)である。この上に多層的な構造が存在

しており、図表 1.3 は、その一つの整理形であ

る。多様な論理ネットワークやプラットフォー

ムが形成され、それらの間でデジタルデータが

流通・加工・利用される。デジタルデータの流通・

加工・利用にあたっては、コミュニティ内とコミ

ュニティ間での標準やルールが定義・適用され 

プラットフォームの階層構造 図表 1.3 

出典：村井純 講演資料より 
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ることになる。これらの標準やルールは、必ずし

も「グローバル共通・統一」とはならないが、可

能な限り統一することができれば、「論理的なグ

ローバルプラットフォーム」の範囲が拡大する

こととなり、インフラを、より効率的に運用でき

る可能性が増大することとなる 2。 

このような構造は、物流インフラ、交通インフ

ラあるいは電力インフラに共通している。物流

インフラでは、コンテナやパレットが共通のモ

ノであり、下位層には車・飛行機・船・列車など

の輸送インフラが存在し、上位層には様々なユ

ーザコミュニティが形成されている。交通イン

フラでは、荷物や人が共通のモノであり、下位層

には荷物や人の輸送インフラが存在している。

また、電力システムにおいては、下位層に、多様

な発電装置・設備及び送配電設備が共通の技術

で相互接続され、中間層には電力(＝Electron)

が存在している。上位層には、電力を消費して稼

働する多様な機器が存在している。 

電力システムは、これまで、各エネルギー(火

力、水力、地熱)ごとに個別に形成されていたシ

ステムに、共通の「電力(＝Electron)」というモ

ノを導入・利用することで、より大規模なエネル

ギーのコモンズ・インフラを創世することにな

ったと捉えることができよう。さらに、莫大なエ

ネルギーを放出する核エネルギーを、熱エネル

ギー、蒸気の運動エネルギー、タービンの回転エ

ネルギーに変換し、それを電気エネルギー

(Electron)に変換して、他の発電システムとの

統合・連携を可能にしたと捉えることができる。 

このような観点で、現存のインフラを分析す

ることで、今後の各インフラ間での新しい連携

の実現に必要な「共通の中間層」を発見・発掘す

ることができれば、コモンズ・インフラの拡大・

拡張が実現可能となり、現存インフラの効率化

と高機能化(新しいサービスの創成・創造)が可

能になるものと考えられる。 

 

ここで、「国家」という概念との関係が出てく

ることになる。コミュニティ内とコミュニティ

間での標準やルールが定義・適用されなければ

ならず、ここに、国家との関係が発生する。 

the internet の概念図 図表 1.4 

出典：村井純 講演資料より 
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社会・経済・産業活動の“コモンズ”を提供する

インフラの運用・管理には、地面という物理的な

境界で定義される(されていた)国家との関係が

存在することになる。さらに、企業や個人の活動

は、既に、物理的にも論理的(デジタル・サイバ

ー空間を含む)にもグローバル空間で展開され

ている。したがって、次節で議論するマルチステ

ークホルダー型でのルール形成とその運用が実

現されなければならないことになる 3。 

 

1.1.2｜ 
“マルチステークホルダー”型の 
自律オープンな分散連携システム 
 

コモンズを形成する空間、そして、その実現事

例の一つであるインターネットや交通システム、

都市インフラ、あるいはエネルギーインフラは、

どのようにしてその運用ルールを構築し、適用・

運用しなければならないのであろうか。 

コモンズを形成する空間は、多様な参加イン

スタンスから構成される「自律分散連携システ

ム」であり、共通の技術やルールが適用されなけ

ればならず、様々な観点での「オープン性」が確

保されなければならない。多様な参加インスタ

ンスの自律性が担保・保証されながら、連携動作

を可能にする共通のコト(＝技術やルール)が、

当事者間で共有されなければならないのである

(＝透明性・オープン性)。 

このルール形成のためには、コモンズの形成

に関するすべての利害関係者(＝ステークホル

ダー)が参加し、公平な立場で議論が行われ、共

通の認識やルールが形成されなければならない。

典型的な利害関係者としては、個人、営利/非営

利組織、国家の 3者が広く認識されている。国家

にも、立法・行政・司法という 3つのステークホ

ルダーが存在することが認識されている。すな

わち、健全な「コモンズ」の環境が形成・維持さ

れるためには、関係する多数のステークホルダ 

デジタル・サイバー空間における国家のイメージ 図表 1.5 

出典：村井純 講演資料より 



1 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

デジタル社会のインフラストラクチャー 

 

13 

 

ー(＝マルチステーク・ホルダー)による公平な

意思決定が行われる仕組みが存在する必要があ

る。その上で、各ステークホルダーによる自律的

な活動が実現されなければならない。 

 

1.1.3｜ 
インフラ連携の歴史 
 

1.1.3.1 After 産業革命 
第１次産業革命は、蒸気機関による、人力を大

きく上回る動力源の発明が起因とされているが、

本当の動力源の革命は第 2 次産業革命で起こっ

た。つまり、電気(Electron)を生成・利用する回

転機(モーター)の発明と導入である 4。なお、こ

こで、回転機が電気の生成と利用(動力の生成)

の両方を同一の機器・構造で実現する点は興味

深い。 

産業革命の初期の工場では、重くて移動が不

可能な蒸気機関が生成した回転エネルギーが、

ベルトや変則機という“硬い/堅い”ハードウェ

ア資源を用いて、工場内で稼働する複数の工作

機器に伝達された。ところが、電気が発見され、

モーターが発明されたことで、人類は、ベルトや

変則機のような“硬い/堅い”ハードウェア資源

を用いずに、“柔らかい”ハードウェア資源であ

る銅線を用いて、工場内に存在する工作機械の

モーターに電気エネルギーを供給し、電気エネ

ルギーが再び電磁誘導を用いたモーターによっ

て回転エネルギーに変換される構造を実現させ

た。これによって、工場内の各工作機械が、ベル

トや変則機という“硬い/堅い”ハードウェア資

源から解放され、自由に起動・停止、さらには設

置場所を移動可能(＝トポロジー変更)な環境を

獲得した。初期の蒸気機関を用いた工場とほぼ

同じ構造を持っているのは、もはや内燃エンジ

ン型の自動車や飛行機・船舶などのみではない

だろうか。この内燃エンジン型の自動車は、急激

に電気自動車に入れ替わろうとしている。 

電力の発見と利用法の創生と確立は、それま

で連携稼働することがなかった人力で稼働する

システムの連携稼働を可能にしたと捉えること

ができる。これによって、社会・産業活動が劇的

に効率化されるとともに、連携領域の拡大を発

生させた。 

一方、内燃機関の発明は、人や貨物の移動能力

を劇的に向上させ、結果的に、経済の連携活動領

域の急拡大を実現させることとなった。村など

の徒歩可能な領域と人力で移動可能な荷重のモ

ノ(農業での生産物)で形成されていた経済活動、

すなわち、人々の間での農業活動の連携活動は、

農業での生産物だけではなく、工業生産物に関

する地理的連携領域の拡大と連携可能な物資重

量の拡大をもたらすこととなった。下位層の性

能改善が、中間層と上位層の物理的な領域の拡

大と活動内容の多様性をもたらすことになった

のである。この結果、国家や企業などの組織間で

の物理的な領地の拡大・獲得競争が発生するこ

ととなった。 

 

1.1.3.2 After インターネット 
インターネットは、コンピューターに代表さ

れる電子革命・プログラム革命である第 3 次産

業革命の仕上げに位置付けることが可能であろ

う。第 2次産業革命の重要プレイヤーである「電

気(=強電、electron)」に対比して、「電子(=弱電、

electronics)」と捉えることができる。 

インターネットは、それまで、単独での稼働と、

物理的に狭い領域に閉じ込められていた電子機

器システムを、地球規模の物理領域で自由にか

つ自律的に連携可能な環境へと導くことに成功

した。すなわち、第 2次産業革命において、内燃

機関による人や貨物の移動能力の劇的な向上に

伴う経済の連携活動領域の急拡大と同様に、地

球上のすべての電子機器システムが、「デジタル
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通信」を用いて連携可能な環境を提供すること

になったのである。 

さらに、当初は、”データ”の移動のみの実現

であったが、VM(Virtual Machine)技術を用いた

コンピューターのクラウド化によって、地球上

を”コンピューター”が自由に移動可能な状況へ

と進化することとなった 5。すなわち、データも

コンピューターも地理的な存在位置を気にする

ことなく、デジタル・サイバー空間の中を自由に

移動可能な環境を獲得することとなり、デジタ

ル・サイバー空間から物理空間のモノを観測・制

御することが可能になったと捉えることができ

る。これは、物理空間が主導であったシステムか

ら、デジタル・サイバー空間が主導のシステムへ

の変革・進化も意味する。 

もう一つ、重要な変革・進化として、次のこと

が言える。 

 

------------------------------------------ 

〇物理空間での社会・経済・産業活動は、“現状で

は”地球という有限な 3 次元の物理空間という制

限を前提条件としなければならないため、物理資

源の争奪戦が発生してしまう 6 が、 

〇デジタル・サイバー空間での社会・経済・産業活

動には、活動空間の制限(上限)は事実上存在せず、

制限なく活動空間を拡大可能である。その結果、

デジタル・サイバー空間の資源の争奪戦は大きく

緩和されることになる。 

------------------------------------------ 

 

活動領域の上限が存在しない、新しい領域(デ

ジタル・サイバー空間)での社会・経済・産業活

動領域に対して、デジタル・サイバー空間(図表

1.1の上位2層)を形成するための施設(e.g., デ

ータセンター)や、機器の稼働に必要な電力エネ

ルギーといった下位層の物理資源の争奪戦が発

生する可能性が存在している。既に、これらの物

理資源の争奪戦が顕在化しつつあるようにも見

える。 

 

1.1.4｜ 
民主導＆官支援 
 

社会・経済・産業活動は、基本的には「民主導」

である。官は、1.1.2 で議論したように、「‟マル
チステークホルダー”型の自律オープンな分散
連携システム」であるべきである。もちろん、「官」

は、重要かつ強力な影響力と強制力を他のステ

ークホルダーにもたらす存在であるが、社会・経

済・産業活動を主導するべきではないと考える。

経済規模においては、少なくとも 6 割から 7 割

は民需であり、官需は残りの 3 割から 4 割とな

っているのが通常である。すなわち、「官」の重

要な役割は、「官」による需要の確保ではなく、

「民」の活動が、自律・オープンに、かつ、自由

に分散連携可能なルールの整備と環境の確立に

あると考える。 

図表 1.6 と図表 1.7 は、2018 年 4 月に内閣府

から公開された「第 5 期総合科学技術基本計画

～Society 5.0～データ連携 SWG」において、デ

ータ連携を促進させるためのシステム設計を示

した図である。図中の赤い部分が政府によって

環境構築・整備される領域とされていた。当初は

図表 1.6 のように、データの収集を行う下部の

インフラとデータを利用する各システムが、政

府が用意する「データ連携プラットフォーム」で

結合される構造であった。官主導によるインフ

ラ環境の構築である。Society 5.0 で構築される

インフラ環境は、「民主導、官支援」であるべき

との議論を行った結果、図表 1.7 の構造へと変

更された。政府が整備する「分野間データ連携基

盤」は、データカタログ・オントロジー(e.g.,語

彙)・API 仕様などの基本機能のみを提供し、民

間中心のデータ提供者、サービス提供者、さらに 
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データ連携を促進させるためのシステム設計図（当初） 図表 1.6 

出典：内閣府資料 

データ連携を促進させるためのシステム設計図（変更後） 図表 1.7 

出典：内閣府資料 
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データ・サービスの利用者が、自由・自律的に連

携可能な分散型システム環境に向かうべきとの

結論に至った。 

 

1.1.5｜ 
ハードウェア（物資)と 
エネルギー（フロー）と 
アルゴリズム（トポロジー） 

 

人類が設計・構築・運用するインフラは、イン

フラを構成するハードウェア資源(物資)とハー

ドウェアを稼働・利用するために必要なエネル

ギー(フロー)、そして、望む稼働を実現するため

のフローの制御アルゴリズム(トポロジー)を必

要とする。この 3つを、適切に設計・準備・構築・

運用しなければならないとともに、利用者の増

加に対応可能な設計、すなわち、Start Small，

Scale Fast のシステム設計を行う必要がある。 

最初から大規模ユーザを想定した Water Fall

型のシステム設計・運用は、ユーザが想定通りの

振る舞いをすると期待することが非常に難しい

のが実状である。したがって、Agile 型の、動か

しながらシステム構成を修正する手法が採られ

ることが増えているのである。 

インターネットでは、Rough Consensus and 

Running Code と表現されているように、修正・

訂正可能な余白を持ったシステムの導入・拡大

を心がけてきたとされている。この考え方が、イ

ンターネットの環境が激しく変化しても、基幹

インフラのクリティカルな変更を行うことなし

に、新しいサービスの導入・展開が実現されたと

考えられている。「敢えて最適化しない」ことで、

変化への対応を行う「余白を残しておく」のであ

る。さらに、アルゴリズムを変更可能にしておく

こと、すなわち、ソフトウェア・ディファイン・

システム(Software Defined System)にしておく

ことも、重要な観点である。 

インフラのトポロジー(線と点)の構成を、イ

ンフラの利用者の状況に応じて変化させなけれ

ばならない。規模の変化(増減)と領域の変化(拡

大・縮小)の掛け算によって、インフラのトポロ

ジーを変化させなければならない。このインフ

ラトポロジーの変更に必要なコストの削減は、

非常に大きな問題・課題である。 

次節で議論する「デジタル化」は、ソフトウェ

ア(コト＝Functions)とハードウェア(モノ＝

Things)を実現することができる。「より少ない

ハードウェアの投入によってインフラのトポロ

ジーの変更を行う」ことができれば、それは、①

インフラ提供事業者も、②利用料を負担するこ

とになるインフラ利用者も、そして、③インフラ

変更に必要な資源とエネルギーを消費され温暖

化を憂慮しなければならない地球と人類の 3 者

の全てが嬉しい状況(「三方良し」)となる。 

次節では、「点」で構成されるインフラと「面」

で構成されるインフラの議論を行っており、そ

の中間構造である「面」で構成されるインフラハ

ードウェアを変更せずにインフラのトポロジー

を変更するソフトウェア・デファインド・システ

ムの議論と具体例を紹介している。インフラ構

築の際に、インフラのハードウェア(モノ)を「点」

で敷設・維持することができれば、「面」で敷設・

維持するインフラと比較して、短期的にも長期

的にも、必要な物理資源量を大きく削減するこ

とができる。 

 

------------------------------------------ 

①「面」での整備が必要なインフラの典型例 

：鉄道、道路、電力 

②「点」での整備で構築可能なインフラの典型例 

：空港（航空機）、港湾（船） 

③大規模なインフラ構築が不要なインフラの典型例 

：ドローン 

------------------------------------------ 
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ソフトウェア・デファインド・システムでは、

「面」での整備が必要な物理インフラにおいて、

直接には隣接していない拠点間を「論理的な(仮

想)リンク」でプログラマブルに結ぶことを可能

にする。物流における鉄道や道路といった「固定

された面」のインフラの上に定義される拠点間

の「論理的なリンク」上をコンテナが移動する構

造、インターネットにおける VLAN(Virtual LAN)

や MPLS(Multi-Protocol Label Switching)、海

底ケーブルシステムにおける ROADM (Reconfigu

-rable Optical Add/Drop Multiplexer)などが

その典型例となる。 

 

1.1.6｜ 
鶏と卵 
(インフラストラクチャ・ファースト？) 
 

「インフラの整備が先か？あるいは、サービ

ス開発が先か？」、なかなか回答がない課題であ

る。以下では、コモンズのインフラの代表例とし

てのインターネットと電力システムの歴史を整

理するが、両者とも、最初は、小規模の Private 

Asset による小規模の自立・自律システムからス

タートし、ネットワーク化が行われる段階で新

しい利用法が現れ、狭域と広域の両方でのイン

フラ投資が加速して、大規模なインフラが構築

されるに至っている。その過程では、インフラの

運用ルールの変更や新設が、その状況変化に応

じて行われてきた。すなわち、各組織が個別に自

組織のためにシステムの構築を行い(私益)、他

システムとの相互接続を行うことで、新しいサ

ービスの提供の挑戦が行われ(私益)、その結果、

公益的なインフラ環境が結果的に構築された。

私益と公益の共存であり、ポジティブ・フィード

バックの形成である。インフラの構築と提供は

私益であり、かつ、公益である構造を目指さなけ

ればならない。 

1.2 
 
デジタルとは 
 

1.2.1｜ 
アンバンドル化 
 

「デジタル化」とは、一般的には、画像、文字、

音楽、果てはお金に至るまで、様々な情報を、コ

ンピューターで処理できる数値の信号にして保

存・伝送することを指す。つまり、デジタル化は

「情報を離散的な（とびとびの値しかない）量と

して表現する方法」とされている。しかし、ここ

ではデジタル化をもっと広義に捉える。 

 

 
情報を抽象化してオブジェクトとして定
義し、それを共有する方法 

 
 

という考え方・見方である。言い換えるならば、

情報に対して本質的な要素のみを取り出して、

操作対象として表示や解釈の仕方を設定し、そ

れを送り手と受け手で共通して了解する方法と

いうことである。 

このように考えると、「デジタル化とは、シス

テムの抽象化によって、ハードウェア(モノ)と

ソフトウェア(コト)をアンバンドルすること」

でもある。アンバンドル化された「コト」を、新

しい「モノ」を用いて実現することが可能となる。

その際、「コト」を実現するための新しい「アー

キテクチャ」を発明・実装することが「“真の”

デジタル化」である。モノとコトとが垂直に密統

合されたシステムを、モノとコトに分離し、モノ

とコトが自由に結合可能に、つまり、モノの空間

とコトの空間の要素が疎結合の状態に進化する 
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ことである。その結果、垂直統合型のサイロ構造

が、水平型の階層構造に変化することになる。こ

れが De-Silo-ing である。「モノ」と「コト」の

間にプラットフォーマが存在することもできる

が、自由にデジタル小包が配送される狭義のイ

ンターネットのように、プラットフォーマが存

在しない利他型の自律分散構造も構築可能であ

る。 

さらに、De-Silo-ing にあたっては、上述のよ

うに、物理的な電子機器(Things)の間でのデー

タの送受信は地球を覆い尽くしているインター

ネット上で自由に行われるが、IoT(Internet of 

Things)はいま、デジタルデータの集合が実現す

る機能(Function)が機器(Things)の間で送受信

される IoF(Internet of Functions)へと進化し

ていることも十分に考慮・配慮するべきである。 

旧来の「デジタル化」のイメージ 図表 1.8 

出典：筆者作成 

アンバンドル化による効果 図表 1.9 

出典：筆者作成 
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1.2.2｜ 
超低コスト化 
 

デジタルビットの塊である“デジタルのモノ”、

すなわち、データや機能を実現する仮想マシン

(VM)は、電力を送配電する銅線や地理的な貨物・

荷物・人を配送する物流・交通システムよりもは

るかに軽量で、低コストの光ファイバー(あるい

は質量がゼロの無線)を用いて伝送することを

可能にする。後に議論するように、「デジタルビ

ットの塊(＝デジタルのモノ)」を、電力銅線と比

較して二桁程度必要コストが小さい光ファイバ

ー(や無線)を用いて、長距離移動させることを

可能にした。我々は、『物理的モノの移動≫エネ
ルギー(含電力)の移動≫デジタルビット(デジタ
ル化されたモノとコト)の移動』という事実を、

社会産業インフラの初期構築だけではなく、そ

の運用とトポロジーの変更などを含む構成変更

においても、そのコスト構造に大きな影響を与

えることを認識するべきである。 

 

1.2.3｜ 
デジタル・ツイン化 
 

ビットマップによる空間オブジェクトの表現

と把握は、人工知能の利用などを通じた物体認

識技術の高機能化に伴い、オブジェクト指向型

の Native Digital 化が急激に進展している。 

オブジェクトとしての物体の認識と表現は、

3D の空間把握を時系列として扱う 4D 情報とし

て、実空間のデジタル・ツイン化を実現しつつあ

る。これは、もちろん、メタバースに代表される

デジタル・サイバー空間を主空間とした拡張空

間へと進化を遂げている。Native Digital で構

成されるデジタル・ツイン空間では、デジタル空

間における多様なシミュレーションが実行可能

となり、これまでのように実空間での人力での

作業を前提とした研究開発活動の劇的な効率化

と高品質化が、ハードウェアおよびソフトウェ

アのロボットの導入によって実現されつつある。 

すなわち、インフラの設計、施工、運用、解体・

廃棄・再利用のライフタイムにおける事前評価

と事後評価が実現可能になりつつある。さらに、

このライフタイムでの各システムのデジタル・

ツイン化は、単体にとどまらず、複数の、さらに

は、すべてのシステム間での統合・連携へと向か

う 7。 

インフラのデジタル・ツインの作成とその修

正と利用は、インフラの設計段階からその廃棄

までのライフタイムで一貫して行われなければ、

デジタル・ツインの再作成という大きなコスト

要因を誘導してしまうことになってしまう。す

なわち、インフラのライフタイムにおいて、デジ

タル・ツインの再作成を行うのは、時系列として

のデジタル・ツインが{実空間という}アナログ

を介して相互接続されるという、時系列空間で

のサイロ構造を持っていることになる。もちろ

ん、インフラが独立した排他的な空間でデジタ

ル・ツインの表現仕様が異なり、相互参照性を持

っていなければ、その統合化のコストが大きく

なり、場合によっては、事実上不可能となってし

まう。すなわち、多様なサブ空間が結合されて形

成されるインフラのデジタル・ツインを作成す

るためには、各サブ空間間でのデジタル・ツイン

データに関する相互接続性・相互参照性の実現

が強く要請される。時系列と空間の両面におい

て、デジタル・ツインデータに関する相互接続

性・相互参照性の実現が必要となるのである。 

 

日本の建築関連業界における重要な解決が 
必要な重要課題 
日本の建築関連業界 8においては、建築物や道

路などのインフラ設備のデジタル・ツインの生

成が非常に難しい産業構造・業務工程となって
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いる。現在では施設・設備の設計のデジタル・ネ

イティブ化が進行しているものの、このデジタ

ルデータは建設許可申請のためだけに利用され、

しかも、申請審査のための媒体はアナログの紙

をオリジナルとしているのが実状である 9。 

日本におけるデジタル・ツインの利活用にと

って致命的な問題は、建築申請用のデジタルデ

ータが、「現場の優秀なアナログ力」によって、

施工後の施設・設備と合致しない結果を招く点

である 10。通常、建築申請用の“図面”11作成で、

最上流工程である設計会社の仕事は完了し、設

計会社は次の実工事をゼネコン等の建築会社

(群)に手渡す。ゼネコンは、サブコンなどの関連

会社(群)と実際の作業図面を作成し、“その図面”

に従って実作業・実工事が実施されることにな

る。ところが、この作業図面は実作業を行うには

完全なものではない場合が一般的で、現場の職

人が多様な作業/作業者と調整しながら実行す

る。その結果、作業図面とは異なる「良質の」実

工事が行われることが少なくないのが実状なの

である。すなわち、もともと/そもそも、作業図

面は、系統ごとに系統間での情報共有と調整が

十分に行われずに、各作業用の個別の作業図面

が作成されることが一般的となっている。その

結果、現場での記録には残らない“良質の”修正・
調整が行われることになるのである。 

こうしたビジネスフローが形成されている国

は、グローバルには稀な存在である。殆どの国で

は、設計図面と施工図面の違いは、良質の実作業

が作業者・作業会社によって発生している。しか

し、日本では、現場において“必要以上の”良質

の実作業が、自律的に、記録に残らない形で行わ

れることによって発生しているのである。 

これまでのように、アナログ前提で、サブシス

テム毎に独立した建築作業と管理運用を行う体

制では邪魔にならなかった「日本の良質な現場

での自律的な修正・調整作業」が、デジタル前提

時代のインフラのライフタイム管理・制御にと

っては足枷になる危険性を持っていると認識す

る必要があるのではないだろうか。さらに、ゼネ

コン及び設計会社を頂点とする階層型のサプラ

イチェーンは、彼らの関連会社から構成されて

いるケースもあり、これら関連企業の事業継続

の観点から建設的再構築が躊躇される産業構造

になっていることも、現状の変更への足枷とな

っているとも考えられる。 

 

1.2.4｜ 
拡張可能空間の無限化 
 

Before デジタルの社会・産業は、物理空間で

の社会・経済・産業活動を基本としており、地球

という有限な 3 次元の物理空間という制限を前

提条件としなければならなかったため、物理資

源の争奪戦が必然的に発生していた。しかし、デ

ジタル・サイバー空間での社会・経済・産業活動

には、上述のように、活動空間の制限(上限)は事

実上存在せず、制限なく活動空間を拡大可能で

ある。その結果、デジタル・サイバー空間の資源

の争奪戦は大きく緩和されることになる。 
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1.3 
 
Society 5.0 と 
デジタル田園都市国家構想 
 

1.3.1｜ 
Society 5.0 
 

Society 5.0 は、「第 5期科学技術基本計画」

(2016年度から2020年度)のキャッチフレーズで

あり、それは、サイバー空間と現実空間を融合さ

せた CPS(Cyber Physical System)と定義され、

経済発展と社会課題の解決を両立するという計

画・構想である。 

Society 1.0 は狩猟社会、Society 2.0 は農耕

社会、Society 3.0 は工業社会、Society 4.0 は

情報社会とされた。Society 5.0 は、デジタルに

よる革新・イノベーションを最大限活用する社

会であり、新しい KPI として、(社会・産業・経

済の)成長に加えて、国連が提唱し始めた「持続

可能な開発目標(SDGs)」が加えられた。単なる効

率化・省力化にとどまることなく、新しい付加価

値としての SDGs などを包含することで、新しい

社会・産業・経済活動へと進化することが目標と

された。これは、ほぼすべての研究開発領域が、

デジタル基盤の強さに依存するようになったこ

との認識が共有されたことも原因であると考え

られる。 

 

1.3.2｜ 
第 6 期科学技術・イノベーション基本計画 
 

第 5 期科学技術基本構想計画で打ち出した

Society 5.0 のインフラは、まったく実実装され

ていなかったことが、2020 年に起こった新型コ

ロナ禍で明らかになったことを認識し、Society 

5.0 の「“実”実装」が第一目標に掲げられ、普及

の文字に加えて、「定着」という文字が使われた。

また、「選択と集中」の政策が失敗であったこと

が認識され、「多様性・包摂性」が重要な方向性

とされ、「政府がアーリーアダプタとなるととも

に、自ら行動変容を起こす」とされた。また、デ

ータを囲い込むのではなく、共有して活用・連携

し、DX を加速するとともに、公共事業への先端

技術の導入が明記された。 

地方の自律化・自立化のための施策としては、

①スーパーシティー/スマートシティーの推進、

②デジタルガバメントの実現、③標準を活用し

た｛公共｝調達、④ベンチャー企業をグローバル

市場へ、⑤民間・専門人材の育成と登用、が提言

され、これらが「デジタル田園都市国家構想」の

骨格となっている。 

さらに、日本に海外の優秀な人材が集結し、創

造的な研究開発活動を実現・牽引するために「グ

ローバル・コモンズ拠点」を創生すること、及び、

そのための環境整備・構築を行うこと、それに向

けて、世界と日本を繋ぐ強力なデジタルインフ

ラである R&D/R&E インフラの整備を行うことの

必要性を提唱した。なお、「グローバル・コモン

ズ」の創生にあたっては、日本市場のユニークな

先端技術と高品質が世界で最初に市場化される

特長を積極的に利活用すべきとの意見が出され

た。 

 

1.3.3｜ 
デジタル田園都市国家構想 
 

デジタル田園都市国家構想は、2021 年に岸田

内閣のもとで起動された「デジタルによる地域

活性化を進め、さらに地方から国全体へボトム

アップの成長を実現する」ことを目的とした国

家構想である。具体的には、①デジタル基盤の整
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備、②デジタル人材の育成・確保、③地方の課題

を解決するためのデジタル実装、④誰一人取り

残さないための取組み、という基軸が示されて

いる。 

日本として整備すべきデジタル環境の提示と

実装も大きな施策であり、特に、本研究会の副会

長である慶應義塾大学 村井純教授、東京大学 

江崎浩教授が参画した内閣府・経済産業省・総務

省で共同開催された「デジタルインフラ(DC 等)

整備に関する有識者会合 12」では、今後の日本の

デジタル化の推進に必要となるデータセンター

や通信ネットワークの整備に関する議論・検討

が行われ、北海道と九州を、関東および関西に続

く第 3・第 4 のデータセンター拠点と位置付け、

環境整備のための総合的な施策を展開するべき

との提言がまとめられた。また、日本国内のみに

閉じたインフラの議論ではなく、欧州、北米、そ

して、成長著しい東南アジアを含むグローバル

な経済圏の創生と発展に資する戦略的な施策の

実施が必要との提言が行われている。さらに、

2024 年 10 月に公開された「デジタルインフラ

（DC等）整備に関する有識者会合 中間とりまと

め 3.0」では、以下のように、重要で戦略的な方

向性が提言された。 

 

1 ）「AI 社会を支えるインフラとしてのデータ

センターネットワーク」の役割の重要性とその

環境整備を認識・推進すべきである。なお、特に

AI インフラに関しては、遅延が許容される学習

用途や低遅延が求められる推論用途を分けて考

える等、データセンターの用途や必要とされる

規模に応じたデータセンターの分散立地の推進

が重要である。データセンターが立地可能な地

域の幅が広がるため、電力の地産地消も可能と

なり、脱炭素化の実現にも貢献することが期待

される。また、これらの新たな技術の社会実装に

あたっては、単に技術開発の成果を実装するだ

けにとどめず、管理・運用技術や環境の整備が重

要となる。 

 
■付録 1｜にフィンランドにおける、データセン
ターの Embodied Carbon の削減をも含む政策・
事業事例を示した。 

 

2 ）情報処理、電力・通信インフラとの関係性

やデータセンターの省エネ性といった観点を、

これまでよりも重視すべきである。特に、情報処

理と電力・通信インフラとの関係性については、

電力の輸送コストに比して通信コストの方がは

るかに低廉であることから、データ処理結果の

需要地近傍にデータセンターを立地するよりも、

電力インフラ近傍に立地されたデータセンター

でデータ処理を行った上で、当該処理結果を通

信ネットワークにより、その需要地に伝送する

ことが重要である。この際、脱炭素電源を含め、

電力の地産地消の観点からも、データセンター

の分散立地を推進していくことが一層重要であ

る。 

 
■付録 2｜に中国における『東数西算』と呼ばれ
るデータセンターの電力インフラとの連携・協
調を考慮した国家施策・事業の事例を示した。 

 

3 ）首都直下地震・南海トラフ地震等への耐災

害性を強化し、高まる地政学的リスクへの対応

を強化するなどのレジリエンス強化及び経済的

自律性の確保の観点から、デジタルインフラが

東京圏・大阪圏に集中する構図を是正していく

必要がある。このためには、データセンターだけ

ではなく、国際海底ケーブルの陸揚局の分散立

地、ならびに、国際的なプレゼンスの確立・向上

と信頼できるパートナーとしての立場を確立す

ることが必要であり、欧米や豪州等との間で連

携が進められている太平洋を中心とした国際海



1 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

デジタル社会のインフラストラクチャー 

 

23 

 

底ケーブル整備とも連動すべきである。 

 

4 ）地域 DX によって、あらゆる社会活動にデ

ータや AI が利活用されるようになるためには、

データの発生地点（端末）の近くで処理を行う M

EC（Multi-access Edge Computing）による処理

の分散化等により、地域におけるデータセンタ

ーを重要な核インフラとするエコシステムの実

現が重要である。 

このような地域におけるエコシステムを支え

る基盤として、社会的な課題を解決する観点か

ら、データセンターの役割は一層重要となる。あ

わせて、各地域において、GX における電力の地

産地消との連携も推進・実現されなければなら

ないことが想定される。 

 

 

 

 

 

1.4 
 
地球温暖化へのインパクト 
 

自由資本主義に基づく社会・経済の発展は、奔

放で制限のないエネルギー消費を誘導した結果、

第 1次産業革命以降、人類の社会・産業・経済活

動によって排出される地球温暖化ガス(主に二

酸化炭素)の総量は単調増加を続け、20世紀後半

以降、その増加速度が加速してきた。その結果、

地球の温暖化は継続・加速し、このままでは、

我々は Point of No Return を越えてしまうこと

が広く共通に認識されるようになってきた。「利

益最優先」「成長最優先」から「持続性(生き残る)

優先」への優先事項の変更が必須であり、SDGs で

議論されているように、持続性と利益及び成長

を実現することが最も望ましい形態であること

は明らかである。しかし、地球温暖化を防ぐため

の地球温暖化ガスの総排出量の削減は、未だ実

現されていない。先進国は飽和経済圏であるが、

新興国や発展途上国の経済成長はこれからであ

り、地球温暖化ガスの排出量の増加を回避する

ことは、現状ではほぼ不可能である。 

ここで、デジタル技術の積極的かつ戦略的な

導入・利用が、社会・産業・経済の発展に必要と

なる地球温暖化ガスの総排出用の削減に貢献す

ることを認識する必要がある。さらに、『物理的
モノの移動≫エネルギー(含電力)の移動≫デジ
タルビット(デジタル化されたモノとコト)の移
動』というコスト構造 13の存在を意識した産業・

社会インフラの構築を推進すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：筆者作成 

 

 

当然ながら、デジタル化を推進するためには、

デジタルインフラの環境を整備・増強する必要

があり、それに伴い、結果的にデジタルインフラ

が消費するエネルギー量が増加することになる。 

デジタルインフラの消費エネルギーの増加量

は、かなりの大きさとなることが指摘されてい

る。しかし、社会・産業・経済インフラ全体で捉

えれば、エネルギーの総消費量は削減されるは

ずである。単体での評価ではなく、全体での包括

的な評価を行う必要がある。

「移動」に係るコスト構造 図表 1.10 
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デジタル・サイバー空間における社会・経済・

産業活動には、活動空間の制限(上限)は事実上

存在せず、制限なく活動空間を拡大可能であり、

その結果、デジタル・サイバー空間の運用に必要

となるエネルギーの総量は増加することになる。

このためには、地球温暖化ガスを排出せずに電

力エネルギーを生成・供給する再生可能エネル

ギー源の開発・整備が必須となる。活動領域の上

限が存在しないデジタル・サイバー空間を実現

するインフラのための施設(e.g.,データセンタ

ー)や、機器の稼働に必要な電力エネルギーの確

保が必要となり、これらの物理資源の争奪戦が

発生する可能性が存在している（既に、これらの

物理資源の争奪戦が顕在化しつつあるようにも

見える）。 

いわゆるハイパージャイアントは、デジタル

ビットの伝送インフラの設置・運用コストが電

力伝送インフラの設置・運用コストと比較して

非常に小さいことに気付き、既にそのインフラ

を地球規模で最適配置しようとしている。 

図表 1.11 に示したように、元来、低遅延での

サービス提供及びデータセンターとデータセン

ター内に存在するサーバ類を管理・運用するた

めの技術者の対応のために、データセンターは

「人(＝サービス利用者とシステム運用者)」の

物理的近傍に設置してきた。しかし、①必ずしも

低遅延を要求しない計算タスクの急増、②ネッ

トワークとロボット(ハードウェアロボットと

ソフトウェアロボットの両方)を用いた遠隔管

理制御環境の進化・確立によって、データセンタ

ーを人に近い場所から、電力エネルギーの生成

場所の近傍に移動させることが可能となり、そ

の結果、全体で必要なインフラの構築・維持のた

めに必要なコストの削減が可能となったのであ

る。 

大規模需要家を発電源へ移設 図表 1.11 

出典：筆者作成 
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1.5 
 
電力と 
インターネットインフラの
歴史 
 

1.5.1｜ 
電力インフラ 14 

 

電力産業の歴史を端的に示すと以下のように

なる。 

 

1883 年～1938 年 民間主導体制 

1939 年～1950 年 国家管理体制(戦時体制) 

1951 年～2012 年 九電力(後に十電力)体制 

1956 年～2012 年 原子力政策 

2012 年～ FIT(固定価格買取制度)体制 

 

1 ）民間主導・自立体制（1883 年～1938 年） 
発電事業は、当初、各民間の事業所において自

身の機器を稼働させるための「自家発電」からス

タートした。続いて、自家発電を行っていた事業

者が、余った発電電力を周辺に提供するサービ

スを開始する。その後、電力の発電・提供(配電)

サービスが成功事業となり、個別に展開されて

いた小規模の発電・配電事業者の M＆A(吸収合

併)が進行していく。電力会社の合併の時代であ

る。 

------------------------------------------ 

〇「電力王」 福澤 桃介 氏  
再生可能エネルギー(当時は「水力」発電)に注力
し、「発送電分離」型のインフラ整備を提唱・実
施した。国営での事業運営を提唱。 

〇「電力の鬼」 松永 安左ヱ門 氏 
多様な発電源を開発し、「発送電一致」型のイン
フラ整備を提唱・実施した。国からの独立性確保
を実践し、超電力連携（バックボーン連携ネット
ワーク）と地域独占ネットワークの２階層の事
業者構造を提唱した。民営による競争による品
質向上とコスト削減の努力を主張した。 
------------------------------------------ 

すなわち、当初は、自分のために自分で電力を

作るという「自給自足」でスタートしたが、余っ

た電気を販売し、事業者を集約化することで、事

業の効率化と収益性が向上したため、「自分で作

るのはコスト的に不利」との状況となり、やがて

「販売」を目的にした発電と送配電事業が主流

となった。 

 

2 ）原子力政策（1956 年以降） 
1956 年に「産業計画会議」が開催され、国営イ

ンフラの改革が実施された。国鉄は日本輸送公

社に、専売制度の廃止が行われた。そのような中、

電力産業は、国策として「原子力発電」が推進さ

れることになる。1951 年、戦時体制として国営

化されていた電力会社は、9つの電力会社に分割

され、国から独立した。しかし、1956 年、国家安

全保障の基盤維持のための先進的技術及び核産

業を国内に保持するために、原子力発電が推進

されることとなる。費用対効果が非常に低い原

子力発電の資本確保のために「総括原価方式」が

導入され、「電源三法」が施行されることになっ

た。 

 

3 ）FIT（固定価格買取制度、2012 年以降） 
FIT 制度は、再生可能エネルギーの普及のため

に、2003 年から RPS 制度が、2009 年から太陽光

発電の買取制度が施行されていたが、2011 年 3

月 11 日の東日本大震災を受け、2012 年 7 月に

「電気事業者による再生可能エネルギー電気に
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関する特別措置法(FIT 法)」が創設・施工された。

20 年間の高価格での発電・電力の買取が電力会

社に強制され、その経費は、実質的には総括原価

方式によって、エンドユーザである国民への強

制的な負担により、再生可能エネルギーの発電

事業者に金銭的支援を行う構造となった。発電

事業者にとっては、効率化やコストダウンを行

うことなく利益を確保可能な施策であり、営業

改善の努力が不要という状況となってしまった。 

 

基本的に、1883 年以降、エネルギー供給の形

態は、システムとしては、発電(供給)側から需要

側への片方向(Water Fall 型)から変化すること

はなかった。つまり、双方向で、需要側の状況と

の対話を行い、発電量の調整を行うシステム構

成にはならなかった。しかし、2022 年頃から、

再生可能エネルギーの総発電量が大きくなり、

発電量が要求需要量を上回ったことで、発電事

業者からの送電停止措置の頻度が急増するよう

になったが、そのことで、逆に、発電量が要求需

要量よりも小さくなり、需要家への節電要望の

頻度が多くなってきた。これを受け、経済産業省 

資源エネルギー庁では、家庭や事業者の空調・温

熱機・EV 用充電器の遠隔操作機能の組込みを必

須化する施策を実施することとなった。2011 年

3 月の東日本大震災の際、需要家側に存在する機

器のオンライン制御機能の導入が進行しなかっ

たことが原因の一つとも考えられる。 

 

1.5.2｜ 
コンピューター・ネットワーク インフラ 

 

コンピューター・ネットワークも、当初は、事

業所内に存在する大型コンピューターを、その

設置施設内の端末室に存在するユーザ端末から

利用する形態であった。その後、半導体技術の進

歩によって大型コンピューターのダウンサイジ

ングが実現し、大型コンピューターが設置され

た場所に行ってそれを利用するという形態から、

自身の施設内に小型のコンピューターを設置し

て利用する形態へと変化した。このような「コン

ピューターの民主化」が起こったのと同時に、こ

れらを遠隔利用したいという要求が顕在化し、

大型コンピューターや小型コンピューターなど、

コンピューターを相互接続し、ネットワークを

介して利用する要求が発生してきた。誰かがす

べてのコンピューターを用意するのではなく、

各研究室で購入したコンピューターを相互接続

する形態であり、まさに、コモンズのインフラ環

境である。 

キャンパス内でのネットワーク化には、自営

の通信ケーブル(e.g.,イーサーネットケーブ

ル)が使われた。キャンパス間の接続には、電話

会社の通話サービスを利用して、モデムによる

デジタル通信が実現・利用された。このようなシ

ステムの構築と運用が、先進的な研究教育機関

の間で普及していった。利益を訴求しない、非営

利でのシステムの構築・運用である。 

このコンピューター・ネットワークの価値が

理解されるようになると、商用のサービス事業

者が現れ、営利ビジネスが起動することになっ

た。現在も、営利事業者と非営利事業者が混在す

る形態で、グローバルなコンピューター・ネット

ワーク、すなわち、インターネットが維持・運用

されている。 

当初、コンピューター・ネットワークは、通信

会社の音声通話サービスをある意味“借用”しな

がらインフラを構築していった。その後、通信会

社の様々なサービスインフラを“借用”しながら

コンピューター・ネットワークの高速化と領域

拡大が進んでいった。やがて、コンピューター・

ネットワーク専用のインフラを構築・提供する

事業が、通信会社や新興の事業者で起動される

ようになった。コンピューター・ネットワーク用
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のインフラが整備され、その余った資源が音声

通話などの非コンピューター・ネットワークの

サービスに利用される形態へと変化した。 

一方、コンピューターは、自組織のキャンパス

内に設置・運用する形態から、自家用のコンピュ

ーターを効率的にかつ安全に収容・稼働させる

データセンター事業が始まり、さらに、自家用で

コンピューターを購入せずに、事業者が所有す

るコンピューターを利用するサービスを購入す

るクラウドコンピューティングが登場すること

となった。 

クラウドコンピューティングの登場によって、

分散度が非常に高い P2P(Peer-to-Peer)型のイ

ンターネットは、CS(Client-Server)型へ移行し

た。クラウドコンピューティングを形成するサ

ーバ群ネットワークシステムは、“ローカルには”

P2P 型となっているが、“広域(グローバル)”に

は CS 型となっている。広域において CS 型とな

る原因は、物理的なデータの移動速度とデータ

の移動に必要な物理的資源量に関係している。

効率的で低コストなコンピューティングを実現

するには、「コンピューティング資源が物理的に

近くに存在し、低コストで自由に接続可能であ

る」必要があるのである。その結果、コンピュー

ティングは CS型に向かうことになる。当然なが

ら、サービスの利用者はグローバル空間に分散

しているため、サーバサイトは、グローバル空間

上に適度に分散設置・配置される形態が効率的

となる。すなわち、グローバルには分散、ローカ

ルには集中という構造・形態である。 

このように、コンピューター・ネットワークの

インフラの形態、及び、これを構成する事業者や

事業形態は、技術の進歩と事業機会の変化・進歩

とともに変化してきているが、コンピューター

及びネットワークを構成するハードデバイスに

は物理的な特性・制限が存在しており、現在のと

ころ、この特性・制限を撤廃・打破可能な新技術

は存在していない。そのため、この特性・制限に

従ったグローバルなコンピューター・ネットワ

ークであるインターネットのインフラ全体シス

テムの進化・変化が必要となるであろう。 

ここで、これまで、ほぼコンピューターだけに

閉じていたインターネットは、いわゆるコンピ

ューター以外のすべての機器がデジタル空間を

通じて相互接続する段階を迎え、さらに、これら

の性能と効率性がデジタルデータのコンピュー

ティング性能によって決定される段階を迎えた。

すなわち、すべての産業・社会活動を構成するモ

ノが、インターネットによって相互接続された

環境が前提となり、これまでとは比較にならな

いほど強くコンピューティング機能・性能に依

存することとなる。既に、ビジネスを構成するた

めに必要なサプライチェーンは、分業化の進展

によって巨大化した。 

これまで、多くの産業・社会活動を構成する単

位は、比較的小さなモノの集合(=サプライチェ

ーン)で構成されていた。しかし、このサプライ

チェーンを構成するモノの数は、シェアリング・

エコノミーによる事業運用の CS(Client-

Server)型化による効率化によって急増し、その

モノは地理的に拡大し、グローバルなサプライ

チェーンが形成されるに至った。さらに、単独の

産業・事業に閉じていたサプライチェーンは、他

の産業との接合・結合が起こり、さらに大きく複

雑なトポロジーのサプライチェーンを構成する

こととなっている。ここで、近年のサプライチェ

ーンの重要な構成要素がコンピューターとなり、

コンピューティングはその物理的な特性・制限

からローカル化(あるいは CS化)が要求され、グ

ローバルレベルでのサプライチェーンを構成す

るモノの物理的配置が変化しつつある 15。 
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1.5.3｜ 
通信インフラ 

 

通信インフラは、第 2次世界大戦を経て、それ

までの逓信省、電気通信省による官営事業から、

1952 年の日本電信電話公社に引き継がれて整備

されてきた。官によるインフラの整備と運用で

ある。当初はデジタル通信であったが、「アナロ

グ音声通話である電話」が主のサービスインフ

ラとなった。1968 年にポケットベルサービスが

開始され、エンド・ツー・エンドでのデジタル通

信サービスが提供された。 

1985 年に、日本電信電話公社は通信の自由化

を背景に民営化され、日本電信電話株式会社(通

称 NTT)となる。同時に、公衆電気通信法が電気

通信事業法に改正され、電気通信事業への民間

企業の参入が自由化された。1987 年には携帯電

話サービスの開始、1988 年には音声サービスと

デンタル通信サービスを同時に提供する

ISDN(Integrated Services Digital Network)サ

ービスの開始、1996 年にはインターネットサー

ビスとして OCN(Open Computer Network)、1999

年には携帯電話への Web インターネットサービ

スとも言える i-mode サービス、2001 年からは一

般家庭への光ファイバーによるインターネット

サービスの提供、そして、2019 年には IOWN 

(Innovative Optical and Wireless Network)構

想が発表された。 

NTT は、官が整備したインフラを受け継ぎ、商

用サービスを提供・展開しており、特に電話サー

ビスは社会・産業活動に必須であり、災害や公安

(警察)などに必須のサービスであるため、日本

国民すべてに電話サービスを提供する「ユニバ

ーサル・サービス」の提供義務が課された。 

1985 年の通信の自由化に伴い、NTT 以外の民間

企業による通信事業への参画が可能となったが、

NTT は全国通信網を所有した独占企業であった

ため、新規参入事業者への事業参入を促進する

ためのルールが整備されることになった。この

時、国内通信の事業化とともに国際通信も民営

化され、それまで国際通信を独占していた KDD も、

国内通信に参入可能となった 16。NTT との大きな

違いは、「ユニバーサル・サービス」が課されな

いことであり、関東－関西の中継事業や関東や

関西の都市部に集中した事業など、事業成功可

能性の高いと考える地域・場所に特化したイン

フラ/サービスの整備・展開が可能とされた。さ

らに、NTT に対しては、「NTT が所有するインフラ

設備の利用は、内部での利用と同一の条件で、新

規通信所業者に提供しなければならない」とい

うルールも設定された。なお、新規通信事業への

参入は、当然ながら、電力会社も可能とされた。 

「NTT が所有するインフラ設備の利用は、内部

での利用と同一の条件で、新規通信所業者に提

供しなければならないというルール」は、2001 年

にソフトバンク社が開始した「Yahoo！ BB」によ

って、日本にブロードバンドインターネットサ

ービスを起動させることに大きく貢献した。NTT

が持つ通信インフラを利用(借用)して 17、高速・

広帯域インターネットのサービスを普及させる

ことに成功した。 

e-Japan 構想におけるブロードバンドインタ

ーネット環境の整備の実現である。 

e-Japan は、2000 年に日本政府が掲げた IT社

会の実現を目指す国家構想であり、「IT 基本法」

の制定及びデジタル情報通信ネットワークの高

度化と整備を行い、デジタル化社会を実現する

構想である。その中でも、超高速インターネット

の整備、インターネットサービスの低廉化・利便

性向上が民主導で推進された。特に、Yahoo! 

BB( 現 在 の ソ フ ト バ ン ク ) に よ る ADSL 

(Asymmetric Digital Subscriber Line)を用い

たインターネットサービスの実現は、それまで

の「ダイヤルアップ」によるインターネット接続
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を、「常時接続型」のインターネット接続へと進

化させ、我が国のデジタル通信インフラの大改

革・大進化を実現した。 

以下に、この常時接続型のインターネットサ

ービスがどのような仕組みで実現されたかを概

観する。なお、e-Japan 構想における超高速イン

ターネットの整備に当たっては、様々な法令や

規制などの整理や検討が行われたが、以下で議

論するポイントが成功の大きな原因であると考

えることができるだろう。 

 

ADSL には、NTT が音声通話(電話通信)に利用

していた電線(銅線)を 2 本対で撚り合わせた通

信ケーブルであるツイストペアケーブル

(Twisted Pair Cable)が使用された。ツイストペ

アケーブルの、音声通話サービスには利用され

ていなかった高周波数帯を拝借利用し、モデム

技術を用いた常時接続型のインターネット接続

サービスが ADSL である。NTT が所有する物理資

源の共用であり、有効利用、すなわち「シェアリ

ング・エコノミー」の適用である 18。このシステ

ム実装が実現したのは、電々公社の民営化によ

る通信事業の自由化に伴って制定・適用可能と

なった事業規律が大きな役割を果たしている。 

「通信の自由化」、さらに電電公社の民営化

(NTT グループの起動)の際には、NTT(正確には

NTT 東西と NTT コミュニケーションズの一部)に

は、ユニバーサルサービスの責任が継続された

が、第 2 電電に対してはユニバーサルサービス

の責任は課せられず、事業性の高い地域のみで

の事業が可能とされていた。さらに、第 2電電各

社は、NTT 社内での通信インフラ資源の利用と同

一条件で、局舎のスペースや通信ケーブルの利

用が可能となっていた。この 2 つの条件を利用

し、ソフトバンク社は、Yahoo! BB の事業化に成

功したのである。(銅線)通信ケーブルの高周波

数の領域を利用し、(銅線)通信ケーブルが集約

される通信局舎へのインターネットサービスの

実現に必要な機材の設置が、既存の法令で可能

であることが確認され、NTT の施設の利用・活用

が加速され、Yahoo! BB が離陸することとなった。

もちろん、Yahoo! BB のビジネスモデルの成功に

は懐疑的な観測も少なくなかったが、電子技術・

機器とインターネットに魅力を感じたユーザに

よって、一般の在宅ユーザによるブロードバン

ドサービスの利用が急拡大することになった。 

なお、この時に、既存の物理施設・資源を再利

用・有効利用するという可能性は、NTT が所有す

る設備・資源だけではなく、電力グリッドや道路、

あるいは電鉄系の線路などのインフラも対象と

して議論された。国交省が内部利用のために敷

設した通信ファイバーや、通信ファイバー用の

管路、あるいは、電力会社が持つ電柱 19などであ

る。 

 

インターネットは、統一技術・統一オブジェク

トであるデジタルの小包(IP パケット)が、多様

な通信媒体を利用可能にすることで、通信媒体

を多数の多様なユーザ・事業者で共有すること

を可能にした。さらに、インターネットの利用者

(人とアプリケーション)に対しては、この物理

インフラを、IP パケットという共通のデジタル

小包を利用することで、利用方法の制約なしに

自由にインターネットインフラを利用可能にし

た。すなわち、インターネットの全ユーザに対す

る「シェアリング・エコノミー」型のインフラを

構築したことになっている。新たなユーザ・アプ

リケーション、新たな通信媒体も、IP パケット

という共通の統一技術を用いることで、グロー

バルなシェアリング・エコノミー型のインフラ

を利用できるのである。 

e-Japan においては、NTT が所有する資源・設

備を NTT 関連企業のみならず、ユニバーサルサ

ービスの責任を持たないすべてのインターネッ
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トサービス事業者が利用可能であることを再確

認したことで、「民主導、官支援」の形態での我

が国における急速な超高速インターネット環境

の構築に成功したものであると分析することが

できる。 

その後、NTT が精力的に推進した FTTH(Fiber 

To The Home)によって、銅線を用いたインターネ

ットの広域アクセス網は、光ファイバーを用い

たアクセス網へと変換されていった。現在では、

宅内や構内での通信ファイバーでは、光ファイ

バーと銅線(イーサーネット)が混在する状況で

あるが、ほとんどの広域のインターネットアク

セス網は、光ファイバーへと進化するに至って

いる。この過程においては、音声通話とインター

ネットサービスが、多くの場合、資源を排他的に

利用する形態での資源共有であったが、通信速

度の向上とインターネットサービスの品質(遅

延や誤り率)向上に伴い、音声通話は、インター

ネットサービス、すなわち、利用用途/アプリケ

ーションを問わないデジタルサービスを利用す

る一つのアプリケーション/サービスという形

態に変化・進化した。 

当初のインターネットは、①電話インフラの

上に存在していた(ある意味”寄生”)が、②ADSL

によって”共生”・共存(シェアリング・エコノミ

ー)、さらに、③電話サービスインフラからの独

立(電話サービスが”インターネットに寄生”)へ

と変化・進化し、2025 年を迎えているのである。 

もう一つ、Yahoo! BB の展開において留意すべ

きと考えられる重要な点は、ガラパゴス技術仕

様からの脱却である。ADSL には、複数の技術仕

様が国連の組織である CCITT（現在の ITU）にお

いて定義・標準化された技術仕様(G.922)が存在

していた。しかし、グローバルに共通な標準化を

行うことには失敗し、北米(Annex A)、欧州(Annex 

B)、日本(Annex C)という 3つの技術仕様が標準

化されていた。Yahoo! BB はコストを安く抑える

ことが可能な北米市場の Annex A、それ以外は

Annex C を採用した。多様な物理媒体が利用可能

なのがインターネットの TCP/IP の特徴であり、

この特性によって、Yahoo! BB とそれ以外の事業

者のネットワークは相互接続が可能となった。

日本市場を意識して国連で策定された Annex C

ではなく、Annex A の使用を日本国内での利用に

おいて認めたことは、規制当局が「インターネッ

トが多様な通信媒体の存在を許容可能としてい

た」ことを理解していたと考えられるが、日本政

府および担当の規制当局の英断であると考える

ことができる。 

技術標準には、国家間での競争と調整が必要

な国際(デジュール)標準と、市場原理を優先す

るデファクト標準が存在する。グローバルな経

済環境を優先するのか、国内の経済環境を優先

するのか、現在でも難しい課題である。 

 

1.5.4｜ 
ワット・ビット+シェル連携 
 

2024 年 10 月に公表された「デジタルインフラ

(DC 等) 整備に向けた有識者会合」の中間とりま

とめ 3.0 においては、データセンターを含む我

が国のデジタルインフラの整備にあたっては、

「ワット・ビット連携」と称される電力インフラ

と通信インフラの連携によるインフラ整備が提

言された。さらに、GX2040 ビジョンにおける GX、

すなわち、グリーン・イノベーションの実現には

DX の利用が必要条件であり、デジタルインフラ

の整備が提言された。これを受け、2025 年 2 月

に開催された政府の「デジタル行政改革会議」で

は、 

------------------------------------------ 

地方創成 2.0 を実現するためにも、AI・データセ

ンター等を繋ぐ情報通信ネットワークを、電力イン

フラ・通信インフラの整備と統合し、GX・DX を支
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える「新時代のインフラ」として整備すべき 

------------------------------------------ 

との指示が石破総理大臣から出された。 

 

「ワット・ビット連携」とは、「特に、AI やデ

ータセンターの電力需要の増加に対応しつつ、

脱炭素化を加速させるため、脱炭素エネルギー

源の近くにデータセンターを設置し、通信イン

フラの整備を行う」こととされている。 

電力グリッド及び通信線の構築に必要な金銭

的コストと構築に必要な時間は、両方で桁違い

に大きくなものとなる。このような特性を考慮

した上で、データセンターを含むデジタルイン

フラの整備戦略を策定・実施しなければならな

い。そこで、2025 年 3月に、これを議論する「ワ

ット・ビット連携官民協議会」が起動された。 

我々は、「ワット・ビット連携」においては、

e-Japan で実現した通信インフラに関する超高

速インターネット環境の構築・展開のための活

動と同様のことが、電力インフラにおいて行わ

れるような環境整備が必要であると考える。電

電公社が民営化した NTT がユニバーサルサービ

スの責任を負っていたのと同様に、地域電力会

社である一般送配電事業者(10 社)もユニバーサ

ルサービスの責任を負っている。一般送配電事

業者が利用者にお願いする電力料金は「総括原

価方式」となっており、ユニバーサルサービスの

実現のために必要な投資は、基本的には、全国

民・組織で公平に負担する構造となっている。 

電力行政も、通信行政と同様に、電力の「自由

化」が推進され、「発送電の分離」、さらには、通

信における第 2電電に対応する「新電力」による

電気の販売業務が可能になっている。既存の「新

電力」事業者だけではなく、新しい事業者が、一

般送配電事業者が所有する“利用可能な”資源・

設備を利用し、データセンターネットワークを、

e-Japanの時のNTTの電話インフラの部分集合や

通信事業者以外のインフラ事業者の施設・資源

を利用した超高速インターネットネットワーク

の構築と同様の方法で構築できる可能性はない

のだろうか。e-Japan の時と同様に、最初は、 

------------------------------------------ 

①既存の電力インフラの資源・設備を拝借する形で

のシェアリング・エコノミー(データセンターネ

ットワークが寄生する)から起動し、 

②既存電力サービスとの共生、さらに、 

③既存電力サービスを包含する新インフラへの変

化・進化が可能かもしれない。 

------------------------------------------ 

 

超高速インターネットが e-Japan 1.0 だとす

ると、DX/GX を実現するデータセンターネットワ

ークの整備は e-Japan 2.0 と位置付けることが

できるかもしれない。2000 年から四半世紀が経

過した 2025 年のグランドプランである。  

なお、新しいインフラの整備にあたっては、既

存の電力インフラの施設・資源だけではなく、す

べての産業部門の既存施設・資源の利用可能性

も包含すべきである。 

フィンランドにおける製紙工場跡の工場の躯

体などの再利用、あるいは 大阪・堺の液晶工場

の跡地施設の再利用など、情報通信産業や電力

産業以外の産業セグメントは、電力および通信

インフラの利用者であり、CONNECTED の状態・容

量の違いはあるにしても、利用可能にある施設・

資源であり、短期・長期でのシェアリング・エコ

ノミーに包含可能性を持った施設・資源が存在

するはずである。これは、電力を意味するワット

(Watt)、通信を意味するビット(Bit)に加えて、

躯体を意味する「シェル(Shell)」を追加して、

『ワット・ビット・シェル連携』と呼べるかもし

れない。 

中長期での資源管理・財務管理を、既存のプレ

イヤーに限って考えるのではなく、新しいステ
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ークホルダーでの事業・経済モデルの挑戦と構

築である。これは、地球温暖化対策における、

Scope3 の Embodied Carbon の削減との共存・連

携にも寄与・関係することにもなる。 

もう一つ、e-Japan では考慮点にならなかった

ものの中の重要な項目として、グローバルイン

フラ、すなわち、国際/グローバル海底ケーブル

と衛星システムがある。データセンターネット

ワークは、インターネット上でグローバルに展

開されるため、グローバルなデジタルシステム

と CONNECTED な状況にならなければならない。し

たがって、ワット・ビット連携においては、国際・

グローバルインフラの整備も重要な政策・施策

の対象となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6 
 
結論 
 

本章では、コモンズのインフラの構造・特徴を

議論整理し、その要求条件を整理した。また、電

力エネルギーインフラとコンピューター・ネッ

トワークインフラは、今後、統合してビジネス構

造を考えるべきとの考えから、その歴史及びこ

れまでと今後の関係性を議論した。 

電力エネルギーインフラとコンピューター・

ネットワークインフラの統合にあたっては、以

下の観点・要点を考慮して、施策や戦略を考える

必要があると考える。 

 

------------------------------------------ 

 

1 ）グローバルなインフラとの連携・結合を前提
に考えるべき。 
 
2 ）利用者の増加と変化に対応可能な Start 
Small，Scale Fast を意識したシステム設計を行
うべき(not Water Fall 型)。 
 
3 ）新しいビジネスプレイヤーには、Start Small, 
Scale Fast を可能にするため、大手の事業者に要
求されるユニバーサル・サービスを義務化すべ
き(負わせるべき)ではない。  
 
4 ）デジタルビットの送配信・コンピューティン
グを積極的に利用した電力エネルギーインフラ
構造・アーキテクチャを目指すべき 20。 
 
5 ）民主導・官支援を目指すべき。 
 

------------------------------------------ 



1 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

デジタル社会のインフラストラクチャー 

 

 

33 

 

■付録 1｜ 
フィンランドにおけるデータセンター 
最新状況 

 

日本データセンター協会、北海道ニュートピ

アデータ研究会の合同で、2023 年 9 月 18 日～21

日にフィンランドの主要なデータセンターの訪

問を行った。以下に、概要を取りまとめた。 

 

1 )フィンランドは、ロシアのウクライナ侵攻

以前から、ほぼ 100％再生可能エネルギーによる

電力供給が実現されていた。既に、Carbon 

Negative な状況も発生しており、下げ DR に加え

て、過剰・余剰電力に対する需要増加(＝上げ DR)

に対するインセンティブも検討されているよう

である。 

 

2 )フィンランドの南部に位置する首都ヘルシ

ンキの国営放送局の地下に、欧州中西部を結ぶ

海底ケーブルが引き込まれ、IX が形成されてい

る。データセンターとしては、Digital Data 

Center21 が国営放送局キャンパス内に新設され

ているが、海底ケーブルの端点と IX は、地上波

放送塔の地下の施設に存在している。 

 

3 )近年の MWクラス以上のデータセンターは、

フィンランド政府による、エネルギーの再利用

を行う事業者に対する電気税の優遇施策(2021

年施行)を利用している。そのデータセンターか

ら排出される熱エネルギーの地域熱水提供・循

環システムとの連携・連結が推進されている。 

 

2.253 セント/kWh ➡ 0.063 セント/kWh 
 
[適用条件] 
電力の 5MW 以上 10MW の部分について、ERE(エ
ネルギー再利用効率)＝1.00 未満、 

または、PUE＝1.25 未満(2027 年以降は 1.20 未
満。 
 
(例) 
ERE = {(全エネルギ}-(再生可能エネルギ))/IT エネ
ルギー 
= {(15MW)-(5MW)}/10MW = 1.00 
 

なお、EUでは データセンターにおけるエネル

ギー利用効率についての報告等が義務化される

見込み(by 改正 EED(Energy Efficiency Directive)、

2023 年 10 月発効、2024 年 5 月報告)。 

 

4 )躯体および設備の再利用：殆どのデータセ

ンターが、製紙工場跡地や物流倉庫施設を再利

用することで、地球温暖化対策の Step3 とされ

ている事業の実現・推進に必要な物資等のサプ

ライチェーンに対する温暖化効果ガスの削減を、

政策とビジネスの両面で、主張・PR している。

施設の躯体(セメントや鉄鋼等)や電力設備の再

確保及び投資の必要がなく、地球温暖化防止へ

の貢献とデータセンターの構築コストの削減を

実現するとしている。 

 

5 )ハイパフォーマンス・コンピューティング

に注力：政府のスパコンデータセンターCSC22 を

はじめとして、レイテンシ要求が厳しくなく、か

つ、高エネルギー密度のサーバ施設実装を必要

とするハイパフォーマンス・コンピューティン

グを意識したデータセンターが増加している。

CSC および CSCに近隣する LUMI23では、ほぼ 100%

水冷式でのサーバ室となっている。AtNorth 社 24

は、CSC および VTT25との連携で、量子コンピュ

ータとの連携も模索している。



1 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

デジタル社会のインフラストラクチャー 

 

 

34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フィンランドにおけるデータセンターの状況 図表 1.12 

出典：フィンランドスーパーコンピューターセンターCSC 提供の資料をもとに筆者作成 

地図上におけるフィンランドと日本の対比 図表 1.13 

出典：筆者作成 
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■付録２｜ 
中国『東数西算』国家施策・事業 

 

『東数西算』は、データセンターインフラと電

力インフラを融合・連携させた、中国全土におけ

るデジタルインフラの整備政策・事業であり、

2021年に開催された中国 第13期全人代(全国人

民代表大会)で正式に提起された。 

本事業は、再生可能エネルギー発電を含む大

規模な発電資源が豊富な中国西部に(超)大規模

(ハイパー・スケール)データセンターを整備し、

中国東部のコンピューティング需要を賄うこと

で、中国西部と東部の連携インフラの実現を目

指している。本施策・事業は、後述する『西電東

送』構想を Phase 1 と考えると、Phase 2 の中国

全土におけるインフラ施策・事業と捉えること

ができよう。さらに、これらの事業は、『一帯一

路』とも関連・連携していると考えられ、地球規

模でのインフラ構想といえる。実際、中国のビッ

グテック企業(華為社など)は、地球規模(これに

衛星システムの統合・連携も視野に入れた)での

多層構造 26 のデータセンターネットワークの構

築を目指した環境構築を進めている。 

この事業は、2015 年頃から具体的な技術検討

が行われており、2017 年に発表された「Asian 

Super Grid Plan」と連動している。中国国内に

おける直流超高圧(HVDC: High Voltage Direct 

Current)電力伝送システムを利用する『西電東

送』構想と連携した Phase 2 の政策・事業である

と捉えるべきであろう。「Asian Super Grid Plan」

は、「中露韓孫プロジェクト」として着手された

27。 

図表 1.15 に示すように、ロシア・モンゴルか

らは天然ガスと太陽光と風力発電による電力が

中国西北部に、ミャンマーからはインド洋経由

で中東の石油がパイプラインによって中国西南

部に、それぞれ供給され、中国西部においては原

子力・火力発電が行われ、超高圧直流電力送電 28

インフラを用いて中国東部に送電される。「西電

東送」である。 

中国『東数西算』国家施策・事業の概要 図表 1.14 

出典：自然エネルギー財団資料を参考に、筆者作成 
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さらに、中国東部に送電された電力は、韓国と

日本に送電するという事業計画である 29。 

 

この頃、GAFA / M ＋ BAT ( Google, Amazon, 

Facebook, Apple, Microsoft, Baidu, Alibaba, 

Tencent )と呼ばれるデジタル・テック・ジャイ

アントが、データセンターの大規模化を進めて

いた。大電力を消費し、さらに、必ずしも低遅延

を要求しないデータマイニングやデータ検索の

計算は、消費者の近くにデータセンターを配置

して、低遅延のサービスを要求するものではな

いことが認識されるようになってきた。 

検索サービスがメインの Google 社は、早い段

階から、グローバルにデータセンター拠点を配

備し、これをネットワーク化して、電力消費量の

最適化・削減に挑戦してきていた。空調における

冷却コストが大きな時期には、冷たい空気が存

在する場所で計算を行う“Follow the Moon”を、

VM(仮想マシン)技術と連携させながら推進した。

その後、再生可能エネルギーの利用が重要な昨

今は、“Follow the Sun & the Wind”へと稼働ポ

リシーが変化している。 

このように、近年のデータセンターで稼働す

るアプリケーション(代表例が検索や生成 AI)の

多くが、ユーザ間との低遅延を必ずしも要求し

ないものが急増しており、発電源にデータセン

ターを設置する方向が加速している。 

 

これに合致した中国の施策・事業が、『東数西

算』である。 

------------------------------------------ 

①中国東部で生成された大量のデータが、光ファイ

バーネットワーク(not 送電ネットワーク)を介

して中国西部に伝送される。 

②中国西部の大規模データセンターに、大量の電力

が近隣の発電所(あるいはモンゴル地域の風力・

太陽光発電所)から供給され、大量のデータ処理

が行われる。 

③計算結果が、光ファイバーネットワーク(not 送

電ネットワーク)を介して中国東部に伝送される。 

------------------------------------------ 

生成 AI の場合には、西で学習(Training)、東

で推論(Inference)である。 

「西電東送」のイメージ 図表 1.15 

出典：筆者作成 
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なお、日本においては、「デジタルインフラ（DC

等）整備に関する有識者会合 中間とりまとめ 

3.0」の中で、「特に AIインフラに関しては、遅

延が許容される学習用途や低遅延が求められる

推論用途を分けて考える等、データセンターの

用途や必要とされる規模に応じたデータセンタ

ーの分散立地の推進が重要である。」 との記述

に対応して、総務省からは、図表 1.17 のような

構想が提示されている。 

「北(海道)・北(陸)・九(州) 算」＋「地(域)

数」である。 

「東数西算」のイメージ 図表 1.16 

出典：筆者作成 

AI の「学習」と「推論」 図表 1.17 

出典：総務省データ通信課資料（2024 年） 
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*1 非営利用語辞典 https://www.koueki.jp/dic/hieiri_323/ より引

用。 

コモンズの概念に光が当てられる契機となったのは、アメリカの生

物学者 Hardin, G.（ハーディン）が 1968 年に『サイエンス』（Science）

に出した論文「コモンズの悲劇」（The Tragedy of the Commons）で

提起した問題であり、以降、「コモンズの悲劇」をめぐって、さまざ

まな分野で多くの論争が展開されてきた。「コモンズの悲劇」とは、

以下のようなものである。 

複数で共有している牧草地があるとする。牧畜をしている人は、共有

牧草地にできるだけ自分の家畜を放牧しようとする。そして、たと

え、これ以上家畜の放牧を増やせば、牧草地の条件が悪くなることが

明らかになっても、一人ひとりにとっては、家畜を１頭増やすことに

よって得られる利益は、家畜を１頭増やすことによって被る牧草地

の悪化という損失よりも大きいため、家畜の数を増やそうとする。結

果として、際限なく家畜を放牧していくうちに、牧草地のキャパシテ

ィを超えて過密状態になり、牧草地は枯れて消滅してしまうという

ものである。 

*2 資源の共通利用型経済、すなわちシェアリング・エコノミーは、サー

ビス実現・提供に必要となる総資源量を小さくする可能性を持って

おり、それによって、結果的に地球温暖化防止及び持続的な社会・経

済の成長(＝SDGs)に資する可能性を持っている。 

*3 地理的観点からは、国境が存在し、国境内では国の法律・規則が適用

される。この法律・規則は、国ごとに異なっており、世界で共通のも

のではない。国際法を定義して、同じ規則をあい適用しようという努

力はもちろんあるが、一般的には、国ごとの法律・規則が優先され

る。物理的実態を持った「モノ」は、物理的国境を跨ぐ時に国が制限

をかけることが比較的容易であるが、物理的実態を持たない「デジタ

ルデータ」は、物理的実態を持った「モノ」に比べて、制限をかける

ことがはるかに難しくなる。このことに各国政府が気付き、デジタル

データの流通、すなわち、サイバー空間におけるデジタルデータの国

境を跨ぐ流通に制限をかけようと、様々な法律や仕組みを導入しつ

つある。これが、デジタル・サイバー空間で活動を行うグローバルな

コミュニティーと、実空間での管理を行いたい国との間で複雑な問

題を発生させている。 

*4 電気とともに、内燃機関に代表される「油」の利用が第 2 次産業革

命とされている。 

*5 1.2 では、これを、Things の間でのデータの送受信である

IoT(Internet of Things)に対し、デジタルデータの集合が実現する

機能が Things の間で送受信される IoF(Internet of Functions)と

呼んでいる。 

*6 地球表面がこれまでの人類の社会・経済・産業活動領域であったが、

人類は物理的制限が事実上存在しない宇宙を社会・経済・産業活動領

域に取り込もうとしている。 

*7 さらに、3 章で議論する建物・施設における地球温暖化対策としての

温暖化ガス排出量の削減に必要となる「エンボディド・カーボン量の

削減」のために、建物・施設のデジタル・ツイン化と設計・施工から

廃棄までの「デジタル完結化」が必須となる。 

*8 台湾では日本と似た状況のようであるが、米国や中国、さらに欧州で

は、設計から竣工まで一気通貫でデジタル・ツインデータに基づいた

設備・施設の設計・実装が行われ、さらに、竣工後の運用や回収・廃

棄を行う環境が整備・確立されつつある。 

*9 現在、建築申請へのデジタルデータ(BIM)の利用可能性が検討・検証

されている。 

*10 「優秀ではない現場」では、設計図と同じモノが低品質で実装された

結果、設計図とは異なるモノが実装される場合はあるが、基本的には

設計図通りに実装される。しかし、「優秀な現場」では、“より良い”、

設計図とは異なる実装が行われることが少なくない。 

*11 「図面」としたのは、デジタル・ネイティブなデータではないビット

マップの二次元データ、あるいは、印刷図面の場合がほとんどである

ようである。 

*12 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/joho/confere

nce/digital_infrastructure.html 

 

 
*13 内閣府・経済産業省・総務省で共同開催された「デジタルインフラ

(DC 等)整備に関する有識者会合」では、「電力送配電システムのコス

トは、通信システムのコストよりも 2 桁大きい」との報告が電力会

社から行われた。この「コスト」は、インフラの設置・運用に必要な

金銭的コストであるが、そのインフラ設置に必要な物理施設の生産・

設置・維持管理に必要となる総量としての地球温暖化効果ガス(＝エ

ンボディド・カーボン)の削減量は、さらに大きな値となるはずであ

る。電力送電には大量・大型の銅とその重量を支える鋼鉄製の鉄塔な

どのインフラが必要となるが、デジタルビットの送信には、軽量・小

型のガラスを収容するインフラで十分である。 

*14 「日本再生最終勧告：原発即時ゼロで未来を拓く」(加藤寛著)、ビジ

ネス社、2013 年 3 月 

*15 サプライチェーンの物理的な配置・トポロジーは、本来、技術的・科

学的・経済的観点から決定されるものであるが、ここに政治的要素が

入ってきているのが、近年の状況であると考えることができよう。 

*16 NTT も同様に、国際通信に参入可能となった。 

*17 各家庭・事業所への銅線によるアクセス線の高周波領域をインター

ネットサービスに利用した。低周波数領域は、NTT の電話サービスに

利用された。ハードインフラの共用利用(シェアリングエコノミー)

とも見ることができる。 

*18 特に、未使用の高周波数帯の利用は、周波数空間の直行性の性質か

ら、異なる周波数帯を利用する電磁波は干渉することがなく、同時

に、互いのサービスへの影響を与えることなく共有の物理資源であ

る銅線上に共存し、共同利用することが可能なのである。局舎内のス

ペースは、地理空間には排他性が存在するので、同じ空間を利用する

ことはできないが、局舎内の余った空間は、NTT 以外の事業者に提供

することが可能である。 

*19 街中に存在する電柱には、主に、電力会社が送配電のために設置する

柱と、NTT が通信サービスの提供のために設置する柱の 2種類が存在

していた。この柱は、それぞれの事業のために、排他的に専用利用さ

れていた。本事業の影響がないのであれば、通信サービスの実現のた

めに 利用するという物理設備に関する「シェアリング・エコノミー」

の実現である。 

*20 これは、電力インフラに限った話ではなく、すべての社会・産業・経

済インフラに適用される方向性である。 

*21 https://www.digita.fi/en/services/data-center/ 

*22 https://www.csc.fi/en/home 

*23 https://www.csc.fi/en/lumi 

*24 https://www.atnorth.com/ 

*25 https://www.vttresearch.com/en/ourservices/quantum-

technology 

*26 ①宇宙・地球(数百ミリ秒)、②国内(数十ミリ秒)、③地域(数ミリ秒)、

④施設(ミリ秒以下) の 4 階層を構想していると考えられる。これ

は、自然法則である「光速が移動速度の上限」に伴う情報の伝搬遅延

値に起因すると理解することができよう。 

*27 当時は、日中関係が尖閣諸島問題などで厳しい緊張状態であり、日中

での連携を進めることができなかったようである。 

*28 当時、欧州においては、各国間の電力系統の連携線は、伝送効率が交

流よりも高く、必要な銅の量が少ない直流送電システムの導入が進

んでおり、その実現性と経済効率性が実証されていた。地域配電網に

は交流が適するが、ポイント・ポイントの系統連携線においては直流

の利点が出てくる。宅内・構内における配電システムに、直流技術の

導入の取組みも加速している。データセンター内で稼働する電子機

器は、基本的に直流で稼働しており、交流での電源源供給を AC-DC 変

換して利用している。 

*29 実現には至らなかったが、ロシアと日本の間には、北方領土を経由し

て、ロシアから北海道への天然ガスあるいは電力送電の可能性も検

討されたようである。 
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2 

再エネ電源比率が 6 割のスペインにおいて、

大停電が発生した。その原因は、全国 86 変電所

による送配電システムの周波数制御の失敗であ

った。これは大きな事件であるが、それ以上に、

詳細の解明に数か月を要すると言われる現状に

驚きを覚える。検証に向けて解析すべきデータ

が記録されていないのか、収集に時間が掛かる

のか。このことは、要するに DX が進んでおらず、

AI を活用できる環境には無いということではな

いだろうか。 

インターネットの進化に伴い、AI に学習させ

るための有効なビッグデータを扱えるようにな

ってはいるものの、何を学習させるべきなのか

については、未だ議論が続いている。さらに、生

活・産業の両面で SDGs を達成するために、電力・

エネルギーの需給構造解析と予測を AI に学習さ

せることも必須であるはずである。 

本章では、DX が進展した後の、電力流通制御

機能を装備したデータセンターについて構想し、

分散型の再エネ電源を内包したマイクログリッ

ドの導入の可能性について論じる。

出典：Canva による作画 

https://www.canva.com/ja_jp/ 

プロンプト：「再生可能エネルギーによる電力を地産地消しているデジタル田園都市グリッドを描き。その中に、AI データセンターをプロットしてください。」 
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2.1.1｜ 
再生可能エネルギーの課題と 
データセンターの可能性 
 

現代社会において、データセンターは 24 時間

365 日、電気を止めることなく稼働する重要イン

フラとなっている。一方、気候変動対策として期

待される再生可能エネルギーは、天候に左右され

るという本質的な課題を抱えている。特に風力や

太陽光発電は、発電量が時間帯や天候によって大

きく変動するため、電力系統の安定運用に課題を

もたらしている。 

日本においては、北海道が風力や太陽光などの

発電ポテンシャルで全国 1 位という恵まれた条

件を持ちながら、その活用には地理的・系統的な

制約が存在している。電力需要の中心である首都

圏や関西圏から遠く離れていることに加え、本州

との電力連系容量にも限界がある。 

HNDC 副代表の村井純教授が座長の「ワット・

ビット連携官民懇談会」（2025 年 3月-6 月開催）

では、こうした課題を解決する新たな発想として、

北海道を含む再生可能エネルギーに適した地域

にデータセンター立地を誘導し、そこから首都圏

に電気を運ぶのではなく、データセンターでの計

算結果を APN に代表される高速光通信網で運ぶ

という基本的なコンセプトの具体化やロードマ

ップについて議論され、ワット・ビット連携コン

セプトの認知度が高まった。 

この考え方は、従来の「電力を遠隔地から運ぶ」

という発想から、「電力を使う計算処理そのもの

を再エネ適地に移す」という発想の転換を意味し

ている。特に、現在開発が進んでいる生成 AI の

学習・推論にフォーカスした、電力密度の著しく

高い AI データセンター（AI ファクトリーとも呼

ばれる）の台頭により、この考え方の実現可能性

と重要性が増している。 

 

2.1.2｜ 
AI ファクトリーと 
エネルギーバッファの概念 
 

2025 年 4 月に開催された OCP（Open Compute 

Project）EMEA Summit においては、1ラック当た

り電力が数百 kW どころか 1MW 規模もスコープに

入れた議論が行われた。しかも、PUE（Power Usage 

Effectiveness）については 1.1～1.2 以下が当た

り前になってくることを考えると、AI ファクト

リーの大規模電力の大半を半導体が消費するこ

とになる。 

この状況は、再生可能エネルギーの弱点である

「天候で発電量が変動する」という課題に対して、

新たな可能性を示唆する。すなわち、AI ファク

トリーのような巨大な電力需要を持ちながら、そ

の稼働を計算負荷制御によって柔軟に調整でき

る施設と位置付け、エネルギーバッファとして活

用するという発想である。 
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もちろん、高価な GPU を大量に抱えた施設であ

る AI ファクトリーの投資回収のためには、GPU

稼働率をなるべく高めたいという要求がある。生

成 AIの学習フェーズでは、高い負荷で一定時間

稼働する形態が想定されるが、リクエストと応答

の１往復だけではなく、連鎖する推論（エージェ

ントなど）が一般化してくると、ユーザ数や利用

頻度で稼働状況が大きく変動することが当たり

前になり、一般的な Web サービスと同様、平均稼

働率をたとえば 30％程度に抑えて、ピーク需要

に備える運用が一般的になると考えられる。 

こうした利用方法であれば、再エネが余る時間

帯で、他の地域のユーザが求める処理を処理能力

に余裕のある AI ファクトリーで実施する「ワー

クロードシフト」の実運用にリアリティが出てく

る。さらに、余剰する再エネを貯める、いわゆる

系統用蓄電池を AIファクトリーのバックアップ

電源として連携できれば、AI ファクトリーの夜

間稼働も再エネで充電した蓄電池で賄えること

になり、エネルギーバッファとしての柔軟性が高

まる。 

 

2.1.3｜ 
SmartPower プラットフォームと 
SapporoIX PoC 
 

ビットメディアでは、エネルギーバッファとし

てのデータセンター活用に貢献できる仕組みと

して、SmartPower プラットフォームの開発と PoC

を通じて社会実装に向けた準備を進めてきた（図

表 2.1.1）。蓄電池との連携制御の実装はこれか

らであるが、計算資源のワークロードシフトにつ

いては様々な PoC を推進してきた。 

具体的な取組みとして、2023 年 11月に、合同

会社石狩再エネデータセンター第 1 号、シスコ

システムズ、ほくでん情報テクノロジー、ビット

SmartPower プラットフォーム概要 図 2.1.1 

出典：ビットメディア社資料 
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メディア及び石狩市の 5者で「SapporoIX PoC 環

境を使った企業誘致に関する協定」を締結し、後

述するように、首都圏のワークロードを北海道の

データセンターにシフトする PoC を実施した。

さらにこの枠組みの延長で、トヨタ自動車、シス

コシステムズと連携して、発電量予測による計算

資源の制御実験も実施している。 

このほか、NTT 宇宙環境エネルギー研究所の仮

想エネルギー需給制御技術の継続的な実証支援、

東京電力パワーグリッドが推進する MESH 

（Machine-learning Energy System Holistic）

構想の具体化に向けた連携などを進めている。 

MESH 構想は、「ワット・ビット連携からの電力

システムのインターネット化」である。2024 年 7

月に開催された政府主催の GX2040 リーダーズパ

ネルで、東京電力パワーグリッド取締役副社長執

行役員最高技術責任者の岡本浩氏が提唱し、それ

が契機となって、ワット・ビット連携官民懇談会

が設立された。岡本浩氏とビットメディアの高野

雅晴氏の共著により、2025 年 4 月には「経営に

活かす生成 AIエネルギー論 日本企業の伸びし

ろを探せ」が日経 BP から出版されている。 

 

2.1.4｜ 
ワークロードアロケーションオプティマ
イザー（WAO）の開発 

 

ビットメディアでは、「電力調整」のワークロ

ードシフトだけではなく、ワークロードの最適配

置による「電力量削減」（省エネ）の研究開発も

進めている。それがワークロードアロケーション

オプティマイザー（WAO）であり、WAO は AI でデ

ータセンターの消費電力を予測し、電力量を削減

できるように計算負荷の配置を決定するシステ

ムである。 

NEDO(国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構)の脱炭素社会実現に向けた省エ

ネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラ

ムの一環として、オプテージ、NEC、篠原電機、

ビットメディア、さらに大阪大学を共同研究者と

して研究開発が進められた。実証実験では、WAO

の導入により、データセンター全体の消費電力を

約 10-15%削減できることが確認されており、た

とえば 100MW クラスのデータセンターで 40MW が

実稼働していた場合、約 5MW の削減効果が期待

できることになる。WAO を加えた SmartPower プ

ラットフォームにより、計算負荷の最適配置によ

って、消費電力量（kWh）の削減に貢献するとと

もに、再生可能エネルギーの余剰電力の状況に応

じて計算負荷を上げ下げ移動できる調整力を提

供することができる。 

 
2.1.5｜ 
SapporoIX POC 実証実験の概要 
 

北海道の再生可能エネルギー有効活用に向け

たデータセンターと再エネ需給連動実証実験

（2024 年実施）では、シスコシステムズ、ビット

メディア、ほくでん情報テクノロジーが主要参加

者となり、以下の 3 つのステップで検証を進め

た。 

◎ステップ 1 

DC リソースの見える化 

〇既存リソース（仮想マシン）の可視化 

〇利用状況の解析 

◎ステップ 2 

マルチサイト DC 運用モデル提示 

〇マルチサイトリソースの統合運用 

〇マルチサイト運用の最適化 

◎ステップ 3 

再生エネルギー利用モデルの提示 

〇再エネ利用率の向上 

〇デマンドレスポンス機能付加の可能性 
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この PoC では、「首都圏・九州で雨天などによ

り再エネ不足、電力不足による節電要請になった

場合」を想定し、東京・九州から北海道にサーバ・

リソースを移動する実証実験を行った。これは、

天候・再エネ供給状況と連動して全国のデータセ

ンター間でサーバ・リソースを移動することで再

エネの有効活用を目指すものである。 

今回の実証実験からは、以下のような成果が得

られた。 

 

〇1.データセンター・リソースの可視化と管理の効率

化：シスコ Intersight を活用することで、複数拠点

のデータセンター・リソースを統合的に可視化・管

理できることが確認された。これにより、リソース

の利用効率の向上が期待できる。 

〇2.マルチサイト運用の実現性：東京と北海道という

地理的に離れたデータセンター間でも、仮想マシン

やコンテナの移行が実用的なレベルで可能である

ことが確認された。 

〇3.再生可能エネルギー活用の可能性：Smart Power

プラットフォームと Intersight の連携により、再エ

ネの発電状況に応じたワークロードシフトが技術

的に実現可能であることが示された。デマンドレス

ポンス指示に応じた制御により、データセンターの

消費電力を調整できることを実証した。 

 
この成果は 2024 年 11 月に開催された、ビジ

ネス EXPO「第 38 回 北海道 技術・ビジネス交流

会」のほくでん情報テクノロジーのブースでパネ

ル展示された（図表 2.1.2）。 

 

2.1.6｜ 
今後の展望： 
エネルギーバッファとしての 
データセンターの可能性 

 

今回の実証実験は、データセンターをエネルギ

ーバッファとして活用するという新たな概念の

実現可能性を示すものである。この取り組みが拡

大・発展することで、以下のような未来像が見え

てくる。 

 
〇1.全国規模のエネルギーネットワーク：日本全国の

データセンターが連携し、再生可能エネルギーの発

電状況や電力需要に応じて、コンピューティング・

リソースを最適に配置するネットワークの構築。こ

れにより、再生可能エネルギーの導入拡大が促進さ

れる。 

〇2.AI ファクトリーの地方分散：電力密度の高い AI

ファクトリーを、再生可能エネルギーのポテンシャ

ルが高い地方に戦略的に配置することで、地域経済

の活性化と環境負荷の低減を同時に実現する。 

〇3.新たなデータセンター経済モデル：電力コストだ

けでなく、「調整力」としての価値も組込んだ新た

なデータセンター経済モデルの確立。これにより、

再生可能エネルギーの余剰電力を活用する新たな

ビジネスチャンスが生まれる。 

〇4.国際競争力の向上：日本の地理的特性と技術力を

活かした、環境に優しく、かつ、経済的に持続可能

なデータセンターモデルの確立は、グローバルな競

争力向上にも寄与する可能性がある。 

 
エネルギーバッファとしてのデータセンター

という概念は、「ポスト変電所」としての新たな

社会インフラの役割を示唆している。従来の電力

系統が「供給側の調整」を中心としていたのに対

し、この新たなモデルは「需要側の柔軟性」を取

り入れた分散型のエネルギーシステムを実現す

るものである。 

デジタル技術とエネルギー技術の融合によっ

て、より効率的で環境に優しい社会を構築する一

助となることが期待される。 
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2024 年 11 月 ビジネス EXPO「第 38 回 北海道 技術・ビジネス交流会」の展示パネル 図 2.1.2 
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2.2.1｜ 
地域マイクログリッドへの挑戦は 
始まっている 
 

経済産業省において再エネ等による分散型エ

ネルギーの議論が始まったのは、2018 年の「総

合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 持続

可能な電力システム構築小委員会」等が契機であ

り、「再エネをはじめとした、地域に分散的に賦

存するエネルギー源を活用することは、災害等の

緊急時のレジリエンス強化に資するもので、実際

に 2018 年の北海道胆振東部地震や 2019 年の台

風による広範な停電被害の発生時には、緊急時の

電力供給に再エネが大きく貢献し、レジリエンス

の観点に着目した形での再エネの地域活用促進

の重要性も高まっている」と指摘されたことによ

る。また、災害時の停電復旧に加え、地域地区で

の人口増減による電力需要変化を踏まえ、長距離

の送配電線ではなく、特定の区域を独立系統化し

て地域分散電源による電力供給を行う方が、より

送配電網の維持コストの削減につながり、結果的

に電力システム全体のコストは下がるという指

摘もされている。 

この議論の結果、「平常時は下位系統の潮流を

把握し、災害等による大規模停電時には自立して

電力を供給できるエネルギーシステム」として、

2021 年に「地域マイクログリッド構築の手引き」

が経済産業省から公表された。この手引きの中で、

北海道からは、松前町（東急不動産）、石狩市（住

友電気工業）、釧路市（阿寒農業協同組合）、上士

幌町（Karch）、鶴居村（アドバンテック）、士幌

町（シン・エナジー）、白老町（エスコ）の 7市

町が先行事例を提供している。なお、このうち 4

事例は、日高山脈東側の道東エリアに集中してい

る。 

 

2.2.2｜ 
マイクログリッドによる 
アーキテクチャの可能性 
 

「マイクログリッド」は、米国の電力供給信頼

性対策連合（CERTS）から 1999 年に提唱されたも

のであり、「複数の小さな分散型電源と電力貯蔵

装置、電力負荷がネットワークを形成する一つの

集合体」と定義されている。さらに、マイクログ

リッドは、系統や他のマイクログリッドと適切に

連系することも可能であるとされており、2000

年以前に、既に、相互運用性が提唱されていた点

が注目される。一方、上記の経済産業省による手

引きでは「平常時は下位系統の潮流」という表現

がなされており、電力は上位から下位への一方通

行の「潮流」と考えられている点とは対照的であ

る。 

確かにわが国では、いわゆる大停電は起こり難

い。1 億人以上が生活し、産業を支える国土を

50Hz と 60Hz の 2 大管理エリアに区分し、各々の



2 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

DX と電力・エネルギー 

 

 

46 

 

阿寒マイクログリッドの構成図 図 2.2.1 

出典：https://akan-mg.jp/より 2025 年 5 月 7 日引用 
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中をさらに複数の電力事業体によるネットワー

ク、すなわち、「集合体」で構成するというアー

キテクチャが強固に機能している。もちろん、

各々の集合体内での周波数制御も緻密かつ瞬時

に行われており、初期のインターネットでは使

い物にならないと言われたことがある。ブロー

ドバンドが普及期に入った 2005 年頃、とある専

門家と議論した際には、「周波数揺らぎの検知か

らオペレーション完了まで 0.3 秒しかないので

インターネットなんか使えない」との見解であ

った。 

北海道と沖縄以外は、一つの電力事業体で複

数都府県による広域圏を対象にしており、その

管内で上流から下流の変電所までを監視制御し

ている。変電所も階層的に配置されているが、基

本的には、上流から高圧で送られてくる電力を

降圧して最終需要家に配電する役割を有する。

ただし、元々、送電線の事故や複数の電源からの

安定した電力流通に対応するために、配下の余

剰電力を昇圧して上流に出力する機能も備わっ

ているという。需要地内の火力発電所をピーク

時に稼働させたり、夜間は停止したりといった

制御を行っていたところに、メガソーラー等の

出力制御も含めて、現状は、相当に複雑高度な管

理を行っていることが想像できる。残念ながら、

最新の AIツールを駆使しても、インターネット

上の情報だけでは詳細に分析できず、電力業界

や専門の研究機関、あるいは、研究者の知識を解

放してもらわない限り想像の域を超えることが

できない。経済産業省をはじめ、様々な関連調査

結果が PDF 等でオープンにしているはずである

が、未だ学習には貢献できていないのかもしれ

ない。 

再エネ電源は、今後も、変電所管内にどんどん

増えていくことになるが、これらを効果的かつ

効率的に活用するためには、既存の変電所に電

力流通経路を制御するインターネットエクスチ

ェンジ（IX）のような機能を装備してもらう必要

がある。加えて、IX には電力貯蔵機能も必須と

なる。そうすると、変電所管内がマイクログリッ

ドとなることができ、地産地消を基本とする理

想的な電力・エネルギー生活が実現する。 

 

2.2.3｜ 
DX 必須の電力流通管理 
 

現状、変電所より上流のデータは、電力事業者

から公開されつつあるが、変電所管内の最終需

要家のデータはスマートメーター化しているに

も拘らず、プライバシ問題等の障壁で研究者で

さえも分析可能な状況にはない。要するに、大雑

把なマクロ分析しかできず、デジタル化して、緻

密な分析に基づく計画や必要技術の開発・実装

を目指すには少々距離がある。 

北海道では、近年、陸上・洋上風力による電源

開発投資が進み、道北地域において送電ネット

ワークへの民間投資が行われた。結果的に、北海

道電力の送配電網に接続する部分でいくつかの

問題が明確になり、必要な技術開発や法制度改

修が見えつつある。 

ひとつの解決策として、“大型の需要家として

のデータセンター”を送電ネットワーク整備エ

リア内に立地させることが検討されている。こ

れはすなわち、マイクログリッドによる地産地

消化である。エリア内の居住や産業も需要家と

して組込み、既存の送配電網と切り離すことが

できれば、本格的なマイクログリッドの誕生と

なる。そのためには、前述のような新たな機能を

装備した変電所を開発しなければならないが、

的確な電力需給マネジメントに資するデジタル

化された緻密なデータが得られる地域であれば、

実装までは速いはずである。 

実は、前述した地域マイクログリッドの先進

例がある道東の各地域では、これらの問題を克
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服できずに、事業撤退の危機に迫られている。GX

金融・資産運用特区の効果により、道北から道東

にかけての陸上風力の電源開発投資がさらに活

発化していることを考えると、難しいタイミン

グを迎えていると言える。 

これまでの芳しくない状況を払拭し、法制度、

技術開発、社会実装手法等を早急かつ統合的に

再編・最適化し、特区を活用しながら、できるだ

け迅速に導入していけるようにしたい。 

 

2.2.4｜ 
ポスト変電所としてのデータセンター 

 

項目タイトルに「デジタル」を冠した理由は、

大雑把な分析ではなく、個々の需要家や設備レ

ベルまで、密に見える化し、データ化された環境

下で、監視・分析・制御を行える「田園都市グリ

ッド」という意味を込めたためである。因みに、

田園都市は、田園生活の良さと都市生活の良さ

を 21 世紀的に兼ね備えた地域概念と考えていた

だければ良い。 

通常、スマートメーターは、30 分間隔で電力

使用料を記録しているが、北海道電力管内は

2024 年 3 月に導入完了しているはずであり、任

意の地域地区における全需要家の、少なくとも

過去一年分のデータは存在していることになる。

導入は 2015 年から始まっているため、地域によ

っては過去 5 年分以上が存在し、同期間の気象

データや人口動態、イベントなどの主要な都市

活動の記録を加えてビッグデータ化し、AI を有

効活用することが可能である。主に非都市部で

発生する新たな再エネ電源や送電システムに係

る設備投資を、マイクログリッドとしての事業

収支シミュレーションに乗せることで、「大規模

需要家としてのデータセンターを再エネ電源地

域のマイクログリッドに内包するケース」と「東

阪の既存集積地に立地させて再エネ電力を超長

距離搬送するケース」との経済合理性評価も可

能となり、必要な法制度改修や技術開発も明確

にすることできる。 

その際に有効なキープロジェクトとなるのが、

再エネ電源地域のマイクログリッドに導入する

「ポスト変電所型データセンター」である。非常

時も含め、必要な電力貯蔵量とその入出力制御、

既存の系統への経路に加え、新たな送電システ

ムで直結できる近隣マイクログリッドとの経路

の制御、そして、マイクログリッド内での需給調

整制御等が技術開発の焦点となるのではないだ

ろうか。 

道北や道東に新設される再エネ電源や送電シ

ステム、さらに、道東に既存する 4 か所の地域マ

イクログリッドを計画の要素として盛り込みな

がら、迅速にロードマップ化を図り、その推進に

取り組みたい。



 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

 

 
  

DX による地球温暖化対応 
スマートインフラ 

    

 
 江 崎 浩 東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 ／ WIDE プロジェクト 代表 

Hiroshi Esaki  
 
 

49 

 

3 

3.1 
 
地球温暖化の 
メカニズムと状況 1 
 

地球の現在の平均気温は約摂氏 14度前後であ

るが、もしも大気中の水蒸気、二酸化炭素、メタ

ンなどの温暖化効果ガスが存在しない場合には、

平均気温は摂氏マイナス 19 度くらいになるとさ

れている。地球に太陽から降り注ぐ太陽光線は、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（JCCCA）WEBサイト 
https://www.jccca.org/download/13102 

 

地球の大気圏を通過して地面(や海面、大気)を暖

め、その地表・海面から放射される熱を温室効果

ガスが吸収し、大気を暖めること(及び、温室効

果ガスが太陽光で直接暖められること)で、温か

い温度を保っている。 

近年、人間の産業活動が活性化したことによっ

て、二酸化炭素、メタン、さらにフロン類などの

温室効果ガスが大量に排出されて大気中の濃度

が高まり、その結果、熱の吸収・保存量が増加し、

地球の気温が上昇し始めている。これが「地球温

暖化」である。 

 
3.1.1｜ 
温室効果ガス（二酸化炭素）排出量 
 

2021 年の世界の温室効果ガス排出量は、約 332

億トンである。 

国別の温室効果ガス排出量（図表 3.2）は、中

国(32.0%)、アメリカ(13.7%)、インド(6.9%)、ロ

シア(5.0%)に続き、日本は第 5 位の 3.0%となっ

ている。 

過去 20 年間における大気中の二酸化炭素濃度

増加量の 3/4 以上は、石炭、石油などの化石燃料

によって排出されている。したがって、排出量の

上位は先進国である。 

また、一人当たりの二酸化炭素の排出量を見る

と、先進国は新興国や途上国に比べ、大きな値と

なっている。しかし、今後、新興国や途上国にお 地球温暖化のしくみ 図表 3.1 
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いては、経済発展の進行に伴い、急速にその量が

増加することは明らかである。 

 

1 ）フロンおよび代替フロンなどの温室効果ガス 
オゾン層を破壊するとともに、温室効果ガス

でもあるフロンおよび代替フロンガスの大気中

濃度は、1995 年 モントリオール議定書の規制が

効果を発揮して、その排出量の削減が進んでお

り、微増または減少の状態となっている。 
 

2 ）メタン（CH4）・一酸化窒素（NO） 
二酸化炭素に次いで地球温暖化への大きな気

体であり、大気中のメタン濃度は 1750 年以降で

約 150％の増加となっており、現在も増加を継続

している。メタン排出の半分以上が、化石燃料の

使用、家畜、農耕地の土壌、化学工業等の活動に

よるものである。さらに、一酸化窒素(NO)の濃度

も 1750 年以降で約 20％増加し、現在でも増加を

続けている。 

IPCC 第 4 次評価報告書によると、温室効果ガ

ス別の地球温暖化への寄与割合は以下のように

示されている。 

 

温暖化効果ガス 寄与の割合 
二酸化炭素 76.7％ 
メタン 14.3% 
一酸化窒素 7.9% 
フロン類 1.1% 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（JCCCA） 
WEB サイトより作成 

 

 

すなわち、石炭や石油などの化石燃料の燃焼

に伴って排出される二酸化炭素が地球温暖化の

最大の原因である。二酸化炭素濃度は、1750 年

(産業革命以前)の 280ppm から、2013 年には

400ppm を超える値になっており、40％以上も増

加している。 

2021 年の IPCC 第 6次評価報告書によると、世

界の平均気温は、産業革命前と比較して 2011 年

～2020 年で 1.09℃の上昇と報告されている。ま

た、陸上では海面よりも 1.4～1.7 倍の速度で気 

主要国の二酸化炭素排出の割合 図表 3.2 各国の一人当たりの地球温暖化ガスの排出量 図表 3.3 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（JCCCA）WEB サイト 
図表 3.2 https://www.jccca.org/download/66920?p_page=3#search  図表 3.3 https://www.jccca.org/download/66928?p_page=3#search 

＊国別排出量比は世界全体の排出量に対する比で単位は[%]、排出量の単位は[トン/人-エネルギー起源の二酸化炭素(CO2)] 

地球温暖化効果ガスの割合 図表 3.4 

各国の一人当たりの排出量（2021 年） 

一
人

当
た

り
の

排
出

量
〔
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 / 

人
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温の上昇が発生しており、特に、北極圏では世界

平均の約 2 倍の速度で気温上昇が発生すること

になるとされている。 

2023 年の夏は、世界平均気温が歴史上、最も

高い値となったと報告されている。今後、これま

でと同じ速度で温室効果ガス濃度が上昇を続け

るとすると、今世紀末までに、3.3～5.7℃の気温

の上昇が発生するとの報告が行われている。 

気温の上昇は、海面の上昇をも引き起こす。20

世紀において、海面は 19㎝も上昇したとされて

いる。今後も地球温暖化が継続する場合、海水温

の上昇に伴う熱膨張と氷河などの融解によって、

2100年までに最大で82cmの海面の上昇が発生す

ると予測されている。特に、北極の海氷は、1979

年～1988 年の 10年間と 2010 年～2019 年とを比

較すると、海氷が一番少ない 9 月で約 40％の減

少、海氷が一番多い 3 月で約 10％の減少が観測

されている。 

 

3.1.2｜ 
日本におけるエネルギー消費の状況 

 

エネルギーの消費量を整理するために、消費

者が利用可能なエネルギーの生産を行うのに必

要な一次エネルギーと、消費者が実際に消費・利

用する二次エネルギーが定義されている。我々

の社会・産業活動を実現するために消費される

エネルギーに由来する地球温暖化の原因となる

構造を以下に概観する。 

 

1 ）一次エネルギー 
石油、石炭、天然ガス、薪(バイオマス)、水力、

原子力、風力、地熱、太陽光など、自然から直接

採取されるエネルギー源である。これらを加工・

変換することで、消費者が利用可能な二次エネ

ルギーが供給されることになる。 

 

2 ）二次エネルギー 
一次エネルギーを転換・加工することで得ら

れる電力、都市ガス、ガソリン・灯油などの実際

に消費者・需要者が利用するエネルギーが二次

エネルギーである。水素も二次エネルギーに分

類される。最終的に消費者が利用可能な形態に

一次エネルギーが転換されたもので、その総量

を「最終エネルギー消費」と呼ぶ。 

 

3.1.2.1 一次エネルギー 
一次エネルギーを二次エネルギーに変換する

際には、無駄(＝ロス)が発生することになり、一

次エネルギーは二次エネルギーよりも大きな値

となる。2021 年度のデータでは、一次エネルギ

ーの総量を 100 とすると、最終エネルギーすな

わち二次エネルギーの総量は 66程度とされてお

り、34％のエネルギーが二次エネルギーの生産・

供給のために地球表面に排出されていることに

なる。このエネルギーのロスは、エネルギーが消

費者まで届けられるまでに発生する発電や輸

送・配電中のロスを含んでいる。 

2021 年度の日本における一次エネルギーの供

給構成は以下の通りである。 

 

化石 

燃料 

83.2％ 石炭 25.4% 

石油 36.3% 

LNG 21.5% 

非化石

燃料 

 

16.8% 原子力 3.2% 

水力 3.6% 

再生可能 

エネルギー 

10.0% 

出典：資源エネルギー庁資料 

日本における一次エネルギーの
構成（2021 年度） 

図表 3.5 
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3.1.2.2 二次エネルギー 
二次エネルギーすなわち最終エネルギー消費

の構成を図表 3.8 に示した。 

ここで、一次エネルギーには存在しない「電力」

が登場する。また、再生可能エネルギーの 0.3％

は、再生可能エネルギーの自家消費に対応する

ことになり、一次エネルギーで 10.0%となってい

た再生可能エネルギーのほとんどは、二次エネ

ルギーの 27％を占める「電力」に対応すること

になる。政府は、このような状況のエネルギーの

現状を、今後、 

(1) 一次エネルギーに占める再生可能エネルギ
ーの割合を更に増加させる 

(2) 石油による二次エネルギー供給の、電力(お
よび水素)への置き換えを増加させる 

という方向性を加速しなければならないとい

う政策方針を出している。 

 

次に、二次エネルギーの各産業部門で整理し

たものが、図 3.9 である。

0

20

40

60

80

100
Renewal Energy Ratio in 2022

日本における一次エネルギーの構成 図表 3.6 

出典：EDMC／エネルギー・経済統計要覧 2023 年版 

主要国における再生可能エネルギーの割合（2022 年） 図表 3.7 

出典：EDMC／エネルギー・経済統計要覧 2023 年版 
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〇これによると、二次エネルギーの 44％が製造

業において消費されていることが分かる。製

鉄や化学など、多くの製造業の中でも大きな

エネルギーを必要とする産業は、石油・石炭の

自家発電設備および熱利用設備を所有して製

造活動を展開している。 

〇「業務他」は、製造業および農林水産業以外の

業務設備であり、オフィスなどのビル設備に

おけるエネルギー消費を示しており、その割

合は 17％となっている。 

〇家庭における消費量は 14％であり、オフィス

などのビル設備におけるエネルギー消費と同

じレベルの消費量であり、合計すると 31％と

なっている。 

〇旅客と貨物の運輸の合計は 22％である。運輸

システムは、ガソリンエンジンで稼働するト

ラックやバスなどの電化を促進するとされて

いるが、輸送する人と貨物の絶対量を減らさ

ない限り、電力の確保のために多くの化石燃

料を使用している現状を改善しなければ、地

球温暖化ガスの総排出量の削減は実現するこ

とができないことになる。 

 

すなわち、 

 

1 ）再生可能エネルギーによる総電力発電量を
劇的に増加させ、 

 

一方では 

 

2 ）各産業セグメントの活動維持に必要なエネ
ルギー量の削減(＝効率化) 

 

を同時に実現しなければ、現在の経済・産業活

動の維持は不可能との結論が導き出されること

になる。 

右｜二次エネルギーの産業別割合 図表 3.9 

左｜日本における二次エネルギーの構成 図表 3.8 

出典：EDMC／エネルギー・経済統計要覧 2023 年版 
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ここで、簡単な計算をしてみよう 2。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

3.2 
 
各業務セグメントにおける 
エネルギー消費量の 
削減手法 
 

各業務セグメントにおけるエネルギー消費量

の削減(＝エネルギーの生産性効率(EP; Energy 

Productivity)の向上)の手法を考えてみよう。 

 

3.2.1｜ 
システムの構築時に 
新規に必要となる モノ を削減する 
 

製造業は、社会・産業活動を行う上で必要な、

物理的なモノ資源を製造するために、2次エネル

ギーの 44％を消費している。製造業が必要とす

る二次エネルギーは、社会・産業が「新規に必要

とするモノ」の総量を減少することができれば、

結果的に減少させることが可能となり、これに

は次の 2つのアプローチが考えられる。 

 

1 ）「新規に必要とするモノ」を「過去に製造し
たモノ」で代替する 

リサイクルあるいはサーキュラーエコノミー
と呼ばれるエコシステムの構築・運用、すなわち、

資源や部品の再利用・再生利用 3である。産業革

命以降は、Scrap & Build が基本的な形態であり、

新しいモノづくりのために未使用の資源を確保

し、資源から基本原料を製造し、さらにこれを加

工・組み合わせて最終的なモノが生産され、社会

に提供・展開される形態となった。しかし、基本

原料のための資源は貴重であり、基本原料を製

造するため(及び、資源から基本原料を製造する

ため)に必要となるエネルギーとして、既に製造 

EP-100 を全セグメントで実現する

とすれば、必要なエネルギー量は 1/2

となる。この過程において、化石燃料

ベースの産業・社会活動を電力ベース

に置換することを基本にする。単純に

現在の化石燃料ベースの二次エネル

ギーを電力に置き換えることが容易

ではないことは明白ではあるが、挑戦

すべき方向性であろう。 

再生可能エネルギーの総量（一次エ

ネルギー）を現在の 2.5 倍（=150％の

増加）にすれば、現在の一次エネルギ

ーにおいて 20％x2.5＝50％を再生可

能エネルギーによって獲得可能とな

る。EP-100 の実現によって、必要な二

次エネルギー量が 1/2（=50%）とな

り、完全に再生可能エネルギーによっ

て、必要な二次エネルギーを確保・提

供可能との計算となる。 
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済の基本原料を再利用することができれば、大

きなエネルギー削減を実現することが可能とな

る。 

このような、既に生産し運用されたインフラ

を構成する「モノ」を再利用(リサイクル)する構

造は、少子高齢化と人口増加の停滞・停止による

“物理”経済の成長が鈍化・停滞あるいはマイナ

ス成長となっている国や都市・地域にとって有

効な構造であり、このような現象は、特に先進国

で加速することになるとともに、新興国や発展

途上国においても地球温暖化を減少させるため

に有効な方策になると考えられる。 

以下に、4つの具体的な事例を紹介する。 

ⅰ アムステルダム・スタジアムでの電気自動
車(EV; Electric Vehicle)中古蓄電池の再利用 4 
総合競技場を電力グリッドとの連携拠点とし、

周辺の街への配電拠点かつ系統との電力デマン

ドレスポンス拠点とするとともに、競技場は非

常時の避難所となることから、競技場内に設置

される大容量の蓄電池を避難所での非常用電源

とする設計である。電力系統との連携のための

大容量の蓄電池として、日産の電気自動車(EV)

の中古蓄電池セルを用いるという運用である。

具体的には、148 個の EV 車(LEAF)のバッテリー

パックを再利用して、3MW の電力を提供可能とし

ている。この蓄電池は、系統との連携も可能であ 

EV 中古蓄電池の再利用（アムステルダム競技場） 図表 3.10 

出典：https://www.nissan.com.sg/experience-nissan/lifestyle/amsterdam-arena.html 
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り、系統側で電力供給が不足している場合には、

スタジアム配下の街への電力供給に蓄電池から

の放電電気を利用することができる。なお、電気

自動車に搭載されている蓄電池容量は、非常に

大きく、ピークで 100KW、平均で 30KW、100KWH 程

度の容量を持っている。 

 

ⅱ EV を用いた電力デマンド制御 
自家用自動車の実稼働率は平均で 10％程度と

されている。つまり、90%の時間は利用されてい

ない遊休の時間と捉えることができる。しかも、

この遊休資源は、既に自家用自動車の所有者に

よって投資済みの資源である(サブスクライブ

型の自家用自動車の場合には提供会社が利用者

に替わり投資済で、分割形式でこれをユーザが

返済する形態)。つまり、90%の時間は誰も利用し

ない時間であり、EV が電力ネットワークに接続

されていれば、デマンドレスポンス用の蓄電池

資源と捉えることができる。上述のように、EVの

蓄電池は電源グリッドにとって大容量の分散型

の発電機であり、蓄電池であると捉えることが

できる。EV の目的外利用であるが、これは、既

投資済の資源の有効利用であり、社会が必要と

する資源の削減をシェアリングエコノミーで実

現する形態であると考えることができる。 

さらに、EV の大容量蓄電池は、電力グリッド

にとって、物理的な場所を動的に需要の状況に

応じて変化させることも不可能ではない蓄電池

&発電資源と捉えることができる。すなわち、電

力グリッドにとって EVは、モビリティー機能を

持った大容量分散型蓄電池としての“新しい”利

用可能性を持つことになる。 

 

最後に、従来の燃料自動車と EV との大きな違

いとして、計算機資源の大きさがあげられる 5。

正確には、自動運転車である。自動運転の実現に

は大量の計算資源が必要であり、その電力の提

供に適する自動車は、EVとなる。自動運転には、

高性能・大容量の CPU、GPU とメモリ資源が必要

となる。この計算資源も車体が稼働している時

間だけ必要なものであり、その稼働率は 10％程

度となる。しかも、この物理資源も投資済みの遊

休資源である。この遊休時間の計算機資源を、自

身あるいは他人が利用可能とすることで、資源

の本来の目的以外での有効利用が可能となる。

しかも、自動車は稼働していない時でも“通信”

ネットワークには Connected な状態で静止して

おり、場合によっては、電源供給・提供のための

電源アダプター&ケーブルで“電力”システムと

も Connected な状態になる。つまり、非稼働な状 

EV を用いたモバイル蓄電池デマンドレスポンス 図表 3.11 

出典：岡本（2021）「GRID で理解する電力システム」、電気新聞出版より作成 
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態でも、電力と通信システムの両方に Connected

な状態となり、電力とデジタル情報を交換可能

な状態と捉えることができる。 

 

ⅲ 建築物におけるスケルトン&インフィル 
スケルトン&インフィルは、1960 年代に MIT の

Prof. Nicolaas John Habraken が提唱した考え

方で、スケルトン(躯体)とインフィル(内装)を

分離して考えることで、新耐性・耐久性のある構

造体を保持しつつ、室内を作り替えて何世代に

も渡って建物を使用することができるアーキテ

クチャである。躯体の解体や再構築の必要がな

いので、廃棄物(含 産業廃棄物)の削減、再構築

に必要な資源とエネルギーを実現することにな

り、地球温暖化ガスの減少に大きな貢献を行う

ことになる。なお、中国における集合住宅は、ス

ケルトン&インフィルのアーキテクチャで構築・

運用されており、東ドイツが西ドイツと統合さ

れた際、東ドイツが急速に西側の建築インフラ

として機能したのは、東ドイツ内の建築物がス

ケルトン&インフィルの考え方で構築・運用され

ていたからとも言われている。 

建築物の利用者は、①建築物の所有者である

場合と、②所有者ではなく賃借人(テナント)の

場合とが存在する。①の建築物の利用者が建築

物の所有者である場合には、基本的には利用者

が定住する形態であるが、スケルトン&インフィ

ルの適用によって、地球温暖化ガスの減少に大

きな貢献を行うことになる。この形態は、現世代

での資源の共有は実現しないが、複数世代での

時間軸方向でのシェアリングエコノミーと捉え

ることができる。一方、②の建築物の利用者が所

有者ではなく賃借人(テナント)の場合には、ス

ケルトン&インフィル型の建築物の場合、賃借人

が賃貸する建築物の変更が容易になる。ある意

味、建築物というハードウェアとその利用者と

いうアプリケーションがアンバンドルされるこ

とになり、現世代でのシェアリングエコノミー

型の建築物に関する不動産業界が形成されるこ

とになる 6。 

当然であるが、これまで、インフィルインスタ

ンスとしての建築物は物理アセットであったが、

今後は、居住空間のデジタル・ツイン化が実現・

進展することになり、その場合には、インフィル

インスタンスとして、ソフトアセットも含まれ

ることになる。

スケルトン&インフィル(as Hardware) 図表 3.12 

出典：国立環境研究所「つながる ひろがる 環境情報メディア 環境展望台」WEB サイト 
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ⅳ トレーラ・ハウス（不動産を動産へ） 
建築物は地面に恒久的に固定されており、地

理的な場所を変えないので「不動産」と呼ばれて

いる。 

古い日本の建築物は、基礎はしっかり作るが、

建築物は地面に固定されない、ある意味、免振構

造となっており、建築物自体の解体・再構築、あ

るいは、建築物を構成する部品の再利用が可能

な構造となっていた。すなわち、物理的な移動を

可能にした資源の再利用を、“AS IS”で行う場合

(建築物をそのまま移動させる)と“TO BE”で行

う場合(建築物の部品を再利用して別の構造の

建築物を{異なる場所に}構築する)の両方を可

能としていたと捉えることができる。 

環境負荷が非常に小さい、古い日本建築に似

た近年の建築物が、自由に移動が可能な「トレー

ラ・ハウス」、あるいは、少し労力は必要である

が、移動や{レゴブロックのように}組み合わせ

が可能な「コンテナ・ハウス」である。これらは、

蓄電池と計算機パワーを持った電気自動車(EV)

との連携も容易な建築物であり、物理的な移動

や部材の再利用がほぼ不可能な現在の建築物と

比較して、特に竣工後の運用において大きな地

球温暖化ガスの減少を実現することになる。移

動可能な建築物である特長を活かしたキッチン

カーは、その典型例であろう。 

さらに、移動可能な住居は、災害時の支援物資

としても有効に利用可能であることが広く認識

されつつある。特に、2016 年 4 月に発生した熊

本地震においては、長期の余震が原因で、被災者

のための仮設住宅の施工を行う場所が選定でき

なかったが、トレーラ/コンテナ・ハウスは、設

置後にも設置場所の変更が可能であることから、

その有効性が認識された。 

このような移動可能な建築物は、「3.2.3 シス

テムの構築・運用に必要となるコストを削減す

る (TO BE)」の「(3)点(not 面)のインフラ構造」

で議論する「点で構成可能なインフラ」に通じる

コンポーネントとなる。拠点を構成する建築物

が、自由に、地理的な場所を「道路」などを用い

て変更可能であり、資源を廃棄せずに再利用・有

効利用することを可能にする。つまり、建築 

Connected LEGO-Trailer Town/Campus 図表 3.13 
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物の集合や離脱に必要な資源とエネルギーのコ

ストが大幅に削減され、結果的に地球温暖化ガ

スの減少にも貢献することとなる。 

 

上述のアムステルダム・スタジアムの事例の

ように、電気自動車(EV)は大容量の移動可能な

蓄電池として、このキャンパスに組み込むこと

ができる。さらに、EV の資源で有効利用可能な

コンポーネントとして、自動運転に必要なコン

ピューティング資源(CPU/GPU/Storage)とコミ

ュニケーション資源が存在する。特に、自動運転

に必要なコンピューティング資源(CPU/GPU/ 

Storage)は、蓄電池容量と同様に、非常に大きな

容量となっている。後述するように、コンピュー

ティング資源を利用するタスクの中には、リア

ルタイム性や高品質を要求しないタスクも少な

くない。その総量は、人工知能の成長などによっ

て急拡大しており、今後も需要の増加が予想さ

れている。すでに、自己利用のために購入済み

(＝投資済)の電気自動車に存在する「遊休資源」

を、他の人・組織に利用可能にする(貸し出す)こ

とで、付加的報酬を獲得する機会が発生する。EV

の所有者・購入者にとって「遊休資源」の有効利

用である。一方、EV の「遊休資源」を利用する

人・組織にとっては、初期ハードウェア投資が不

要なサブスクライブ型での資源利用が可能にな

る。エンドユーザのハードウェア資源のシェア

リング・エコノミーである。 

図表 3.14 および図表 3.15 に、電力系統シス

テムと連携運用されるショッピングモールのイ

メージを示した。電気自動車やデータセンター

が持つ大容量のエネルギー貯蔵・供給能力を、常

時には電力系統との連携、災害発生時には非常

用エネルギー源として利用する方向性である。

上｜常時運用 図表 3.14 

出典：トランスペアレントクラウドコンソーシアム作成より加工 

下｜非常時運用 図表 3.15 
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2 ）「新規に必要とするモノ」をシェアリングエ
コノミーによって削減する 

従来の多くのサービスインフラは、サービス

とそれを提供するために必要な物理資源がほぼ

1対 1にロックオンされた形態であった。サービ

ス提供者による物理的資源の専用利用である。 

広義のデジタル化の導入によって、人類は、排

他的な物理資源の専用利用ではなく、サービス

提供者間で共用利用するシェアリングエコノミ

ーを編み出し、実展開している。サービスという

「コト」と、サービスという「コト」を提供する

ための「モノ」のアンバンドル化である。物流に

おけるパレット・コンテナ、コンピュータネット

ワーク(インターネット)における IPパケットを

その典型例としてあげることができる 7。実際に、

物流においても、コンピュータネットワークに

おいても、物理資源の共有によって、必要となる

物理的なモノの総量とその運用に必要となるエ

ネルギーの両面で、それらの大きな削減を実現

することに成功している。Resource Productivity

と Energy Productivity の飛躍的な向上である。 

上で議論したように、資源(Resource)の共用

による効率的な有効利用は、資源量(＝モノ)の

削減だけではなく、資源を作成するために必要

となるエネルギー量も削減することになるので

ある。 

 

3.2.2｜ 
システムの運用時に必要となる 
エネルギー量を削減する（AS IS） 

 

同じ「モノ」でも、その使い方によって、必要

となるエネルギーや時間、さらには廃棄物など

資源の無駄も変化する。「賢い・無駄のない運用」

の実現によって、システムが消費するエネルギ

ー量と廃棄物の量を少なくすることが可能とな

る。この「賢い・無駄のない運用」には、対象と

なるシステムの状況を把握するためのデータが

取得され、そのデータを用いたシステムの同定

し、さまざまな試行錯誤(シミュレーション・エ

ミュレーション)を行い、適切な制御を行うこと

を可能する。これを最近はデジタル・ツイン化と

呼んでいる。 

デジタル空間でデジタル・ツイン化されたシ

ステムの運用・制御方法の検討・評価は、今後は

人工知能の有効利用が進展・導入されることに

なる(すでに適用・導入が進展しているのが現状

である)。このようなデジタル技術を駆使した、

システムの同定と適切な制御・運用の適用によ

って、システムが消費するエネルギーの総量が

削減(廃棄物の削減も)可能となる。 

このデジタル・ツイン化による消費エネルギ

ー量の削減は、既存(AS IS)のシステムばかりで

はなく、新規(TO BE)導入・設置されるシステム

にも適用可能である。デジタル空間での実空間

のエミュレーションとシミュレーションが行わ

れ、最適・適切なシステムを出力(=Print-out)す

る形態である。例えば、ビル施設においては、ビ

ルのデジタル・ツイン化によって、既存ビルの

30％程度のエネルギー削減が多くのビルにおい

て実現可能であり、新規ビルの設計においては、

ビルの運用時の消費エネルギーを低く抑えるた

めの竣工構造と竣工後の運用の設計・評価が可

能となりつつある。特に、データセンターという

特殊なビルは、電力消費量がビルの経営上非常

に重要なコスト要因であり、デジタル・ツインを

用いた、設備設計と運用方法の最適化が取り組

まれている。 

 

3.2.3｜ 
システムの構築・運用に必要となる 
コストを削減する（TO BE） 
 

 デジタル技術とデジタルインフラを利用する
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ことで、それまでのシステムの構造とは根本的

に異なる構造(not AI IS, but TO BE)にするこ

とで、結果的に、かつ総合的・統合的に、さらに

長期的に、その構築と運用に必要となる地球温

室効果ガスの総量を削減するアプローチである。

デジタルの力を最大限引き出し、デジタル前提

でのシステムの設計である。すなわち、デジタ

ル・ファーストでの設計・実装・運用である。 

 

1 ）コトとモノのアンバンドルによるモノの選
択が可能という前提 

デジタル化によって、モノ(ハードウェア)と

コト(ソフトウェア)がアンバンドル化され、コ

ト(ソフトウェア)が、モノ(ハードウェア)を選

択可能となる。すなわち、コト(ソフトウェア＝

Function)を実現する場所(＝ハードウェア)は、

効率の高い、すなわち、地球温室効果ガスの排出

量が小さいモノを適宜選択することが可能とな

る。コトを Print out する場所とモノが選択・変

更可能になることを前提にシステムの設計・運

用を行うことができる。複数・多数のコトが、共

通のモノを共用するシェリングエコノミー型の

インフラは、コトとモノのアンバンドルにより

実現される地球温室効果ガスを小さくし、削減

するインフラ構造と捉えることができる 8。 

3D プリンターに代表されるデジタルのレシピ

(＝デジタルの設計図)を、デジタル通信インフ

ラを用いて、適切な場所に設置されている 3D プ

リンターに送信すれば、任意の出力(物理的なモ

ノの場合もあるし、ディスプレイへの表示やサ

ウンド出力など多様なモノが存在し、選択可能)

を実現することができる。例えば、新聞のように、

紙(paper)への出力よりも、表示デバイス

(display)への出力、さらにはサウンドデバイス

(Speaker/Ear-phone)への出力の方が、長期的視

点で地球温室効果ガスの排出量は小さくなり、

出力デバイスの世代交代によっても地球温室効

果ガスの排出量が削減可能となる。 

さらに、分かりやすい事例として、①スマート

鍵、②マイナンバーを取り上げる。

ハードとソフトのアンバンドル化 図表 3.16 

出典：筆者作成 
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①スマート鍵 
ドアの鍵がハードウェアの呪縛から解放され

たおかげで、鍵の所有者・利用者の認証方法や鍵

の開閉の指示方法も、音やジェスチャーなど、そ

の機能（＝コト）の実現方法・デバイスの選択肢

が劇的に増加することになるとともに、さらに、

鍵を失くすというインシデントをなくすことが

事実上可能になる。さらに、鍵のコピーを作る時

に、物理的な鍵を作る手間もコストも不要にな

った。誰かに渡した鍵は、回収する必要がなく、

ドアに取り付けた装置とデジタルデバイス(例

えばスマートフォン)との間で電子的認証手続

きをする際、許可しない設定をする、あるいは渡

した電子鍵の情報を消去するだけで良くなる。

さらに、中古の不動産物件の受け渡し時には、前

の入居者が物理的な鍵を複製した可能性がある

ため、ドアの鍵とシリンダーを取り換えること

が普通であるが、デジタル鍵の導入によって、鍵

の交換コスト(＝運用コスト)が劇的に削減可能

となる 9。 

ドアの鍵がハードウェアの呪縛から解放され

たおかげで、鍵の持つコード（符号）が、持ち運

ぶ媒体から自由になることで、大幅なコストダ

ウンになるばかりではなく、新しい機能・サービ

ス(＝TO BE)が可能となる。ドアの鍵がデジタル

化・オンライン化されることで、「利用履歴デー

タ」という、それまでのシステムでは取得・保存・

解析することができなかったものが手に入るこ

とになる。この「利用履歴データ」は、プライバ

シーの問題が十分に考慮されることを前提とす

るが、いろいろな新しい価値やビジネスを創出

する可能性を持っているのは明らかである。 

 
②マイナンバー 

マイナンバーは、各人に割り当てられた固有

の番号である。マイナンバー(＝デジタルのモ

ノ)、マイナンバーを用いて提供する機能/サー

ビス(＝コト)、マイナンバーカード(＝物理的な

モノ)の 3つは区別する必要がある。この 3 つは、

そもそも分離されてシステム構造が設計・構築・

運用されなければならない。これを分離不可能

にすると、実現方法の選択肢が消失あるは少な

くなってしまい、その進化を阻害することにな

ってしまう。上述した「デジタル鍵」と同様に、

「マイナンバーカード」は“物理的な”「ICカー

ド・チップ」である必要はなく、“デジタルの”

IC カード・チップ”で実現可能であり、このデ

ジタルの”IC カード・チップ”を稼働させるイ

ンスタンス(＝実体)は、デジタルインスタンス

でもハードウェアインスタンスでも可能なので

ある。これは、マイナンバーの機能を、IC カー

ド・チップだけではなくスマートフォンでも実

現可能とする取組みに相当する。また、「マイナ

ンバー」は、デジタルの ID(＝モノ)であり、特

定の媒体(＝モノ)やサービス(＝コト)にその利

用が限定されるわけではなく、多くの選択肢を

持つように設計・構築・運用が行われなければな

らない。「コトとモノのアンバンドルによるモノ

の選択が可能」という前提である。 

 

2 ）通信インフラの利用を前提 
デジタル通信インフラの敷設・管理・運用コス

トは、電力の送配電インフラの敷設・管理・運用

コストと比較して、二桁以上小さくなることが

報告されている 10。物理的なモノ(貨物や人)を輸

送・配送する運輸インフラの敷設・管理・運用コ

ストは、さらに違いに大きな値となる。 

このシステムの敷設・管理・運用に必要な物理

資源とエネルギーの大きさは、金銭的なコスト

だけではなく、必要となる地球温室効果ガスの

排出量にも反映されることは明らかである。す

なわち、金銭的コストと地球温室効果ガスの排

出量の両面において、『物理的モノの移動≫エネ
ルギー(含電力)の移動≫デジタルビット(デジタ
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ル化されたモノとコト)の移動』という関係が一

般的に存在する。 

 

a )新型コロナ禍によって、デジタルネットワ

ークを活用した遠隔会議が一般化した。これは、

人という物理的なモノをコスト(時間と金銭)を

かけて移動させることと、デジタルインフラを

用いてデジタルの人(モノとコト)を遠隔地に移

動させることを等価にしたものと捉えることが

できる。さらに、デジタルファイルをプリンター

で出力させた印刷物という物理的なモノを遠隔

地まで持参(＝移動)していた従来の対面型の会

議は、印刷物(モノ)のレシピ(プログラム)であ

る電子ファイルで表現されるコトを印刷用紙に

印刷(print out)せず、遠隔地のディスプレイに

出力(これも print out)して、物的な廃棄物を削

減させるとともに、移動コストの激減を実現さ

せたと捉えることができる。『物理的モノの移動

≫デジタルビット(デジタル化されたモノとコ

ト)の移動』を利用した地球温室効果ガスの排出

量削減の実例の一つである。 

上｜物流における 2 つのシェアリングエコノミー大革命 図表 3.17 

出典：筆者作成 

下｜物理的なモノからデジタルのモノへのシェアリングエコノミー 図表 3.18 
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b )クラウドコンピューティングは、コンピュ

ータの仮想化すなわちハードウェアからのアン

バンドル化によって実現されたと見ることも可

能である。 

仮想化マシン(VM ; Virtual Machine)の導入

である。仮想マシンの導入によって、コンピュー

ティングという”コト”は、ハードウェアという”

モノ”からアンバンドルされた。その結果、コン

ピューティングを行うコンピューター(＝仮想

マシン)は、地球上に張り巡らされたインターネ

ット上を自由に移動可能になった(さらに、複製

を生成することも、消滅させることも、簡単にデ

ジタルのみの操作で行えるようになった)。 

この仮想マシンの移動可能な性質を用いて、

多くの先進的な企業・事業者は、コンピューター

が動作するために必要な電力を安価に利用可能

にするために、電力事情に合わせて、仮想マシン

(＝デジタルのコンピュータ)をインターネット

上で移動させることで、システムの稼働に必要

な総電力量と総電力コストを最小化する運用を

導入した。これは、まさに、『物理的モノの移動

≫電力の移動≫デジタルビット(デジタル化さ

れたモノとコト)の移動』の関係を考えた時に、

デジタルネイティブな仮想マシンの利用によっ

て、固定的なハードウェア(モノ)をデジタル通

信インフラで相互接続し、固定的なハードウェ

アを、地球温室効果ガスを発生させずに電力エ

ネルギーを供給可能な水力・風力・太陽光の再生

可能エネルギーの発電源に共生(Collocation)

させることで、電力エネルギーの移動(送電)コ

ストを小さくすることに成功した事例である。

さらに、そのことにより、電力エネルギーの移動

(送電)に必要な資源確保に必要な地球温室効果

ガスの排出をゼロにすることに成功した事例で

もある。なお、どうしても、低遅延や事故への即

時対応性の確保のために、クラウド利用者の物

理的に近い場所でコンピューティングを行わな

ければならないタスクは、利用者に近い地球温

室効果ガス排出量が小さくない施設のコンピュ

ータハードウェア(モノ)を利用せざるを得ない。

すなわち、低遅延の要求が小さく、地理的に遠い

場所でのコンピューティングでも構わないコン

ピューティング・タスクは、地球温室効果ガス排

出量が小さい再生可能エネルギーの発電源にデ

ータセンターを立地させることで、特に中長期

的な観点で、インフラの敷設・構築・管理・運用

の金銭面でのコストと地球温室効果ガス排出量

の削減を実現している事例である 11。 

図表 3.19 は、ドイツの自動車会社における社

内の IT/ICT システムの進化を示している。社内

のコンピューティング・タスクのカテゴライズ

(棚卸し)を行った結果、80％のタスクは国外の

安価な再生可能エネルギーと施設コスト、さら

に外気温度が低く空調コストが小さくなるスウ

ェーデンとアイスランドに移動させ、20％のタ

スクを電力単価も施設コストも高いドイツに残

し、大規模な地球温室効果ガス排出量の削減を

実現するとともに、財務および運用に必要な金

銭のコスト削減を同時に実現した事例である。 

このドイツの自動車会社の事例は、低遅延通

信・高品質運用・最重要データ管理を必ずしも要

求しない計算タスクを実行するコンピューティ

ング・ハードウェアの設置場所を、ドイツからス

ウェーデンとアイスランドに Permanent（恒常
的に）に移動させるというソリューションであ

った。現在では、デジタル化のサーバコンピュー

ターに適用され、計算タスクを実行するサーバ

コンピューター(あるいはタスク/プロセスコン

ピューター)は、物理的ハードウェアからアンバ

ンドルされ、デジタル空間上を比較的自由に移

動可能(＝マイグレーション)になるとともに、

その複製作成と削除/消去(＝スケールアウト)

することが可能となった。 

特に、ハイパージャイアントあるいは OTT と
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呼ばれる GAFA/M-BAT は、このデジタル空間上で

のプロセス・タスクのマイグレーション(移動)

とスケールアウト(複製・削除)を積極的に利用

して、効率的なエネルギー利用とエネルギーコ

ストの削減を実現してきた。最初の段階では、

Follow-the-Moon と呼ばれる外気温が低い“月が

見える”涼しい夜の場所でコンピューティング

タスクを実行する運用を行っていた。近年の運

用では、Follow-the-Sun/Wind で、太陽光と風力

発の発電量の多い時間・場所にプロセス・タスク

のマイグレーション(移動)を行い、再生可能エ

ネルギーの積極的利用を行い、化石燃料由来の

電力の使用量削減を実現している。このような

運用は、都市部では再生可能エネルギー源の設

置空間の確保と設備が産み出す利益額が小さい

が、一方、非都市部では設置空間の確保の困難度

が小さくなることに起因しており、その結果、再

生可能エネルギー源の偏在が発生することにな

る。 

図表 3.20 には、2022 年の 1月から 7月での再

生可能エネルギーへの発電抑制要請が行われた

頻度が示されている。再生可能エネルギー源が

少ない(＝化石燃料源の電力が多い)関東圏およ

び関西圏では再生可能エネルギーへの発電抑制

要請は行われていなかったが、再生可能エネル

ギー源が多い(＝化石燃料源の電力が少ない)北

海道・東北・四国・中国・九州、特に九州におい

ては、再生可能エネルギーへの発電抑制要請が

頻発している。 

このように、日本においては再生可能エネル

ギー源が偏在しており、再生可能エネルギー源

の割合が大きな地域では電力供給の不安定性が

増加し、需要家によるデマンド制御(DR: Demand 

Response)の実現・実装が望まれる。つまり、デ

マンド・レスポンスの能力と容量(ΔkW)が大き

な産業・タスクの、この地域への設置・移設が望

まれる。上述した北陸電力と連携運用を実現し

ているハイパフォーマンス・コンピューティン

グに特化した「ハイレゾ・データセンター」が、

この典型事例と捉えることができる。 

図表 3.21 にその概念図を示した。関東・関西

の遠隔地で稼働可能なコンピューティングタス

ク・プロセスを、恒常的あるいは動的に移動させ

るというソリューションである 12。 

ドイツの自動車会社の事例 図表 3.19 
 

出典：筆者作成 
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2022 年 1 月～7 月各地の発電出力制御回数 図表 3.20 
 

出典：【資料】ビットメディア 代表取締役社長 高野 雅晴 氏 

 

地域データセンター連携による再エネ活用・燃料節約・情報基盤レジリアンス 図表 3.21 
 

出典：【資料】ビットメディア 代表取締役社長 高野 雅晴 氏 

社会インフラの構成（面から点へ） 図表 3.22 
 

出典：筆者作成 
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3 ）点（not 面）のインフラ構造 
2次元(あるいは3次元)に構成される社会イン

フラを構築する際に、インフラのハードウェア

(モノ)を「点」で敷設・維持することができれば、

「面」で敷設・維持するインフラと比較して、短

期的にも長期的敵にも大きな必要な物理資源量

の削減を実現することができる。 

図表 3.22 の左端列のインフラである鉄道・道

路・光ファイバー網は、地上面に 2次元のリンク

とノードで構成される固定的なトポロジー持っ

たインフラを敷設する。この 2 次元の固定的な

トポロジーを持ったハードインフラの上を、列

車や自動車あるいはデジタル小包が走り回る構

造となっている。このような面構成のインフラ

の敷設・運用・維持コストは非常に大きく、イン

フラのトポロジーの変更に多大なコストを必要

とする。すなわち、環境の変化への対応という運

用・維持に要する金銭的コストと対応に必要と

なる物理資源量(＝地球温室効果ガス排出量)が

大きくなる。 

ところが、図表 3.22 の中央の列の空港・港湾・

地域電力網(米国)・携帯無線網は、{固定}点の拠

点を整備すれば、拠点を結ぶリンクへの整備コ

ストは小さくなる。その結果、環境の変化に対応

するために必要となる金銭的コストと対応に必

要となる物理資源量(＝地球温室効果ガス排出

量)の両面での敷設整備が必要なインフラより

も有利となる。図表 3.22 の右側の右端列は、そ

もそも、共用の大規模な固定点のノード設備も

必要としない、自律分散型のネットワーク構成

を持ったインフラであり、公的に整備・共有され

る固定的ノード施設もほとんど必要としないネ

ットワークである。 

このような考察を行うと、面でのインフラ整

備に必要なコストはインフラ上で移動させるモ

ノによって、オーダーでの違い(物≫エネルギー

≫デジタルビット)が発生することから、物理的

なリンクを必要とはしない移動体を用いるイン

フラの可能性を考慮したインフラのアーキテク

チャの検討を行う必要があろう。例えば、車輪・

タイヤを用いた移動が自動車であったが、最近

は、高品質の舗装道路を必要としない「足」を用

いた移動を少ないエネルギーで実現可能な電力

で稼働・移動するロボットが出現している。空飛

ぶ自動車やドローンは、高品質の舗装道路を必

要としない移動体であり、社会インフラ全体で

捉えれば、総合的・統合的な観点での地球温室効

果ガス排出量の削減に貢献する可能性を持って

いると考えることもできよう。 

このような考察と方向性は、国交省が平成 26

年に「国土のグランドデザイン 2050～対流促進

型国土の形成」の中で提唱した「コンパクト・プ

ラス・ネットワーク」構想に通じる考え方である。 

低成長あるいはマイナス成長を前提としなけ

ればならない少子高齢化が進展する我が国にお

いては、自由に 2 次元に活動領域を拡大し続け

るこれまでのインフラ整備ではなく、コンパク

トな拠点(ノード)と、これらを太い高機能リン

クで相互接続する構成にすることで、末端神経・

血流網の維持コストの削減を目指すものであっ

た。 

物理リンクを必要としない、高性能・高効率な

移動体が出現すれば、疎密度の領域の結合を、物

理的固定リンクを敷設・整備せずに実現可能と

なる。すなわち、高効率に小さな地球温室効果ガ

スの排出量で稼働する移動体の研究開発と実現

すれば、社会インフラ全体の構造の大進化が可

能となるであろうし、地球温暖化対策にはこの

ような新しい移動体の発明と導入が必要となる。

なお、前述のような、物理的なモノを、デジタル

ビットの移動で代替する技術とシステムは、こ

の新しい移動体の一つの実現形態と捉えること

もできるであろう。 
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最後に、『物理的モノの移動≫エネルギー(含電
力)の移動≫デジタルビット(デジタル化された
モノとコト)の移動』を意識した産業・社会イン

フラの変革・進化を考えてみよう。 

第 1 次産業革命は、人力を大きく上回る、蒸気

機関による動力源の発明がその起因とされてい

る。蒸気機関は、石炭などを燃焼させ、その高熱

源を用いて水を蒸気化(相転移)し、その熱エネ

ルギーを用いて生成した蒸気をシリンダーに誘

導し、ピストンの往復運動を回転動力に変換す

るのが一般的なシステム構造であった。産業革

命で誕生した工場では、蒸気機関が生成した回

転エネルギーが、ベルトや変則機という“硬い/

堅い”ハードウェア資源を用いて工場内で稼働

する複数の工作機器に伝達された。 

ここで人類は、蒸気で羽根車をまわすタービ

ン型の蒸気機関を用いた発電機を発明する。蒸

気の移動エネルギーをタービンで回転エネルギ

ーに変換し、電磁誘導を用いて電力を発生させ

るシステム、すなわち、蒸気機関が生成する回転

エネルギーを電気エネルギーに変換する技術の

発明である。この典型的な現役のシステムが火

力及び原子力発電である(水力発電は、蒸気の代

わりに水を用いて羽根車をまわしている)。この

蒸気機関の変革・進化は、ベルトや変則機のよう

な“硬い/堅い”ハードウェア資源を用いずに、

蒸気機関が生成する回転エネルギーを電気エネ

ルギーに変換し、“柔らかい”ハードウェア資源

である銅線を用いて工場内に存在する工作機械

のモーターに電気エネルギーを供給し、電気エ

ネルギーが再び電磁誘導を用いたモーターによ

って回転エネルギーに変換される構造を実現さ

せた。工場内の各工作機械がベルトや変則機と

いう“硬い/堅い”ハードウェア資源から解放さ

れ、自由に起動・停止さらに設置場所を移動させ

ること(＝トポロジー変更)を容易にした。これ

が、第 2次産業革命である。現在でも生き残って

いる蒸気機関は、ほぼ火力発電・原子力発電であ

り、さらに、初期の蒸気機関を用いた工場とほぼ

同じ構造を持っているのは自動車のみではない

だろうか。さらに人類は、近年、高容量・高効率

の蓄電池(近年では無線給電)を発明することで、

機械が電力供給インフラというハードウェア資

源に電線で接続されていなければならないとい

う制約から機械を解放し、発電時にも利用時に

も回転エネルギーを経る必要がない技術(例え

ば、太陽光発電)をたくさん発明した/している。 

最後に、人類は、デジタルビットの伝送とその

処理技術を発明し、電気エネルギーの発見とそ

の利用法を発明した時に匹敵する、エネルギー

インフラに関する大革命を経験している。その

結果、人類は、同期型の集中クライアントサーバ

ーシステムである電気(electron)の生成(＝発

電)と伝送システムを、大量の電気エネルギーの

長距離の配送信網を必要としない非同期型の分

散ピアツーピアシステムに進化させつつある。

デジタルビットの塊である“デジタルのモノ”を

銅線よりもはるかに軽量で低コストの光ファイ

バーあるいは質量がゼロの無線を用いて伝送す

ることで、所望する機能(＝コト)を実現する物

理的ハードウェアを移動させることなく、さら

に、その機能を稼働させるために必要な電気エ

ネルギーを伝送することもなく、ローカルの電

気エネルギーを用いて、さらに他の目的のため

に投資されていたかもしれない{コンピューテ

ィング}ハードウェア資源を利用させてもらう

ことで、所望する機能(＝コト)を遠隔地に実現・

展開可能とすることができる。 つまり、最も地

球への環境負荷が大きい「物理的な{硬い/堅い}

モノ」を移動させることもなく、さらに、次に環

境負荷が大きい「{電力}エネルギー」を“柔らか

い”ハードウェア資源である銅線を用いて長距

離輸送することもなく、「デジタルビットの塊

(＝デジタルのモノ)」を電力銅線と比較して二
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桁程度必要コストが小さい光ファイバー(や無

線)を用いて長距離移動させることを可能にし

た。さらに、その「デジタルのモノ」が稼働する

ために必要な電気エネルギーは、遠隔地から輸

送されるエネルギー（自立分散化が容易でなく、

化石燃料使用の蒸気機関を用いた発電設備由来

のエネルギー）ではなく、太陽光発電や風力発電

などの自律分散化がより容易なローカルの再生

可能エネルギーにすることを可能としつつある。 

このように、『物理的モノの移動≫エネルギー
(含電力)の移動≫デジタルビット(デジタル化さ
れたモノとコト)の移動』は、社会産業インフラ

の初期構築だけではなく、その運用とトポロジ

ーの変更などを含む構成変更においても、その

コスト構造に大きな影響を与えることを認識す

るべきである。 

 
 
 
 

 

3.3 
 
カーボンクレジット取引 
 

カーボンクレジットとは、「二酸化炭素などの

温室効果ガスの排出量削減量を、主に企業間 13で

売買可能にする仕組み」であり、特に大企業にお

いて、温暖効果ガスの削減が社会的責任と位置

づけられた結果、利用されるようになってきて

いる。特に、温室効果ガスの排出量の削減が容易

ではないエネルギー業界や運輸業界などがカー

ボンクレジットの購入を行うことで、地球温室

効果ガス排出量の削減に貢献していることをア

ピールする方法として利用されている。 

カーボンクレジットの取引としては、（1）ベー

スライン&クレジット制度(削減量取引)と、（2）

キャップ&トレード制度(排出権取引)の 2つが存

在する。 

 

3.3.1｜ 
ベースライン＆クレジット制度 
（削減量取引） 
 

地球温室効果ガスの「削減量」を取引する制度

である。 

例えば、ある工場で使用していた機器を、より

エネルギー効率の高い機器に取り換えた時に、

前の機器を利用し続けた場合の排出見込み量と、

新しい機器に交換した際の排出量の差分が「ク

レジット」となる。 

クレジットの創出者は、このクレジットを、排

出量削減を実現したい事業者に売却することが

できる。なお、造林・植林のような地球温室効果

ガスの「吸収・吸着」を行う事業もクレジットの

創出を行うことが可能となっている。 

 

3.3.2｜ 
キャップ&トレード制度 
（排出権取引） 
 

地球温室効果ガスの「削減量」を取引する制度

である。 

事業所ごとに排出可能な地球温室効果ガスの

総量が決められており、自身の対策で排出量の

削減ができない場合、不足している排出量の分

をクレジットとして、削減量枠に余裕のある事

業者から購入する仕組みである。 

東京都では、2010 年度から条例に規定された

取り組みとして、大規模事業者に対して温室効

果ガスの排出量削減が義務化されたため、キャ

ップ&トレード制度(排出権取引)が利用される

ようになった。  
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3.4 
 
非化石証書 
 

非化石証書は、「非化石の電気」、すなわち、化

石燃料ではない、クリーンな電気であるという

環境価値を証明する証書である。企業が非化石

証書による環境価値を組み込んだ電力プランを

契約することで、クリーンな電気を使用してい

ることとすることを可能にする。 

非化石証書には、以下の 3 つの種類が存在す

る。 

 

1 ）FIT 非化石証書 
国が定めた要件を満足し、FIT 制度により固定

価格で買い取られている①太陽光、②水力、③風

力、④地熱、⑤バイオマスの再生可能エネルギー

電源から取り出された環境価値を証書化したも

の。 

 

2 ）非 FIT 非化石証書(再エネ指定あり) 
FITで定められた買取期間を過ぎた卒FIT電力

や、FIT の対象にならない大型水力発電から取り

出された環境価値を証書化したもの。 

 

3 ）非 FIT 非化石証書(再エネ指定なし) 
化石燃料をエネルギー源としては用いてはい

ないもの、すなわち、再生可能エネルギーではな

い原子力発電などから発電された環境価値を証

書化したもの。 

 

 
 
 
 

3.5 
 
カーボン・ニュートラルを 
実現するスマートシティー 
 

カーボン・ニュートラルに必要なスマートシ

ティーの実現には、少なくとも DXの推進、すな

わち、デジタル化とデジタルの活用を前提とし

たシステム構造の進化を実現しなければならな

い。 

WEF(World Economic Forum) G20 Smart City 

Alliance14での議論では、以下を実現しなければ

ならないと提起されている。単純なカーボン・ニ

ュートラル(decarbonize)ではなく、快適で持続

的な成長を実現可能なシステムの構築と運用を

実現しなければならないとしている。 

 

1 ）Decarbonize 
2 ）Democratize 
3 ）Digitalize 
4 ）Demonstration 
 

特に、2 )democratize は、政府やインフラ事

業者による Water-Fall 型の PUSH システムでは

なく、ユーザー主導による PULL 型の Agile 型の

システム構築・運用・維持を目指すというマルチ

ステークホルダーによるシステム統治を推奨・

提起している。 

また、3.1.2.2 で議論したように、我が国にお

いては、全産業セグメントにおいて、EP-100(エ

ネルギー生産性を 2倍に)が実現され、再生可能

エネルギーを 5倍にすれば、カーボン・ニュート

ラルがほぼ実現可能である。 

EP-100 の実現には、3.2.2 で議論したように、

デジタル・ツインの実現と人工知能の活用、すな
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わち、データ収集とコンピューティングに関す

る共有空間、すなわちシェアリングエコノミー

に立脚した実空間と相互作用が可能なデジタル

空間を構築・運用・維持・進化させていかなけれ

ばならない。このデジタル空間を実現・実装する

コンピューターネットワークは、大量の電力を

必要とし、その容量は、今後も増加せざるを得な

い。すなわち、コンピューターネットワークとエ
ネルギーシステムは、一体で設計・実装・構築・
運用・維持されるインフラストラクチャに進化
しなければならない。 

最後に 4 )については、特に、スマートキャン

バスやスマートファシリティなど、実践的な実

証から得られる知識と経験を関係者間で共有す

ることが非常に効果的かつ実践的で重要である。

したがって、実際の施設やキャンパスを利用し

た実践的な実証による先進的な挑戦は非常に重

要な活動であり、相互に奨励し、連携する必要が

ある。特に、地域内だけではなく、地域間、さら
に海外組織とのグローバルな実証連携を産学連
携で進める体制・インフラを整えるべきである。 

 

3.5.1｜ 
OT（産業）サイバーセキュリティー 

 

3 )Digitize と 2 )Democratize は、これまで

の Stove & Pipe 型のサイロ構造であった社会・

産業システムをプラットフォーム化する、すな

わち De-silo-ing を含むことになる。データとソ

フトウェアがハードウェア(モノ)からアンバン

ドルされ、デジタルネットワークを介して、De-

Silo されたデジタルビットが自由に移動可能な

インフラに進化することを意味する。つまり、デ

ジタル空間をプラットフォームとしたシェアリ

ングエコノミーインフラの構築・運営である。 

De-Silo-ing される社会インフラは、従来のい

わゆるコンピューターばかりではなく、すべて

の電子デジタルデバイスが国境を越えて接続し、

すべてのデジタルデバイス間での自由なデータ

交換を可能にするような進化を遂げることにな

る。すなわち、我々は、これまでデジタル空間に

接続されることを想定しなかったデバイス

(Things)がインターネットに続されることを前

提にしたサイバーセキュリティーを実現しなけ

ればならなくなったのである。 

デジタルのコンテンツがいわゆるコンピュー

タの間で流通・交換される IT/ICT システムと呼

ばれるネットワークは、組込み電子機器のよう

な“ネットワークへの接続を前提としていなか

った”デジタル機器で構成される OT システムが

デジタル空間に Connect され、さらに各デジタル

機器が取得・生成するすべてのデータがネット

ワークを介してアクセス可能となり、高度なデ

ータ解析を行う人工知能がその高度化を支援・

実現するという新しい段階を迎えることにある。

経済産業省における「産業サイバーセキュリテ

ィー」の活動はそれを象徴した施策である。 

地球をとりまくデジタル空間に Connect され

たスマートシティーでは、多様なコミュニティ

が形成され、地理的制約(含む国境)を受けるこ

となく、各個人が自身の意志で自由にグローバ

ルなデジタル空間を利用することが実現されな

ければならない。 

当初のインターネットのユーザは、互いに信

頼することが可能な技術者を中心としていたが、

インターネットの拡大・成長とともに、さまざま

な技術者、そして、さまざまな利用者が利用する

ようになり、残念ながらインターネットを不適

切に利用する個人・組織も出てきている。適切な

サイバーセキュリティーの実現がインフラに要

求されることになる。 

一方、デジタル空間が社会・産業の重要基盤で

あることをほぼすべての政府が認識するように

なり、各国政府は、サイバーセキュリティーを経 
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済安全保障と国家安全保障にとって戦略的な重

要領域と認識するようになった。このような中、

我々は、健全なデジタル前提の社会のインフラ

に必要なサイバーセキュリティー技術の継続的

研究開発とその普及、そして適切で健全なデジ

タルシステムの運用を実現しなければならない。 

ここで、我々は、サイバーセキュリティーは、

国が提供してくれるものではなく、自助を第 1、

共助を第 2、そして公助が第 3とならなければ健

全なサイバーセキュリティーの実現とはならな

いことを共通認識として確立されなければなら

ないと考える。この順序が守られない時には、不

幸なことが起きる確率が大きくなることは歴史

が示している。すなわち、バランスのとれた産官

学民での、マルチステークホルダーによる“対等

な”連携協調が実現されなければならない。 

 

3.5.2｜ 
新しい三方良し 

 

人類だけではなく、地球が生き残るために必

要な境界線であるプラネッタリー・バウンダリ

を越えないために、われわれは 2050 年までにカ

ーボン・ニュートラルを実現しなければならな

いとされている。カーボン・ニュートラル、地球

温室効果ガス排出量の削減だけではなく、サイ

バーセキュリティー対策は、通常、企業(や個人)

において、利益を産まない施策・活動であるため、

「利益」を産むための投資ではなく利益を蝕む

「コスト」と捉えられるのが一般的である。これ

らの施策・取り組みを「単独」に捉えるのではな

く、社会産業活動の“成長”のための投資であり、

利益の獲得というインセンティブが必要である。

つまり、ある意味、渋沢栄一氏の「論語と算盤」
を実現させなければならない。 

利益確保・増大と環境保持・改善を実現させた

実例として、環境汚染問題の解決があげられよ

う。 

環境汚染問題の解決は公益である。当初は、環

境汚染対策はコストとして捉えられ、生産性・生

産量、さらに利益率を押し下げるとして、産業界

は消極的であった。しかし、環境汚染問題の解決

は、結果的には無駄の削減と新技術の発明・導入

で実現され、私益の追求・向上が、公益である環

境問題の解決になるという Win-Win の関係にな

った。カーボン・ニュートラルでも、同じような

方向を追求しなければならない。 

図表 3.23 の左図は、従来のそれぞれの施策・

活動が独立していた構造を示している。DX は、

基本的に①新機能・サービスによる利益率の高 

Before and After 3 方良し 図 3.23 
 

出典：筆者作成 
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い新ビジネスの創成・創造と、②データを用いた

効率化(＝生産性の向上)を目指すものと考えら

れていた。しかし、“ちゃんとした”DXを行うと、

同時に、③カーボン・ニュートラル(＝節電・省

エネルギー)が実現されるとともに、④堅牢性・

BCP 向上(含サイバーセキュリティーの向上)を

実現することができる。 

図表 3.23 の右図のように、「オープン・デジタ

ル・プラットフォーム」を構築・利用することで、

4つの報酬を得ることが可能となる。明確には意

識・認識されてはいないであろうが、たくさんの

成功事例が存在している。 

例えば、工場における 5S(整理、整頓、清掃、

清潔、躾)は、品質向上と効率化(無駄の削減)を

主目的に据えているが、実際の現場では、5S の

実施によって、無駄の削減による省エネルギー、

整理整頓された作業環境による事故の削減(＝

安心・安全)が実現されている。効率化と品質向

上は、企業に高い利益と利益率をもたらす。すな

わち「算盤」への貢献である。 

一方、省エネルギーと事故の削減は、企業利益

への貢献(＝利益率)は大きくないが、地球と従

業員に対する重要な社会的責任の遂行、すなわ

ち「道徳」の実現に貢献する。このような観点で

EP-100 を捉えると、エネルギー効率(Energy 

Productivity)が 100%向上するので、同じ生産量

を半分のエネルギーで実現させることにより、

①利益の総量と利益率の向上(＝算盤)と同時に、

②半分のエネルギーで同じ量の生産可能になる

ので 50％の省エネルギーを実現し、“自然に/自

動的に”地球温暖化対策(＝道徳)に貢献するこ

とになる。 

実際、2018 年に国家政策として提唱した「ク

ラウド・バイ・デフォルト」は、①サイロ構造の

各省庁のシステムを共有のインフラとして相互

接続させ、省庁の壁を越えたデータの自由な利

用を実現することで、新しい社会経済活動を豊

かで快適にするサービスを提供することを｛第 1｝

の目的としたが、この「共有インフラ」の構築に

よって、同時に、②システム基盤のサイバーセキ

ュリティー対策を専門家に任せることで、サイ

バーセキュリティー品質の向上とオンプレ施設

の担当人事の固定費削減の実現、③人件費を含

む CAPEX と OPEX の削減を所有(BS)から利用(PL)

への変容によって実現、さらに、「Gift(棚から牡

丹餅)」のように、④自然災害＆サイバー攻撃に

対する BCP の拡充、⑤地球温暖化への貢献とし

て省エネルギー(地球温室効果ガス排出量の削

減)が実現されるというシナリオを描いていた。

言うならば、3方良しならぬ 5方良しである。 

さらに、マイクロソフト・ジャパンでは、2011

年 3 月の東日本大震災の直前に、首都圏に散在

していたオフィスを品川の新本社ビルに集結さ

せる際、オフィスに存在するサーバをすべてデ

ータセンターに移設し、クラウドコンピューテ

ィング環境に移行させた。このクラウド化によ

り、発災直後に従業員の 95％以上が品川のオフ

ィスに出社できない状況でも業務を継続するこ

とに成功した。まさに BCP の実現である。しか

し、このクラウド化によって、発災後には出社す

ることが難しい従業員への対策が可能となり、

社員の多様性の確保に大きな貢献をすることに

なるとともに、ローカルなサーバールームを本

社オフィスに設置する必要がなくなったため、

①オフィスにおけるライフタイムコストの削減

(初期入居経費、入居中の高熱費、退去時の現状

復帰経費)、②危機管理機能の向上(知的財産の

保護、情報漏洩期間の減少)、③エネルギー使用

量の削減(低エネルギー効率で稼働するオンプ

レサーバを高エネルギー効率で稼働するデータ

センターに移動)に貢献することになった。その

結果、日本マイクロソフトの本社ビルは、マイク

ロソフトが全世界で展開するオフィスビルの参

照モデルとされた。 
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3.6 
 
まとめ 
 

本章では、DX による地球温暖化対応スマート

インフラの検討と議論を行った。 

 

1 )地球温暖化は、エネルギー消費量(含 熱エネ

ルギーの排出量)の削減を、資源の生産、利用

の両面で実現しなければならない。 

 

2 )EP-100 が重要な施策・活動である。 

EP-100 を全セグメントで実現するとすれば、

必要なエネルギー量は 1/2 となる。再生可能

エネルギーの総量(一次エネルギー)を現在

の 5 倍にすれば、EP-100 の実現によって、必

要な二次エネルギー量が 1/2(=50%)となるの

で、完全に再生可能エネルギーによって、必

要な二次エネルギーを確保・提供可能との計

算となる。 

 

3 )スマートシティーの設計・実装・運用にあた

っては、以下の方針を適用すべき。 

------------------------------------------ 

①システムの構築時に新規に必要となるモノを
削減する 
〇リサイクル・サーキュラーエコノミーの適

用によって、「新規に必要とするモノ」を「過
去に製造したモノ」で代替する 

〇「新規に必要とするモノ」をシェアリングエ
コノミーによって削減する 

 
②システムの運用時に必要となるエネルギー量

を削減する（AS IS） 
〇デジタル・ツインの適用と普及が必須とな

る 

③システムの構築・運用に必要となるコストを
削減する（TO BE） 
〇コトとモノのアンバンドルによるモノの選

択が可能という前提 
〇通信インフラの利用を前提 

『物理的モノの移動≫エネルギー(含電力)の
移動≫デジタルビット(デジタル化されたモ
ノとコト)の移動』であり、デジタルビット
の送受信に必要なインフラの敷設・管理・運
用コストは、電力送配電のインフラと比較
して、二桁以上小さくなる 

 
④点（not 面）のインフラ構造を目指す 
 
⑤OT（産業）サイバーセキュリティーの実現 
------------------------------------------ 

 

カーボン・ニュートラルを実現するスマート

シティーの実現には、以下の 4 つを留意した設

計・実装・運用を実現しなければならない。 

 

1 ）Decarbonize   
2 ）Democratize   
3 ）Digitalize  
4 ）Demonstration 
 

最後に、コンピューターネットワークとエネ

ルギーシステムは、一体で設計・実装・構築・運

用・維持される「新しいデジタルを前提とした 3

方良し」による「論語と算盤」を同時に 1つのイ

ンフラストラクチャで実現するアーキテクチャ

に進化しなければならない。 
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*1 全国地球温暖化防止活動推進センター 

(JCCCA; Japan Center for Climate Change Action)  

https://www.jccca.org/ 

*2 小宮山宏氏が主宰するグループが提唱する「プラチナ構想」では、田

畑を覆うように太陽光パネルを設置する営農型太陽光発電を利用す

るなどすれば、国内で必要なエネルギーの 5 倍で再エネでまかなう

ことができるとの主張もされている。 

https://www.sustainablebrands.jp/news/jp/detail/1213848_1501

.html 

また、洋上風力発電の大規模な開発が計画されているのが現状であ

り、現在の再生可能エネルギーの総発電量を 2.5 倍あるいは 5 倍に

することは、不可能ではない数字であろう。 

*3 小宮山宏氏が主宰するグループが提唱する「プラチナ構想」における

都市鉱山(金属資源の供給を都市鉱山が担う)のアイデアである。日

本のように「鉄が飽和」している先進国では、解体されるビルや自動

車から金属資源を取り出し再利用すべきであり、「都市鉱山資源の品

質とコスト問題は技術が解決できる」としている。 

*4 https://www.nissan.com.sg/experience-

nissan/lifestyle/amsterdam-arena.html 

*5 2023 年 AMD はテスラに搭載するコンピュータの能力を 10 TFLOPS と

している。 

(CES2023 での展示

https://car.watch.impress.co.jp/docs/news/1469629.html) 

一方「富岳」の仕様によると

(https://www.fujitsu.com/jp/about/businesspolicy/tech/fugaku

/specifications/ )、各ノードが約 3TFLOPS、158,976 ノードで、 

最大 1,000PFLOPS の性能とされている。つまり、約 10 万台のテスラ

で富岳と同程度の計算機能力を持つことになる。なお、電力量に関し

ては、30kW/台なので、100 万台(10^6)で 3GW(10^9)となり黒部ダム

(335MW)換算で10基程度(最新の原子力発電5基程度)、容量で100GWh

となり東京電力管内の揚水発電容量(約 9GWh)の約 10 倍の容量(Wh)

となる。 

*6 北欧フィンランドなどでは、製紙工場や物流倉庫の躯体、電力受電設

備、さらに電力グリッドをそのままデータセンターに再利用する事

例が少なくない。これは、データセンターの建設に必要な、セメント

や鉄鋼、さらに労働力・建機などに必要な物理資源とエネルギーが節

約されることになり、総合地としてのデータセンターの地球温暖化

効果ガス量の大幅な削減に寄与することになるとされている。利用

者が替わっても、同じ不動産躯体や電力インフラ等を再利用すると

いう構造である。 

 

 
*7 物流においては、コンテナとパレットの発明・導入によって、共通の

「箱」であるコンテナ・パレットには、任意の「荷物」を収容させる

ことを可能にし、さらに「箱」を任意の輸送媒体(船・列車・飛行機・

自動車など)で移動可能かつ乗り換え可能にした。一方、インターネ

ットでは、同様に、デジタルの小包である IP パケットの発明・導入

によって、多様なデジタルコンテンツを共通の「箱」である IP パケ

ットに収容し、「箱」である IP パケットは多様なデジタルビットの

伝送媒体(無線、銅線、光線など)で移動可能かつ乗り換え可能にし

た。 

*8 お金(紙幣・貨幣)は、デジタルのモノ(価値)とコト(貸借・約束)の物

理的なモノへの Print Out であると捉えて分析・考察することが可

能であると考えられる。デジタル・キャッシュは、デジタル空間での

動作となり、選択肢と TO BE のコト(＝機能・サービス)を提供する

ことになるであろう。 

*9 引っ越しの際の鍵交換費用は、日本では約 200 億円／年になってい

るとのことである。さらに、鍵の紛失による鍵の交換もある。紛失し

て警察に届けられた鍵の本数は約 30 万本/年とのことであるし、ポ

ストや鉢に隠した鍵を用いた不法侵入は、約 7000 件/年とのこと。 

*10 「エネルギーｘ情報基盤インフラの連携・協調の必要性について」

(東京電力パワーグリッド 副社長 岡本浩、P.5)、第 5 回 デジタル

インフラ(DC 等)整備に関する有識者会合、2023 年 3 月 22 日 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/joho/confere

nce/digital_infrastructure/0005/08.pdf 

*11 さらに、低遅延要求とコンピューティングの信頼性がクリティカル

でないコンピューティングは、その稼働量、すなわち電力消費量の増

減を制御可能であり、電力の発電・送配電事業者とのデマンドレスポ

ンス連携も可能にする。 

実際に、(株)ハイレゾ(https://highreso.jp/)社は、HPC(High 

Performance Computing)サービスに特化したデータセンターを構

築、北陸電力とのデマンドレスポンス連携を実施・展開している。 

*12 これまでは、寒冷な外気温の地域ではサーバの冷却に必要な電力量

を小さくすることができるので、北半球では Go-North(北へ)となっ

ていた。しかし、近年ではサーバ・コンピュータが稼働可能な温度が

大きくなったため、①冷却は熱の移動と、②空気媒体から液体媒体へ

の変化が起こっており、外気温が高い地域の不適合性は急激に緩和・

解消されつつある。 

*13 企業間のみならず、国家間でも可能である。 

*14 https://www.globalsmartcitiesalliance.org/home 
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4 

北海道は、農業・畜産・水産業において、多く

の品目がトップクラスの生産量を誇り、日本の食

を支える存在であり、一次産業王国と呼ばれる

（図表 4.1、図表 4.2）。 

米、たまねぎ、じゃがいも、小麦、大豆、そば、

アスパラガス、生乳、ほたて、昆布など、全国で

トップシェアの品目が数多くあり、道産そば粉を

使った蕎麦屋は人気店となり、道産小豆を使った

饅頭や菓子の人気も高く、道産のアスパラガスは

シーズンになると大変な人気で、塩ゆでにしたア

スパラガスの味わいはたまらない。全国的にもそ

の人気は高く、総務省発表の「ふるさと納税に関

する現況調査結果（2024 年度実施）」によると、

2023 年度のふるさと納税寄付金額（受入額）は

北海道が 1位で、受入額は約 1,654 億円となり、

2位の福岡県の 2 倍以上の寄付額であった。 

このように、北海道はまさしく食の宝庫である。 

北海道の農業生産額上位品目一覧 （令和 4 年） 図表 4.1 
 

出典：農林水産省統計部「生産農業所得統計」 

順位 品目 産出額（億円） 1位（☆）

1位 　牛乳 4109億円　 ☆ 52%

2位 　肉用牛 1203億円　 15%

3位 　米 1067億円　 8%

4位 　たまねぎ 768億円　 ☆ 54%

5位 　軽種馬 712億円　 ☆ 100%

6位 　豚 550億円　 8%

7位 　乳牛 550億円　 ☆ 59%

8位 　馬鈴薯（じゃがいも） 543億円　 ☆ 54%

9位 　てんさい 448億円　 ☆ 100%

10位 　小麦 414億円　 ☆ 76%

11位 　トマト 238億円　 10%

12位 　鶏卵 223億円　 4%

全国シェア（%）
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北海道農業の概況 図表 4.2 
 

出典：令和 6 年 12 月 農林水産省 北海道農政事務所「北海道農業をめぐる事情」 
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北海道のカロリーベースの食料自給率（2022

年度）は全国トップの 218%、生産額ベースでは

205%である。東京のカロリーベースの食料自給

率は何と 0％、生産額ベースでは 2%で、大阪はそ

れぞれ 1%、5%である。北海道に住んでいれば食

に困ることがない。 

北海道の一次産業は、今後、さらなる飛躍が期

待できる。なぜなら、北海道に国内最高峰のデジ

タルインフラが整うからである。今後、道内に最

先端のデータセンターが増え、GPU を搭載した AI

用のサーバの実装が進み、光信号のみを使用し

て超低遅延・超高速通信を実現するオールフォ

トニクス・ネットワーク（IOWN APN）が東京・大

阪～札幌間に開通し、さらに、道内でもその普及

が見込まれるのである。 

この章では、現在の北海道における一次産業

とデジタル産業の関わりの実態を把握し、将来

の取り組みを示す。 

 

 

 

 

 

4.1 
 
北海道の稲作農業と 
北海道の米 
 

2013 年、日本の伝統的な食文化である和食が

「ユネスコ無形文化遺産」に登録された。和食は

「日本の伝統的な食文化」であり、「世代を超え

て受け継がれ、地域の結びつきを強めている」こ

とが評価されたのである。 

海外における日本食レストラン数は、2013 年

の約 5.5 万店から、2023 年には約 18.7 万店と 3

倍以上に増えた。2021 年にアジアで約 100,900

店、欧州で約 13,300 店、中南米で約 6,100 店だ

った日本食レストランは、2023 年にはそれぞれ

約 122,000 店、約 16,200 店、約 12,900 店と、わ

ずか 2年で約 2割増しとなった。 

日本の食文化の中心は米であり、世界で日本

食レストランが増えれば、日本米に対する関心

も高まるであろう。2022 年における北海道の米

の産出額は 1,067 億円（全国の 8％）、収穫量は

54 万 200 トンで、全国トップクラスである。道

内の地域別に見ると、旭川市（道内の 7%）、深川

市(6%)、岩見沢市(5%)の順で収穫量が多い。2022

年産の米の品種別作付比率を見ると、北海道は

「ななつぼし」(44.7%)、「ゆめぴりか」（25.8％）、

「きらら 397」（6.9%）、「ふっくりんこ」(6.3%)の

順であるのに対し、道外では「こしひかり」

（33.4%）、「ひとめぼれ」（8.5%）、「ヒノヒカリ」

(8.1%)、「あきたこまち」(6.7%)の順である。北

海道が独自の品種の米を生産していることで、

北海道米の価値が、国内だけでなく海外におい

ても向上することが期待される。 

道内の水稲作付面積や収穫量で大きな役割を

担うのは、北空知地域と上川地域である。この２

地域で道内の作付け面積の60.7％(5万6,590ha)、

収穫量は 62.8%(33 万 9,000t)を占める。市町村

別で作付面積が大きいのは、上川地域が旭川市

(道内 1位)、名寄市（道内 4位）、当麻町(道内 7

位)で、東川米として有名な東川町もこの地域に

ある。北空知地域には、深川市（道内 2位）、新

十津川町（道内 5位）、沼田町などがある。この

エリアは、大雪山系・石狩岳に源流をもつ石狩川、

空知川や、北見山地の天塩岳が源流の天塩川と

いった豊富な水資源や、周辺エリアには水稲栽

培に適した盆地もあり、量・質ともに北海道の米

どころといえる。 

他には、北海道の南西部に位置する渡島（おし

ま）・桧山（ひやま）地域で米作が行われ、せた
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な町(桧山地域)、今金町（桧山地域）、北斗市(渡

島地域・北海道の稲作発祥地)などが有名である。 

南空知地域(岩見沢市・美唄市・南幌町)、後志

（しりべし）地域にある蘭越町、石狩川下流域に

位置する石狩地域（石狩市・新篠津町）も道内有

数の作付地帯である。国内外からパウダースノ

ーを求めて多くのスキーヤーを魅了するニセコ

山系、羊蹄山に囲まれたエリアにある「JA よう

てい蘭越地区」で生産された「ゆめぴりか」が、

2019 年、2022 年、2023 年と連続で全道一の「最

高金賞」を受賞し、2024 年には「JA新はこだて」

が「最高金賞」を受賞した。このように、道内各

地において、地域の気候、風土を生かした美味し

い北海道米が生産されている。 

農業従事者の高齢化や気候変動の影響など、

様々な課題がある点は、北海道も例外ではない。

そこで、水稲栽培の際の省力化や田んぼの大規

模化、耕作機械の導入など、様々な工夫が行われ

ている。 

水稲栽培の作業工程は、１．播種（はしゅ・種

まき）から育苗管理、2.田植えと初期管理、3.分

げつ期の管理、4.出穂（しゅっすい・穂がでるこ

と）前後の栽培管理、5.出穂（前後）の病害虫管

理、6.収穫期の判断、7.乾燥・調製の、大きく 7

段階で構成されている。 

各時期で、経験に基づいた丁寧な作業、適切な

水管理、肥料の供給が必要である。種まきから苗

を育てる間に、その苗がきちんと育たなければ、

その後の収穫に大きな影響が出る。農家は毎日、

天気予報を確認し、苗を入れているハウスの開

閉、水分管理など、苗が病気にかからないよう手

間をかけている。苗を田植えした後、苗の根がし

っかり地面に張るよう、茎が増える「分げつ期」

に向け、適切な水管理を継続して行うことも大

変手間のかかる作業である。 

米の収穫量が十分になるよう、田んぼを乾か

す「中干し」や「溝きり」、この時期特有の病気

（例えば「いもち病（稲熱病）」）への対策も必要

であり、茎から穂が出る時期から穂肥（肥料を加

えること）をするために、日々の天候を注意する

必要もある。穂が出る時期になると、虫も発生す

るため、人が補虫網で田んぼを歩きながら虫を

採取する（「すくい取り」という）など、その対

策を考えなければならない。 

出穂から刈取りまでの登熟期間の気温は、刈

取り時期を左右する重要な要素である。農家は

出穂後の積算温度で凡その収穫時期を判断する

が、それもこれまでは農家の経験に頼る作業で

あった。この時期に十分な水分の供給をするこ

とで、「おいしい米」が育つ。刈取り時期の最終

判断は、籾（もみ）の黄化程度(黄色い色になる)

で判断するが、黄化状況も穂の様子でまちまち

になるため、田んぼ全体の 85～90%がそうなった

のを見て刈り取りを行っている。刈取りを終え

た生籾（もみ）は変質しやすく、急いで乾燥を行

う必要があるが、その際には適切な乾燥温度管

理が必要となる。乾燥を終えた籾(もみ)から籾

殻を取除くと玄米となり、ここで「収穫量と品質」

が目に見えて分かる。 

こうして多くの手間をかけながら収穫された

米の収穫量は、どのように計画が立てられてい

るかといえば、実際に収穫した収穫量（実収量）、

一定面積を刈取って算出した収量(刈取り収量)、

一定面積穂数と代表株から算出した収量（理論

収量）をもとにしている。 

主に、実収量と理論収量の差を分析すること

で、次年度以降の対策ができる。理論収量は、「穂

数ｘ1穂籾数ｘ登熟歩合ｘ千粒重（精玄米千粒の

重さ）」であり、理論収量と実収量との増減比較

をするために、「穂数（本／㎡）、１穂籾数（粒）、

登熟歩合（％）、千粒重（グラム）」の収穫構成要

素のデータを取得し、増減理由の分析、今後の対

策を行う。収穫量増減の最大要素となる穂数（本

/㎡）は、穂数が多いと倒れやすくなり、肥料が
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多いと穂数が増え、窒素が十分に地中にあれば

多くなるが、かえって穂数が増えすぎて収穫が

減ってしまうリスクもある。一方、肥料が少なく、

中干し不足で、有効茎の歩合が低下し、地中の窒

素が少なければ穂数は少なく、収穫が減ってし

まう。計画した収穫量を達成するには、各種デー

タを活用し、さらに、毎年の気象条件に対応して

いく必要がある。 

収穫量に加えて大事な指標は、整粒割合を高

く維持することである。整粒歩合は気象による

影響を強く受けやすい。その年の気象条件の変

化に左右されないよう、安定して高い水準を維

持するためには、技術だけでなく経験も必要と

なる。当然、年間を通じて、適切な水稲栽培管理

の実践が前提になる。 

北海道産の米は、「香り」、「粘り」、「弾力」、「甘

さ」そして「うまみ」に優れ、大変美味しい。そ

の実現に向け、農家の方々や多くの道内農業関

係者が、刻々と変わる気象条件に応じながら、

日々の作業を行っているのである。 

前述のとおり、米の収穫量は「種まきから苗の

育成期」が非常に大事である。この時期の手間は、

農家には相当の負担となっており、作業を省力

化する試みが行われている。 

北海道の稲作発祥の地・北斗市の農家が「水稲

の V溝乾田直播栽培」を実施し、成果を上げてい

る。V溝乾田直播栽培の作業工程は、均平（機械：

レザーレベラー）→肥料散布（機械：肥料散布機）

→耕耘（こううん・土壌を掘り起こし、土を細か

くする作業）・鎮圧（機械：パワーハロー）→鎮

圧（機械：ケンブリッジローラー）→播種（はし

ゅ・種まき）（機械：V溝播種機）となり、ここま

では通常の「移植栽培」の播種・育苗から田植え

までの工程と同じである。V溝乾田直播栽培には、

田植前の田んぼの土の「均平作業」が重要であり、

レザーレベラーが非常に効果であることが確認

できている。V 溝乾田直播栽培によって圧倒的な

春の作業が省力化でき、これまでたくさんの人

手が必要だった作業をほぼ一人でできるほどの

省力化が実現できた。短縮時間としては、4月か

ら 5 月の播種の準備または播種・育苗期の労働

時間が、移植栽培に対して約 1/12、4月の播種又

は 5 月の田植えの労働時間比では約 1/7 と、圧

倒的な効果が出ている。さらに、収穫量や品質も、

同地域の移植田植を上回る実績を示している。 

今後の普及の課題は、道具が高価であり、初期

投資の負担が大きいことである。道南地域では、

この手法の導入を検討する農家同士が、共同購

入や共同利用などの手法でコストを按分する方

法を取っており、そうした方法が必要となろう。 

ここで、「田植えと初期管理」、「分げつ期の管

理と害虫」、「出穂（しゅっすい・穂がでること）

前後の栽培管理」の間の効率化の事例として、北

斗市で農業用ドローンを活用している農家の事

例を紹介する。 

ドローンの導入により、無駄な薬剤を使わな

くて済むようになり、1 日当たり約 30ha に農薬

散布ができ、作業時間の大幅短縮を実現した。し

かし、ここでも、機材費やメンテナスなどの費用、

規制などの課題がある。省力化、時間短縮に係る

設備面での費用負担が、生産性向上に向けた取

組みの課題となっている。なお、各事例は、北海

道農政事務所の下記 URL から詳しく確認できる。 

------------------------------------------ 

〇水稲の V 溝乾田直播栽培 

https://youtu.be/gSHloubZIZg 

〇農業用ドローンの活用 

https://youtu.be/BLrBDyrHPC4 

------------------------------------------ 

 

前述のように、美味しい米を安定的な量で作

るには、大変な手間と経験に基づいた作業の積

み重ねが必要になる。こうした作業の一つひと

つをデータ化することで、作業の効率化や生産
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性向上の取組みも行われている。 

国立研究開発法人農研機構が運用している農

業データ連携基盤「WAGRI」（図表 4.3）は、農業

関連のデータを連携させ、データに基づく農業

の発展を目指しており、農業生産に係るデータ

だけでなく、流通・加工・消費までに対応したプ

ラットフォームへの拡張を計画している。 

WAGRI が、農林水産省が保有する全国の約

3,100 万筆の農地区画（筆ポリゴン）情報を JSON

形式で提供し、地理情報システムに組込み、営農

管理の基本データとして農業者の農地区画を表

示する。WAGRIは今後、「病害虫AI診断サービス」

や「農機データの連携（オープン API 整備）」な

どを提供する計画があり、将来的には、生産から

流通、加工、消費までのデータの相互活用が可能

な「スマートフードチェーン」の構築を構想して

いる。これは北海道の農業のデジタル化にとっ

て、大きな効果がある。 

 

JA グループ北海道において経済事業を担う

「ホクレン」は、2024 年 8 月に「ホクレン DX の

方向性と取り組み」を発表した。ホクレン DX が

目指す姿は、「デジタル技術やデータを活用して

持続可能な北海道農業の実現に貢献し、期待に

応え、信頼されるホクレンを目指す」ことであり、

そのための戦略が、１.農業 DX、2.基幹システム

の再構築、3.組織のデジタルシフト、4.組織風土

の醸成、5.人材育成・環境整備なのである。ホク

レン内部に DX推進体制を整備し、地理情報シス

テム（GIS）データを活用した農業支援システム

農業データ連携基盤 WAGRI の推進 図表 4.3 
 

出典：農林水産省ＷEB サイト 
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/smart/forum/R2smaforum/oudan/seika85.html 
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「ホクレン GIS」を提供する。このシステムは、

WAGRI から取得した、農地、土壌、気象データや

生育予測モデルをシステム上に表示可能な、（株）

日立ソリューションズが提供する「GeoMation 農

業支援アプリケーション」をベースに開発して

いる。 

WAGRI 提供のデータで、水稲栽培向けの様々な

アプリサービスが出てきているが、事例として、

（株）ビジョンテックが提供する各サービスを

紹介する。「AgriLook®農業情報サービス」は、最

新鋭の人工衛星技術を用いて、田んぼごとの生

育トレンド・発育予測、気象データ、葉色予測・

食味推定マップなどを提供する。栽培管理支援

情報サービス「SAKUMO®」（サクモ）は、気候変動

による温暖化傾向でも安定的に作物を栽培する

ために、生育状況を予測し、農業気象災害の軽減、

生産の安定、営農の効率化のための情報を提供

する。その他にも様々なアプリサービスを提供

し、前述した水稲栽培の工程で、これまで人が介

在してきた各作業をデジタルで解決するサービ

スの開発・提供が進んでいる。 

(株)インターネットイニシアティブ（IIJ）は、

(株)ほくつう（石川県金沢）と、IIJ が提供する

「水管理プラットフォーム for 水田」とほくつ

うが提供する水田水管理省力化システム「水わ

まりくん」を連携させることで、スマートフォン

などから遠隔で給水装置を操作でき、田んぼへ

の給水時間や給水量の管理が行えるようにした。 

今後は、水稲農業の各工程での作業に、デジタ

ル化、省力化できるサービスが増えていく。北海

道では、既に、デジタル基盤の要となる最先端の

データセンターの整備が進んでおり、今後は、北

海道の水稲農業の発展に貢献できるサービスが

さらに進歩・発展してく見込みである。 

一方、北海道米の海外輸出も進む。2024 年 6

月、東川町に世界初の機能を持つ精米工場「ひが

しかわライスターミナル」が完成した。東川米の

2026年の海外輸出推進目標は年間1,200トンで、

輸出先を 15 か国にする計画である。2025 年の東

川町の米の収穫高は 1万 2800 トンを計画してい

ることから見ても、この海外輸出目標は非常に

積極的な目標と言えよう。海外輸出を促進する

ために、新しい精米工場にはロング・ライフ・ラ

イス・プロセス（LLRP）装置を導入し、玄米に約

250℃の過熱蒸気(水と熱のみ)を照射し、さらに

かき混ぜて、玄米の表面に付着している細菌類

などをすべて殺菌処理し、世界で初めて、その作

業を 1 時間に 3 トン処理できるようにした。北

海道米の海外輸出には、専用の田んぼを用意す

る必要があり、東川町の海外市場への米輸出の

取組みには大いに期待したい。 

このように、道内の水稲農業は、省力化、デジ

タル化や機械化を導入し、さらに、海外市場への

展開を視野に入れて取組んでいる。農家の高齢

化や田んぼの大規模化、販路ルートの拡大など、

様々な課題があるが、「おいしいお米」を「安定

的」に、北海道から全国へ、世界へ届けるために、

今後は道内のデジタル基盤も積極的に活用する

ことになる。 

現在建築中のデータセンターが稼働し、AI 用

の GPU サーバ群が増え、さらに、道内外にアイオ

ン・ネットワークが整備されることで、一次産業

とデジタル産業との連携・シナジー効果が期待

できる。国内市場に対する十分な米の供給と、北

海道米がプレミア米として海外市場でより高い

評価を得て、日本食レストランの海外進出を推

進し、日本の米ファンを世界に広げていくこと

になる。
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4.2 
 
北海道の畑作・畜産農業 
 

北海道の十勝地域は、日本有数の畑作地帯で

ある。乳用牛・肉用牛の飼養頭数は全道一、長い

もや大根など、多種多様な品目が生産されてい

る。個人経営体における年齢別農業従事者数は、

水稲生産とは異なり、60歳以上が 45.2％、59 歳

以下が 54.8％である。十勝地域の農業産出額は

3,080 億円、カロリーベースでの食料自給率が約

1,100％と、北海道だけでなく、日本を代表する

「食料生産地帯」である。 

十勝地域の市町村別農業生産額は、清水町

（281 億円）、士幌町（276 億円）、幕別町（271 億

円）、帯広市（265 億円）、芽登町（236 億円）、音

更町（231 億円）の順であり、清水町は乳用牛の

飼養頭数が最も多く、2 万 5,127 頭、大樹町（2

万 4,045 頭）、上士幌町（2万 3,685 頭）と続く。 

清水町には乳用牛約 3,800 頭を飼養する“ギガ

ファーム”を運営するノベルズデーリィーファ

ームなど、大型の乳用牛の牧場があり、DX 化が

進んでいる。畜産業も、人材不足を受け、省力化

やデジタルを活用した生産性向上が必要である。

エプソンは現在、深度カメラを用いた『牛の体型

指標（BCS）*評価システム』（*BCS：牛の過肥具

合をスコア 1（削痩）から 5（過肥）までスコア

化する評価方法）を道内に紹介している(図表

4.4)。 

十勝地域は「十勝バイオマス産業都市構想」を

推進している。これは、環境にやさしいバイオマ

スエネルギーを様々な産業で活用することで、

循環社会と自立・分散型のエネルギー供給シス

テムの構築を行う計画である。こうした取組み

には、デジタルのプラットフォームが欠かせな

い。 

2025 年 4月から帯広畜産大学で、「十勝地区農

業協同組合長会 デジタル農学寄附講座」が開講

され、「デジタル農学基礎プログラム」が開始さ

れた。デジタル・スマート農業技術を学ぶために、

主に JA 職員が 1年間講義を受け、それによって

DX 人材の育成が進むと期待される。

深度カメラを用いた「牛の体型指標（BCS）評価システム」 図表 4.4 
 

出典：2024 年 11 月 6 日 セイコーエプソン株式会社 プレスリリース 
https://corporate.epson/ja/news/2024/241106.html 
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北海道のほたて貝水揚量推移（全国：4 月～3 月） 図表 4.5 
 

4.3 
 
北海道の水産業 
 

2024年の北海道の漁業生産量は104万9000ト

ン、金額は 2,798 億円であり、2023 年はそれぞ

れ 113 万 5000 トン、金額が 2,916 億円であった

のに比べ、若干減少する結果であった。北海道は

近年、100 万トンの生産量を確保しており、漁業

生産量と金額は全国最多である。 

魚種別で金額が最も大きいのはホタテガイで

849 億円（図表 4.5）、続いて、サケが 493 億円、

コンブが 168 億円、イワシが 129 億円、サンマが

112 億円、タラが 107 億円、スケソウダラが 85

億円、ホッケが 44億円、、ニシンが 35億円とな

っている。平成 27 年から令和 5年までの水揚量

推移をみると、秋サケ、サンマ（図表 4.6）、イカ 
(図表 4.7)、タコの水揚量の減少が際立っている。 

（単位：千トン）
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2024 年度の北海道産昆布生産量（乾燥重量）

は、前年度比 20%減の 9,812 トンとなる見込みで

あり、初めて 1 万トンを下回る。その主な原因

は、気候変動による海水温の変化や流氷被害の

影響と考えられている。真昆布、利尻昆布、羅臼

昆布など、国内産昆布の生産量の 9 割を北海道

産が占めている。北海道産の昆布の減少は、和食

文化の衰退に直結する。 

北海道の水産業は、気候変動により影響を大

きく受けるため、ブルーカーボンの取組みが積

極的に行われている。2023 年 4月 25 日には、北

海道開発局がえりも町沿岸の天然コンブ漁場に

おけるブルーカーボンによる CO2 吸収量の調査

を開始し(図表 4.8)、2023 年 5月には、株式会社

ジャパンブルーカーボンプロジェクト（JBP）と

釧路ガス株式会社が「釧路ガス昆布の森づくり」

構想を発表した。釧路港の海域に昆布の森を作

り、海の二酸化炭素吸収源である海藻や海草を

増やすブルーカーボンの取組みを進め、地元の

自治体である北海道や釧路市の助言を得ながら

進めている(図表 4.9)。2025 年 4 月には、サラヤ

株式会社が、海の森（昆布藻場）を守り海の生態

系を守る「海の森を守るプロジェクト」を北海道

函館市で開始すると表明している。 

北海道のさんま水揚量推移 図表 4.6 

（単位：千トン）
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えりも町沿岸の天然コンブ漁業におけるブルーカーボンによる CO2 吸収量の調査概要 図表 4.8 

出典：令和 5 年 4 月 25 日 北海道開発局プレスリリース 

釧路港島防波堤での藻場の創出による CO2 貯蔵効果 図表 4.9 

出典：令和 4 年 3 月 8 日 北海道開発局プレスリリース 
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このように、昆布の主漁場でブルーカーボン

の積極的な取組みが行われており、こうした取

組みには、データの取得、蓄積と分析、そして AI

化が必要になることから、道内に普及するデー

タセンターは、非常に有益なデジタルインフラ

となる。 

海水温の上昇の影響により、青森・陸奥湾で養

殖ホタテの新貝や稚貝が大量死する被害が報告

され、原因は不明だが、網走・能取湖でホタテの

稚貝 1億 8000 万個の大量死、渡島管内の噴火湾

で養殖ホタテの稚貝が大量に死んでいることも

報告されている。 

大気中の二酸化炭素の量は年々増加傾向にあ

り、それを海が吸収することで進行する「海洋酸

性化」にも配慮が必要である。もともとアルカリ

性である海水が酸性に近づく現象で、21 世紀末

までに世界の海洋表層の pH は最大で 0.3 低下す

ると予測されている。それにより、サンゴや貝類

といった炭酸カルシウムの骨格や殻を作りなが

ら成長する海の生き物たちが大きな脅威にさら

されている。 

深刻なのは、海洋酸性化によって貝類や甲殻

類の殻が薄くなることである。特に、カキやホタ

テに与える影響が大きく、酸性化が進んだこと

で、殻を形成するのに今まで以上のエネルギー

が必要となり、エネルギー不足によって殻が形

成できずに死んでしまうか、殻を形成できたと

しても、今よりもサイズが小さくなってしまう

可能性が考えられる。 

北海道には、海水温の変化と酸性化をモニタ

ーする仕組み、その膨大なデータを収集、保存、

分析、そして将来予測ができるスパコンなみの

計算処理が必要となってくる。 

 

 

 

 

4.4 
 
まとめ 
 

北海道は、国内の食を支える重要な役割を担

うだけでなく、海外市場に日本の食の輸出を推

進する大事な役割も担っている。 

北海道は、国内における農業、畜産業、水産業

の最大生産地である一方、人手不足や気候変動

といった課題も抱えている。 

今後、北海道内に最先端のデータセンターが

整備されていき、新しい技術を用いた高速・大容

量のアイオン・ネットワークが道内に張り巡ら

されていくであろう。多くの課題はデジタルと

AI の機能によって効果的な取組みが可能である

が、一次産業は地球環境変化の影響を受けるた

め、長期的な取組みが必要な産業である。そのた

めには、道内の一次産業のデータを地道に集め、

蓄え、学習させ、最先端の AIサービスを生み出

し、利用していく継続した活動が必要であり、さ

らに、実際にその取組み事例を増やしていく試

みが伴っていかなければならない。 

北海道内のデータは道内で蓄積して活用し、

さらに、グローバルな事業展開へ、そのデータを

活用することを実現したい。 

一次産業と道内のデジタル基盤の距離を縮め、

使い勝手の良い、効果的なデジタルサービスを

一次産業の現場に届け、さらなる一次産業の発

展に貢献していく。 
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5 

要約（Abstract） 
 

本章では、デジタルインフラストラクチャーの

現状、サイバーセキュリティ、地政学的課題、海

底ケーブル戦略、災害対応におけるインターネッ

トとその重要インフラであるデータセンター及

び海底ケーブルを中心に、その役割について分

析・議論を行う。 

特に、日本が国際通信ネットワークの結節点と

して果たすべき戦略的使命に焦点を当て、日本の

デジタルインフラストラクチャーが世界の安全

保障と経済安全保障の枠組みの中でどのように

統合されるべきかを論じ、海底ケーブルとデータ

センターが形成するデジタルインフラストラク

チャーの戦略的重要性を議論する。 

 

キーワード （Keywords） 
 

● デジタルインフラストラクチャー 

● 安全保障 

● サイバーセキュリティ 

● 海底ケーブル 

● 国際通信ネットワーク 

● 災害対応 

 

5.1 
 
紛争や戦争が明らかにした 
The Internet の 
重要性・必要性 
 

2022 年 2 月に始まったロシアによるウクライ

ナへの侵攻は、現実の戦場における戦闘と並行し

て、サイバー空間における攻撃が活発に行われた

事例として注目されている。ウクライナの政府機

関、重要インフラ、金融機関などがサイバー攻撃

の標的となり、DDoS 攻撃、マルウェア攻撃、情報

破壊攻撃などが報告されている。この事変は、サ

イバー空間が現代の紛争における重要な戦場と

なり得ることを改めて示した。 

サイバー攻撃は物理的な破壊を伴わないもの

の、国家の機能を麻痺させ、社会に混乱をもたら

す可能性がある。また、偽情報の拡散や世論操作

といった、認知領域におけるサイバー活動も活発

に行われ、紛争の様相を複雑化させている。ウク

ライナは、事前の備えや国際的な支援によって、

一定のサイバー防衛能力を発揮しているものの、

依然として脅威に晒されている。この事変は各国

にとって、サイバーセキュリティを単なる技術的

な問題としてではなく、国家安全保障の根 
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幹に関わる重要な課題として捉え、その能力を

強化する必要性を強く認識させる契機となった。 

インターネットは、国境を越えた自由な情報

流通を促進する基盤として発展してきた。しか

し、近年、地政学的な対立や国家間の緊張の高ま

りとともに、インターネットのあり方そのもの

が課題に直面している。一部の国々は自国の情

報統制や検閲を強化し、インターネットの分断

化（スプリンターネット化）を進める動きを見せ

ている。また、自国の利益のために、他国に対す

るサイバー攻撃を積極的に行う国家も存在する。

さらに、インターネットの基盤となるインフラ、

例えば海底ケーブルや衛星通信システムなどが、

地政学的な駆け引きの対象となる可能性も指摘

されている。これらのインフラに対する攻撃や

妨害工作は、国際的な情報流通を遮断し、経済活

動や安全保障に深刻な影響を与える可能性があ

る。 

デジタルインフラストラクチャーは、現代社

会の運営に不可欠な基盤として、通信ネットワ

ーク、AI 処理とクラウド技術、電力インフラ、

デジタルデータを統合する形へと進化している。

特に、日本はアジア太平洋地域において、北米・

EU・アジア・太平洋諸国を結ぶ戦略的な結節点と

して、国際通信ネットワークの構築に重要な役

割を果たす必要がある。  

中国経済の急拡大、新型コロナ禍、ロシアのウ

クライナ侵攻、そしてイスラエルのガザ地区へ

の侵攻によって、デジタル{経済}安全保障の重

要性が急激に高まっている。半導体に象徴され

る先端電子技術産業に関する安全保障も重要課

題として認識され、サプライチェーンの把握と、

重要生産拠点の国内回帰が起こりつつある。 

我々は、ほとんどすべての産業がデジタルシ

ステムに依存していること、及び、その活動がグ

ローバルなデジタルネットワークであるインタ

ーネット(地球上に存在する唯一の共有のグロ

ーバル空間という意味で The Internet と表現

することが少なくない 1)に依存していることを

十分に認識する必要がある。 

もはやすべての産業は、デジタル機器を動作

させるための「電力」(＝エネルギー)と、「イン

ターネット」の存在及び利用を前提としている。

当然ながら、デジタル機器で構成されているイ

ンターネットインフラは、「電力の存在」を前提

とする。つまり、現在の我々の生活を維持するた

めには、「電子経済安全保障」を考える必要があ

る。 

以下、本章では、日本のデジタルインフラスト

ラクチャーが安全保障と経済安全保障の枠組み

にどのように統合されるべきかを論じ、海底ケ

ーブルの戦略的重要性についての議論を行う。 

 

 

 

 

 

5.2 
 
デジタルインフラストラク
チャーの現状と 
サイバーセキュリティ政策 
 

デジタルインフラストラクチャーは、現代社

会の基盤として不可欠な役割を担い、その構成

は、単なる通信ネットワークや計算資源にとど

まらず、デジタルデータ、AI データセンターの

計算資源、高速光通信技術によるインターネッ

ト、さらには電気エネルギーのインフラを包含

する形へと進化している。この変化は、産業構造

や社会運営の根幹を支え、安全保障や経済政策

に直結するものとなっている。 
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デジタルインフラストラクチャーは、一般に、

以下の主要要素から構成される。 

--------------------------------------------------------------- 
1 ）AI データセンターと計算資源 
クラウド基盤、分散コンピューティング、量子コ
ンピュータ 
 
2 ）光通信技術とインターネット 
光通信技術による新しい挑戦、6G 通信に向けた
新しい無線技術の発展、先端光技術を利用した
陸上ケーブル、海底ケーブルによる新しいセキ
ュリティとオペレーション技術、衛星通信など
の NTN（Non-Terrestrial Network）による静止衛
星、低軌道衛星、HAPS(成層圏通信プラットフォ
ーム)による新しい守備範囲と性能 
 
3 ）電気エネルギーのインフラ 
データセンターの電力供給、スマートグリッド、
再生可能エネルギー連携 

 

これに加え、分野を超えた利用や分野を合成

したサービスが重要となる中で、デジタルデー

タそのものの安全で安心な利用が必要となる。

そこで、 

 
4 ）デジタルデータ 
個人情報、行政データ、産業データ、リアルタイ
ム分析データ 

 
を加えた 4 要素を、ここではデジタルインフ

ラストラクチャーの構成要素とする。 

--------------------------------------------------------------- 
これらの要素は、各国の安全保障政策や経済

戦略において新たな重要インフラとして位置づ

けられるべきで、これを前提としたサイバーセ

キュリティの体制整備が必要となる。 

特に、日本政府は以下の施策を進めている。 

---------------------------------------------------------------- 
①ワット・ビット連携官民懇談会： 
データセンターの整備と電力・通信インフラの
統合的な推進 
 
②新サイバーセキュリティ法： 
経済安全保障の強化と重要経済基盤の保護 
 
③防衛 3 法におけるサイバー対策： 
重要インフラ防御、通信保護、海外攻撃の無害化 
 
④個人情報保護法の見直し： 
データ利活用とプライバシー保護の調整 
---------------------------------------------------------------- 
これらの政策動向はすべて、全省庁の守備範

囲を包含した役割を含むことを踏まえ、本章で

は、上記に列挙したデジタルインフラストラク

チャーを新たな重要インフラとして定義し、そ

の安全保障上の課題や政策的対応を検討する。 

 

 

 

 

 

5.3 
 
日本における 
サイバーセキュリティの 
連携課題と国際協力 
 

5.3.1｜ 
官民連携の課題と提案 
 
官民連携は、日本のサイバーセキュリティ対

策において不可欠な要素でありながら、依然と
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していくつかの課題を抱えている。 

主な問題点として次の三点があげられる。 

 

1 ）情報共有の制約 
官民間の情報共有のメカニズムが確立してい

ない。特に、インフラを保護するための脅威情報

の交換には課題があることが知られている。重

要インフラを担う民間企業は自社のセキュリテ

ィ対策を優先し、情報公開に慎重な姿勢を取る

ことが多く、これが迅速な対応を妨げている面

がある。重要インフラのサービスは持続的であ

るべきで、そのためには、自社に限定しない安全

対策と障害対応、さらに、代替サービスなど、広

い視点でのセイバーセキュリティのデザインが

重要である。 

 
2 ）リソースと技術力の格差 

政府機関のサイバーセキュリティ対策は、予

算や人材の制約を受けやすく、民間の先進的な

技術とノウハウを十分に活用できていない。特

に、中小企業ではサイバー攻撃対策が遅れがち

であり、官民連携の枠組みを強化する必要があ

る。 

 
3 ）官民専門人材の交換と交流 

サイバーセキュリティに限らず、デジタル技

術系の人材は、政府機関において極めて不足し

ている。そのために、人事制度の改革による官民

の専門人材の共有や交換を実現する「人材リボ

ルビングドア」を実現する必要がある。 

 

5.3.2｜ 
国と地方の連携 
 

サイバー攻撃は、中央機関だけでなく、地方自

治体や地域の企業にも大きな影響を及ぼしてお

り、国と地方の協力が不可欠である。しかし、以

下のような解決すべき課題も存在する。 

 
1 ）自治体のリソース不足 
地方自治体のサイバーセキュリティ対策は、

都市部と比較すると脆弱であり、専任の専門家

が不足していることが多い。特に、小規模自治体

では人的資源が限られており、適切なセキュリ

ティ対策を講じるのが困難である。地方自治体

向けのサイバーセキュリティ支援体制は、専門

家の派遣や共有、技術支援を強化する一方、特に、

民間、金融機関、防災や警察など、自治体単位で

の具体的な体制の形成が不可欠である。 

 
2 ）統一的な政策の欠如 
国が策定するサイバーセキュリティ政策が地

方レベルで十分に実施されているとは限らず、

地域ごとに取り組みの差が生じている。これに

より、地方自治体間の対応にばらつきが生じ、脆

弱な地域が攻撃の標的になりやすくなる。デジ

タル庁による DXのガイドラインが功を奏し始め

ていることを踏まえ、国主導の「統一セキュリテ

ィガイドライン」を地方レベルでも適用できる

よう、具体的な施策を提供し、その着実な実行の

評価・監査体制を確立する必要がある。 

 

5.3.3｜ 
世界と日本の連携 
 
国際的なサイバーセキュリティ協力は、日本

が信頼されるデジタル社会を構築するための重

要な要素である。特に、英国、米国、韓国、オー

ストラリアと日本の関係に焦点を当てると、各

国との連携の特徴と課題が見えてくる。 

 

1 ）英国 
国家サイバーセキュリティセンター（NCSC）と
の協力：英国の NCSC は、政府と民間の連携を強
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化し、サイバー脅威への対応を迅速化する役割

を担っている。日本の状況との類似点が多く、日

本との協力では、情報共有の枠組みを拡大し、共

同研究を推進することが重要である。 

 
2 ）米国 
サイバーセキュリティ・社会基盤安全保障庁
（CISA）との連携：米国の CISA は、重要インフ

ラの保護を目的としたサイバーセキュリティ対

策を推進している。日本との協力では、法的枠組

みの調整を進め、情報共有の効率化を図ること

で、他の安全保障の体制を含め、強力な連携とな

る。 

 

3 ）韓国 
国家情報院（NIS）との技術協力：韓国の NIS は、

金融機関や政府機関のサイバーセキュリティ対

策を強化している。日韓間での技術協力を深め

るため、金融分野における連携への期待が大き

い。 

 
4 ）オーストラリア 
オーストラリアサイバーセキュリティセンター
（ACSC）との地域連携：ACSC は、サイバーセキ

ュリティを取扱うオーストラリア政府の機関で

あり、サイバーセキュリティそのものに加え、警

察、防衛等の使命を担っている。英国、米国、カ

ナダ、ニュージーランドとともにファイブアイ

ズの一員であり、アジア太平洋地域における日

本の役割の拡張に関して、パートナーとしての

役割を果たしている。ACSC は、インドネシア、

フィリピン、マレーシア、パプアニューギニア、

フィジーなどのサイバー防衛能力構築支援（キ

ャパシティ・ビルディング）を実施しており、日

本にとって重要な連携先となる。 

 
 

5.3.4｜ 
日本のセキュリティ・クリアランスの実態 
 
日本では、2025 年 5 月に「重要経済安保情報

保護活用法」が施行され、セキュリティ・クリア

ランス制度が導入される予定である。この制度

は、政府が保有する安全保障上重要な情報への

アクセスを制限し、適性評価を受けた者のみが

取り扱えるようにするものである。 

日本のセキュリティ・クリアランス制度が米

国や英国の制度と連携するためには、法制も含

めて未だ課題があり、関係研究機関の提案によ

る前進が必要となっている。 

 

 

 

 

 

5.4 
 
海底ケーブルと 
日本の戦略的役割 
 

5.4.1｜ 
日本の地理的戦略性と 
海底ケーブルネットワーク 
 
日本は、東アジアの中心に位置するため、北

米・EU・アジア・太平洋地域を結ぶ最適な通信拠

点となる。そのため、以下の接続ルートをバラン

スよく整備することが重要となる。 

 
1 ）北米との最短ルート（太平洋直結ケーブル） 
本州北部から東京、北海道苫小牧の海岸と北

米、特にカナダブリティッシュコロンビア州、そ
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して、米国ワシントン州、ポートランド州への接

続距離が短く、北米との通信遅延の短縮を図る

上で、重要なルートとなる。日本ばかりでなく、

日本を経由したアジア各国と北米の経由ルート

でもあるため、多くのケーブルが存在する。 

 

2 ）ヨーロッパとの最短ルート（シベリア・北極
海経由の接続） 

ヨーロッパと日本との最短ルートは、2008 年

に敷設されたシベリア経由のトランスロシアケ

ーブルを用いた 2 系統のケーブルである。KDDI

の RJCN(Russia-Japan Cable Network) は 、

Rostelecom 社との共同で敷設され、直江津市と

ナホトカを接続し、ロシア国内を横断する大陸

横断ケーブルの TEA（Trans Europe-Asia）や TEA2

と接続されている。NTT のケーブルは、Trans 

Telecom 社と提携し、北海道からサハリンを接続

している。これらはいずれも日本と EUを最短距

離で繋ぐため、低遅延の通信を実現するが、現在

では地政学的リスクもあり、インド洋やアメリ

カ大陸経由の利用に切り替えるクライアントも

多い。 

 

3 ）太平洋諸国との連携（オセアニア・南北米国
大陸との接続） 

Google 社は 2024 年から、太平洋の海底ケーブ

ル計画の進行を発表し始め、グアム、フィジー、

日本、ハワイ、オーストラリアを含む南太平洋全

域をつなぐ「Pacific Connect 計画」として総合

的な発表を行った。この計画は、チリ政府と

Google、フレンチポリネシアとのフンボルト

(Humboldt)ケーブルとも連携し、南半球を覆う

巨大なブロジェクトとして発展しつつある。こ

の背景には、同海域の安全保障的な背景（後述）

があると同時に、インターネットの接続性を持

てない地域に対して具体的な成果を期待できる。 

日本の国立天文台は、チリ政府、欧州、北米と

協力してアルマ望遠鏡を設置しており、日本及

び世界の研究者に対して、観測データへのアク

セスを可能にすることも期待できる。 

 
4 ）アジア・中東・インド・アフリカとの連携（東
南アジア経由の分岐戦略） 
日本から東南アジアのケーブルは、世界の通

信インフラの中核を担う重要な存在であり、日

本からシンガポール、インドを経由して、中東か

らヨーロッパ、そして、アフリカに至る幹線とな

っている。 

日本はデジタルインフラのグローバルな結節

点としての機能を確立しているが、それは、民間

の歴史的な発展経緯で実現したものであった。 

グローバルなインターネット接続を支える海

底光ファイバーの寿命は 25～30 年とされており、

常に新しい戦略によって議論すべきインフラで

ある。実際、東シナ海、南シナ海の安全保障面の

不安定要素として、ケーブルの切断や修復の障

害などが報告されており、中東方面やヨーロッ

パ内部でも同様な事例が報告されている。これ

らを鑑みると、日本は、上記の各方面への冗長的

なグローバル接続を発展させ、代替ルートの設

計とともに総合的な推進体制を構築することが

必要である。 

インターネットの堅牢性は、1990 年にイラク

のクウェートへの侵攻を発端として発生した湾

岸戦争における軍事作戦で証明されたとされて

いる。湾岸戦争はまた、砂漠の砂嵐との戦いでも

あり、通信機間のデータ通信において、唯一安定

的に稼働した通信システムがインターネットプ

ロトコルであった。インターネットの経路制御

は、ネットワークの状況に応じ、データの転送経

路の動的選択を可能にしている。つまり、冗長な

経路が存在するようなネットワークのトポロジ

ーが準備されれば、局所的な障害が発生しても

自動的に代替経路を発見し、目的のコンピュー
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ターへのデータ通信を行うことを可能にしてい

る。 

ここで重要な点は、「冗長な経路が存在するよ

うな、ネットワークのトポロジーが準備されれ

ば」という条件が存在することである。この冗長

な経路は、すべて同じ通信技術であることが必

要条件ではなく、光ファイバーでも無線通信で

も構わない。ロシアのウクライナ侵攻の際には、

光ファイバーによる接続経路に加えて衛星通信

という冗長な経路を緊急に提供し、インターネ

ットの接続性を維持したのである。すなわち、デ

ジタル通信の維持のためには、物理的な観点で

のデジタルインフラの冗長性が“面として”準

備・提供されることが、デジタル通信インフラの

安全保障の観点から必要となる。インターネッ

トはグローバルな相互互助によるネットワーク

システムであり、この物理的な通信インフラは、

必ずしもすべて自力で整備する必要はない。多

数のネットワーク運用者が協力・連携して、イン

シデントに対応可能な物理的冗長性を実現する

ことを可能にしている。 

このような相互連携によるネットワークの実

装と運用体制の構築が、デジタルインフラの安

全保障に資することとなる。 

 

5.4.2｜ 
海底ケーブルの安全保障政策 
 
南シナ海の不安定化 
南シナ海では、中国が「九段線」に基づき、広

範な海域の領有権を主張しており、これに伴い、

多数の漁船の往来がある。漁船は、漁業に従事す

る際にアンカーを打ち、引き上げる際に海底ケ

ーブルを切断する可能性があることが知られて

いる。国際海底ケーブル保護委員会（ICPC）には、

数週間に１回以上の頻度で海底ケーブルの障害

日本周辺の海底ケーブルネットワーク 図表 5.1 

出典：筆者作成 
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発生が報告されている。また、中国は、他国の排

他的経済水域（EEZ）内でのケーブル敷設や修理

に対し、許可の遅延や制限を行使していること

も報告されている。 

 
南太平洋のデジセル問題 

デジセル・パシフィックは、パプアニューギニ

ア、フィジー、サモア、トンガ、バヌアツ、ナウ

ルなど、南太平洋の 6 カ国で通信サービスを提

供する主要な通信事業者であり、約 280 万人の

加入者を抱えていた。2021 年、デジセル・パシ

フィックの親会社であるジャマイカのデジセ

ル・グループが財務再建の一環として同社の売

却を検討していた際、中国の国有企業であるチ

ャイナ・モバイルが買収に関心を示していると

の報道があった。これに対し、オーストラリア政

府は、南太平洋地域における中国の影響力拡大

を懸念し、オーストラリア、アメリカ、日本など

が共同で、中国による買収を阻止するため、オー

ストラリアの大手通信会社テルストラ（Telstra）

によるデジセル・パシフィックの買収を決定し

た。この買収は 2022 年 7月に完了し、テルスト

ラがデジセル・パシフィックを完全子会社とし

て運営することとなった。この買収には、アメリ

カの国際開発金融公社（DFC）や日本の国際協力

銀行（JBIC）も関与し、地域の通信インフラの近

代化と安全性の向上を支援するための資金提供

が行われた。 

 

5.4.3｜ 
米国政府の Team Telecom 
 

米国の FCC は、米国の通信全般、特に、民間が

主導すると考えられている周波数割当や産業通

信政策を担当してきた。一方、DOC の NTIA は、

連邦政府機関向けの無線周波数や通信政策を担

当する。これは、日本において、デジタル庁の誕

生以来、同庁が政府のデジタル資源の管理など

を担ってきたモデルと類似している。 

こうした中、1990 年代に米国政府は、海底ケ

ーブルの陸揚げ許可に関して、従来、国務省主導

の審査を行っていた方針に加え、2000 年代に安

全保障上の懸念が高まったことを背景に、非公

式の省庁間組織として Team Telecom を設立し、

Team Telecom が FCC の審査に関与するようにな

った。それにより、この組織は米国連邦通信委員

会（FCC）の許認可プロセスに関与し、国家安全

保障上のリスクを評価し、介入する役割を担っ

て機能し始めた。このことは、民間主導による通

信やインターネット産業の許認可を担っていた

FCC に連邦政府が直接関与する環境ができたこ

とを意味する。 

2020 年には、Team Telecom が正式な組織とし

て公式化され、それに伴い、審査対象が拡大し、

特に、中国製の通信機器の使用に関する規制が

強化された。2022 年以降、国務省も審査への関

与を見直し、海底ケーブルの安全保障審査がよ

り厳格化された。これにより、Team Telecom は、

政府の合法的な傍受活動への協力を求める方針

（情報セキュリティ対策）、中国製機器の排除を

含むリスク軽減策の導入という方針（サプライ

チェーン管理）への転換を行った。その結果、許

認可プロセスが複雑化し、審査期間の長期化な

どの事例も報告されている。 

 
5.4.4｜ 
ヨーロッパなどの 
海底ケーブル安全保障政策 
 
国連総会での共同声明（2024 年）では、米国、

フランス、日本を含む 16カ国及び EU が、海底ケ

ーブルの安全性確保を目的とした国際法の順守

を求める声明を発表した。UNCLOS（海洋法に関す

る国際連合条約）第 113 条に基づいて、EU 加盟
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国は、公海に敷設された海底ケーブルの損壊行

為を処罰する法制度を整備し始めた。 

しかし、UNCLOS の実効性にはさまざまな議論

があり、UNCLOS 第 113 条の規定に従う法律を制

定していない国が多く、国際的な法的枠組とし

ては脆弱である。 

 

 

 

 

 

5.5 
 
データの信憑性と 
適切なデータ利用 
 

海底ケーブルやデータセンターを通じて個人

及び組織間で交換されるデータの信憑性の確

保・維持は、特に、サプライチェーンの安全保障

にとって重要な課題である。インターネット及

びインターネットを利用する社会・経済活動に

おいては、データの不適切な利用や改竄が行わ

れていないことを検知する機能が、グローバル

なデジタル空間で実現されなければならない。 

社会活動や経済活動は、そのほとんどがグロ

ーバルな空間上に形成されるサプライチェーン

ネットワークを形成し、そのトポロジーは時々

刻々変化している。我々は、動的に変化するグロ

ーバルなサプライネットワークにおいて、デー

タの改竄が行われない、安心なデジタル通信ネ

ットワークを形成しなければならない。すなわ

ち、データの信憑性の確保と適切なデータ利用

の実現が必要なのである。 

このような環境を実現するために、「セキュリ

ティー・バイ・デザイン」「プライバシー・バイ・

デザイン」の考え方、さらに、「ゼロトラスト」

の考え方が提唱された。設計段階からセキュリ

ティとプライバシーの両方を考慮するべきとの

指針である。さらに、攻撃は「どこから来るのか

分からない/特定できない」ことを前提としたシ

ステムの設計と実装、さらに運用を行う必要が

あるとされ、その実現のため、さまざまなガイド

ラインや検査/検証システムが存在している。 

これらを実現するためには、どこかに「トラス

ト・アンカー(Trust Anchor)」と呼ばれる 信頼

の起点が必要となる。このトラスト・アンカーを

誰が用意するのかという問題は、安全保障の実

現に深く関係することとなる。信頼の「起点」で

あるので、必然的に「国」がその有望な一つの候

補となる。ここで留意すべき点は、「有望な一つ

の候補である」という考え方である。さらに、信

頼の「起点」は単一障害点(Single Point of 

Failure)とならないような実装が必要となる。 

インターネットの設計・実装・運用は、マルチ

ステークホルダー(MSH；Multi-Stake Holder)と

いう考え方で実現されている。「国」は、重要性

の高い Critical なステークホルダーという位置

づけではあるが、「国」が全てを引き受けること

は、システムの冗長性と多様性の観点から危険

な実装となってしまう。したがって、複数のステ

ークホルダーが連携・協調して、自律分散型のト

ラスト・アンカーシステムを形成することが望

まれる。 すなわち、「国は、”a” トラスト・ア

ンカー」であるべきである。個人および組織間で

交換されるデータの信憑性の確保・維持に必要

となるトラスト・アンカーの設計・実装・運用に

おいては、相互連携によるネットワークの実装

と運用体制の構築が必要であり、その適切な実

装・運用が、デジタルインフラ上でのデータ利用

の安全保障に資すると考えるべきである。 

インターネットは、多様性を持つ物理層、デー

タスペース層、統一性を持つグローバル空間で
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のデジタルパッケージの転送を実現する TCP/IP

層の 3 階層で構成されている。これがインター

ネットの前提であり、以下のように整理するこ

とができる。 

 

1. 統一(Unified 技術,i.e.,TCP/IP)によって、デジ
タルデータの「自由な生成・流通・加工」が可能
な「国境を跨る」物理的連邦(Federated)システ
ム。 
 
2. 自律分散（P2P）から新しいサービスが創生
され、分散は維持しながらの集中（CS）によるビ
ジネス化。①“Start Small, Scale Fast”、②敢え
て最適化しない（変化可能なモノが生き残る）。 
 
3. グローバルな空間上に CONNECTED な 国
境を 跨る{ 技術的 にも} 多様 性を持 った Data 
Space”s”を形成。これまで、Disconnected だっ
たシステムが、CONNECTED になり、新しい Data 
Space を創生する。さらに、国境が存在しない物
理空間（e.g., 宇宙）も存在し、CONENCTED に
なりつつある。 
 
4. 「国」（“a” critical stake holder）を含むマ
ルチステークホルダ（MSH; Multi-Stake Holder）
での運用。 
 
5. 複数の Trust Anchors での分散&連携運用。 
 

 

 

 

 

 

 

 

5.6 
 
ACD（Active Cyber Defense）と 
能動的サイバーセキュリティ 
 

サイバーセキュリティの重要性と具体的で効

果的な対策が、個人、組織、そして国家に必要と

の認識が急速に一般化している。これまでの対

策は、活動の継続に必要な CIA の実現とされて

いた。C「機密性」、I「完全性」、A「可用性」の

3 要素に関する「防御(ディフェンス)」である。 

防御が必要とされるということは、すなわち、

「攻撃(＝アタック)」の存在を前提としている

ことになる。「何のために攻撃するのか？」とい

えば、攻撃によって攻撃対象が打撃を受け、攻撃

側が利益を獲得する可能性があるからである。 

小規模な{ほぼ一方的な}攻撃が「紛争」であり、

大規模な攻撃に対する防御と攻撃側に対抗する

攻撃が「戦争」である。紀元前 500 年頃の中国春

秋時代に執筆されたとされる「孫子の兵法」は、

現在でも戦争に関するバイブルとして広く参照

されている。「孫子の兵法」には、戦争に勝利す

るために何を行うかが整理されているが、孫子

は「戦争は極めて深刻なものであるから、よく考

えるべきである」という“非好戦的な思想”を提

唱している。「戦争は回避すべき」との戦略であ

る。これは、日本における「専守防衛」に通じる

ものであり、世界中の軍事のプロは「戦争行為を

行わないことが求めるべき勝利」と考えている

ようである。 

約 10 年前、ACD(アクティブ・サイバーディフ

ェンス)に関する議論がグローバルに行われた。

その結果、2018 年 11 月、9 つの原則からなる The 

Paris Call として提唱され、米国も 2021 年 11

月に参加を発表した。その主旨は、攻撃の発生へ
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の受動的(パッシブ・リアクティブ)な対策では

なく、可能性のある攻撃への防衛策をあらかじ

め(プロアクティブ)用意・準備するという考え

方である。特に、 

「攻撃を未然に防ぐための反撃、攻撃行為に対
しての攻撃側への攻撃は行わない（No hack back, 
active defense and countermeasures）」 

と明記されている。すなわち、日本で議論され

ている「能動的サイバー防御」の具体的実装には、

適切な注意が払われなければならない。弱点を

見せない(“隠す”を含む)、攻撃する意味・利益

が存在しない状況にすることが目指すべき状態

であり、そのための情報収集と共有・連携を防御

側で実現することが必須とされているのである。 

 

Active Cyber Defense (ACD), also known as 

adaptive security, is a rapidly emerging branch of 

cybersecurity. It integrates and enhances several 

cyber intelligence, cyber protection, and cyber 

analytics technologies to proactively and 

predictively combat cyber attacks and protect 

data assets. Rather than passively waiting for 

cyber attacks to occur, ACD takes an active and 

proactive approach. Here are some key points 

about Active Cyber Defense: 

 Proactive Defense: ACD focuses on actively 

defending against cyber threats rather than 

merely reacting to them. It aims to prevent 

attacks before they happen by collecting 

information about potential threats in advance 

and enhancing defense capabilities. 

 Threat Intelligence: ACD involves gathering 

intelligence about cyber threats, including 

attack patterns, tactics, techniques, and 

procedures (TTPs). By understanding the 

methods used by attackers, organizations can 

better prepare their defenses. 

 Preemptive Measures : ACD includes 

monitoring network traffic during normal 

operations to detect early signs of cyber 

attacks. If suspicious activity is detected, 

organizations can take preemptive measures 

to neutralize threats or even launch 

countermeasures. 

 Government Initiatives: Countries like the 

United States and the United Kingdom have 

been actively working on ACD initiatives. 

Government expert panels have emphasized 

the need to strengthen defensive capabilities 

through ACD. 

 In summary, Active Cyber Defense aims to 

thwart attackers’ objectives by actively and 

proactively defending against cyber threats. 

It’s a crucial strategy in today’s rapidly 

evolving threat landscape. 
 

 

 

 

 

5.7 
 
データセンターに 
求められるセキュリティ 
 
5.7.1｜ 
新しいセキュリティを先導する 
データセンター 
 
データセンターを構成するすべての機器のデ

ジタル化とネットワーク化、さらに、システムの

デジタル・ツイン化、AI及び(ハードウェアとソ
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フトウェアの両面での)ロボットによるスマー

ト化は、これまで基本的には個別に独立して運

用されてきた機器・設備・システムの相互接続と

連携・協働運用の方向へと向かう。すなわち、既

存の垂直統合型のビジネス構造の創造的破壊で

ある。その結果、今後の設備システムは、必然的

に、オープン化とネットワーク化を前提とした

設計・実装・運用・保全が実現されなければなら

ず、適切で有効なサイバーセキュリティ対策の

適用が必須条件となる。 

そのセキュリティ対策は、「まずは自助，次に

共助，最後に公助」の原則のもと、結果的にリス

クを増大させる「過保護」な施策を「勇気をもっ

て」避けなければならない。さらに、「経験や知

見の共有」を実現し、すべての関係者（ステーク

ホルダー）の間で連携・協調・協働しながら、す

べての関係者の活動を応援・支援し、安心して挑

戦ができる体制の確立・実践が必要である。 

このような、適切なセキュリティ施策の確立

と実践によって、これまで、個別に運用されてき

ていたシステム間でのデータ連携と、システム

統合の実現によるシステムの「継続的イノベー

ション」及び「安定した事業継続性」が実現され

ることになる。 

データセンターを構成するすべての設備が物

理(ハードウェア)・サイバー(ソフトウェア)の

両面で相互接続され、各機器・システムの提供者

(ベンダー)だけではなく、システムの利用者(ユ
ーザ)もデータの利用が可能で、システムの管理
制御にも参画することが可能な、”オープン”な
システム環境の提供が求められる。さらに、そこ

では持続可能なイノベーションと発展性を持つ

SDGs ( Sustainable Development Goals )の実

現を目指さなければならない。例えば、エネルギ

ーシステムにおける SDGs は、3E+S、すなわち、

Energy Security 、 Economic Efficiency 、
Environment、＋Safety を同時に実現することを

意味するが、これは、1つのインフラが 4つの機

能を同時に実現すると考えることができる一方、

「スマートなインフラを構築することにより、1

つの投資が 4 つの目的(＝事業利益)によって償

却(＝Pay off)される」と捉えることもできる。 

また、電力システムは、これまでウォーターフ

ォール型の発電側から消費側への一方向のシス

テムとなっていたが、発電側と消費側での双方
向でのネットワーク型の電力管理制御システム
への改革を推進するための環境・制度の整備と

拡充が進められている。 

このような、電力システムにおける SDGs と同

様の進化が、ビッグテックが主導する OCP(Open 

Compute Project)などを通じて、データセンター

においても実現されなければならず、実際に実

現されつつある。 

 

5.7.2｜ 
デジタルツインを基にした 
サイバーファーストとロボット前提 
 
現実世界のすべてのシステムの構造や動き・

振舞いが、デジタル世界で完全にコピー

(Digital Twin2)され、さらに、各システムがネ

ットワーク化されることで、デジタル空間(サイ

バー空間)上に、すべてのシステムが統合化可能

なデジタルシステムが構築される。これまで連

携・協働することがなかったシステム間でのデ

ジタルデータの共有が行われ、従来はできなか

った連携・協働が可能となる。この新しい連携・

協働によって、これまでにないインフラの効率

化・高性能化・高機能化、さらに新機能の創生・

導入という「付加価値の創生」が実現される。 

このような「ビッグデータ」、「IoT(Internet of 

Things)」、さらに「人工知能」が前提のデータセ

ンターインフラの実現には、「Stove-and-Pipe」

の構造が大きな障害となることが認識された。
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「Stove-and-Pipe」と呼ばれる垂直統合型のサ

イロ(silo)型のシステム・事業構造を”De-Silo-

ing”し、水平統合型あるいはマトリックス型の

構造へと移行(Migration)することを目指さな

ければならない。 

さらに、デジタル・ツインの存在を前提とした

ソフトウェアロボット及びハードウェアロボッ

トとの共存を前提にしたデータセンターの設

計・実装・運用へと進化を遂げなければならない。

当然、これらロボットの背後には人工知能の存

在が前提となる。 

これまでのデータセンターの実装と運用は、

「人(ヒト)」による作業が多くの場面で前提と

されていた。しかし、ロボットの進化は、多くの

作業を人ではなくロボットが代用可能にしてき

ている。ロボットの導入には、データセンターの

デジタル・ツイン化と LMM(大規模マルチモーダ

ルモデル)の構築が必要となり、結果的に、これ

までのような、人の存在と作業を前提としたハ

ードウェア及びソフトウェアの構造設計ではな

く、ロボットが存在し、人と共存・連携するため

の構造へと進化しなければならない。 

こうした「ロボット前提」への進化は、データ

センターを、現在のような都市部集中から再生

可能/脱炭素エネルギー源へと展開し、分散化さ

せる意味においても重要な進化である。 

 

5.7.3｜ 
データセンターにとっての AI（人工知能） 
 

データセンターで稼働するアプリケーション

として、2012 年、カナダ・トロント大学の

Geoffrey Hinton 教授(2024 年ノーベル物理学賞

受賞)のグループによる「畳み込みニューラルネ

ットワーク」を用いた深層学習、2015 年に Google

社 DeepMind が開発した Alpha Go、そして 2022

年に OpenAI が発表した大規模言語モデル(LLM; 

Large Language Model)を用いた生成 AI である

ChatGPT の発表によって、第 4 次 AI ブームとも

いわれる劇的な AIブームが起こっている。 

特に、Google 社 DeepMind の頃から超大規模デ

ータを超大規模なサーバクラスタで処理する大

電力消費のデータセンターの必要性が認識され

るようになり、OpenAI による ChatGPT の登場が

これを急加速させることとなった。人工知能が

データセンターの需要家(＝ユーザ)となったの

である。 

一方、人工知能は、データセンターの運用、さ

らに、設計においても大きな役割を持つように

変化し、貢献を行っており、その貢献度は拡大を

続けている。 

 

1 ）サイバー攻撃への防御 
クラウド”サービス”は、2006 年、アマゾン社

によって起動されたが、それ以前から仮想マシ

ン技術を導入した大規模サーバシステムのデー

タセンターでの稼働は、マイクロソフト社や

Google 社が自社サービス用として行っていた。

サイバー攻撃への対処は、サービス品質の維持

をサービス提供の持続性にとって、当初から最

重要な仕事であった。サイバー攻撃の検知(と対

策)のために、ビッグテックは、スマート NIC 

(Network Interface Card)3の導入などを行い、

サイバー攻撃のトラフィック解析や、トラフィ

ックの監視・解析による感染の検出を行ってい

た。トラフィックの解析には、人工知能技術が積

極的に挑戦・導入・利用されている。 

近年は、①機器の設定情報(e.g.,Configファイル)

の情報を用いた Attack Surface Detection によ

る未然の攻撃防御(＝ACD;Active Cyber Defense)、あ

るいは、②LLM を用いた多数の監視ツール群の統

合化など、人工知能を用いたサイバー攻撃の

Reactive な攻撃防御と Proactive な攻撃防御が

広く実装されつつある。  
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2 ）稼働状況の把握と管理制御 
データセンターの効率的な運用を実現するた

めに、人工知能を用いたデータ駆動型の管理・制

御も急速に導入されつつある。各導入機器の健

康診断(＝①故障の予知、②稼働効率)だけでは

なく、システム全体の健康診断を LLM(大規模言

語モデル)、さらに LMM(大規模マルチモーダルモ

デル)を用いて実現しようとする挑戦である。 

機器の故障や性能低下への対処・対応は、シス

テムの設計時に考慮され、その対策を実装する

が、故障や性能低下を事前に予測可能であれば、

システムの信頼性が格段に向上することは明白

である。 

人工知能は、障害対策だけではなく、データセ

ンターの稼働効率の向上と稼働の最適化にも利

用されている。稼働効率の向上は、電力使用量の

削減に結び付く。一方、稼働の最適化は、電力使

用量の削減だけではなく、稼働機器の故障確率

の減少(＝機器の稼働寿命を長くする)につなが

り、結果的にはデータセンターの運営経費の削

減に寄与することになる。 

 

このように、人工知能は、データセンターの利

用者が稼働させるアプリケーションだけではな

く、データセンター自身の防御と運用の最適化

によるサービス及び事業の持続性に貢献するよ

うになってきている。 

 

5.7.4｜ 
セキュリティに対する考え方 

 

セキュリティは、「誰かが解決してくれるもの」

ではなく、「関係するすべてのステークホルダー

間による協調と協働」によってはじめて実現さ

れるものであることを念頭に置く必要がある。 

しかし、以下のような「危険で不適切な」状況

が散見されているのが現実である。 

多くのプロダクトにおいて、単に「閉じていれば
安全」だと考え、対策を怠っている。 
 

これらは、データセンターを構成するすべて

のハードウェアをソフトウェアが「インターネ
ットへの接続性の提供を前提とする」今後のデ

ータセンターにとって、結果的に非常に危険な

考え方となる。 

「閉じていれば安全」という考え方によって

構築・運用されるシステムは、他のシステムと相

互接続する際のセキュリティリスクと、運用者

が「意図しない」状況での外部機器及び外部シス

テムとの接続のリスクが非常に大きくなる。そ

の結果、システムの統合コストの増加のみなら

ず、統合化、すなわち他システムとのデータ連携

を不可能にし、新しいシステム構造の導入の障

害となってしまう。つまり、外部システムやイン

ターネットへの接続を前提としたサイバーセキ

ュリティ対策(=“Security-by-Design”)が、

データセンターを構成する IT(Information 

Technology) シ ス テ ム だ け で は な く 、 OT 

(Operational Technology)システム 4にも適用さ

れ、データセンターにとっての BCP (事業継続計

画)及び事業の成長戦略の観点におけるセキュ

リティ対策となることを認識しなければならな

い。 

さらに、サイバーセキュリティを含むセキュ

リティ対策は、データセンターに閉じたセキュ

リティ対策だけではなく、「データセンターを構

成するすべての機器・システムの設計・構築・運

用に関係する多数の事業者から構成されるサプ

ライチェーン」に関するセキュリティ対策の実

現が重要となる。ソフトウェアにおける SBOM 

(Software Bill of Materials)は、その典型例で

ある。 

経済産業省の「産業サイバーセキュリティ研

究会 5」や、2024 年に発足した「ウラノス・エコ
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システムの拡大及び相互運用性確保のためのト

ラスト研究会 6」の成果が、データセンターに関

係するすべての事業者を包含するサプライチェ

ーンネットワークで実装されなければならない。 

 

5.7.5｜ 
IOT システムの 
IoF(Internet of Function)への 
進化への対応 
 

IoT は、「ソフトウェア(＝Function)」と「ハー

ドウェア(=Thing)」のアンバンドル化を考慮・実

現できていない概念である。ハードウェアには

複数のプログラム(＝ソフトウェア)が存在可能

であり、自由にアップデートとアップグレード

が可能となった。 

従来の組込み系デバイスでは、OS(オペレーテ

ィングシステム)を用いない専用機器、すなわち、

ハードウェアとソフトウェアが縮退(バンドル

化)していた。半導体技術の進展により、IoT 機

器は、アプリケーションプログラムに対して共

通のインタフェースを提供することで、自由に

アプリケーションをアップデート・インストー

ル・削除・移動させることが可能なハードプラッ

トフォームへと進化した。 

オペレーティングシステムは、アプリケーシ

ョンに対してハードウェアの特殊性を隠蔽し、

共通のインタフェースを提供する。さらに、ハー

ドウェアに依存しないオペレーティングシステ

ムのメモリイメージ(＝ゲスト OS)が定義され、

ライトウェイトのオペレーティングシステムの

メモリイメージ(＝ホスト OS)上で複数のゲスト

OS が動作可能となった。それが仮想マシン

(Virtual Machine)の導入である。 

仮想マシンの導入によって、モノ(=Things)を

インターネットで相互接続する IoT ではなく、

コト (=Functions)をインターネットで相互接

続する IoF (Internet of Functions)に進化する

こととなった。エンドユーザの領域における IoF

への進化は未だ必ずしも一般的ではないが、デ

ータセンター内で稼働する機器類においては急

速に常識化しつつある。 

 

5.7.6｜ 
グローバルな 
データセンターネットワークの 
セキュリティ 
 
インターネットはグローバルなデジタルイン

フラ基盤であり、データセンターは、①インター

ネットとの接続が前提、②グローバルなインタ

ーネット上の分散インフラ、という性質を持っ

ている。 

上述の通り、データセンターを用いたグロー

バルサービスの継続性の観点において、グロー

バル空間への展開が前提となるデータセンター

間でのデジタル通信を維持するためには、イン

ターネットを形成する物理通信インフラと同様

に、物理的な観点でのデジタルインフラの冗長

性が、“面”として地球上に準備・提供されるこ

とが要求される。具体的には、「冗長な経路が存

在するような、ネットワークのトポロジー」の形

成が必要となる。この冗長な経路は、すべて同じ

通信技術・サービスプロバイダであることが必

要条件ではない。このような、複数の通信プロバ

イダによる相互連携による“面”としての冗長性

を持った物理ネットワークの実装と運用体制の

構築と運用が、効率的なインシデント対応能力

を持ったグローバルなデータセンターネットワ

ークを実現することとなる。 

さらに、インターネット基盤上に形成された

（＋今後も形成される）多様性と独立性/自律性

を持つ多数の Data Space が、安心してデータの

流通と共有、加工を可能にするグローバル基盤
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の整備と運用を実現しなければならない。  

もう一つ、グローバルという観点におけるセ

キュリティとして、「地球温暖化」への対応が存

在する。日本だけではなく、米国においても、デ

ータセンターの電力消費の激増が、減少傾向を

続けていた総電力消費量を増加に転じさせたと

報告されている。 

データセンター基盤が提供するデジタルサー

ビスは、全産業での DX(Digital Innovation)を

実現させるとともに、その活動に必要な物理資

源量と稼働エネルギー量を劇的に減少させなけ

ればならない。つまり、DX による効率化と構造

変革によるエネルギー消費量の削減である。一

方、データセンター自身の総エネルギーの削減

も、データセンター業界の人類/地球への責任と

して捉えなければならず、自身のビジネスイン

センティブとなるようなエコシステムを形成し

なければならない。 

例えば、以下のような方法が存在することは

既に証明され、ビジネス化されつつある。 

 

1 ）半導体ハードウェア 
特に大量の電力を消費する GPU と CPU の省エ

ネルギー化は、シリコン半導体だけではなく、光

デバイス、さらに量子デバイスの可能性が存在

する。シリコン半導体も、最先端の回路技術を用

いることで、現在の汎用 GPU の消費電力を 1/10

あるいは 1/20 にできることが分かっている。 

光技術の導入は、既に大規模ネットワーク機

器やサーバ機器に普及しており、ハードウェア 

(＝モノ)とソフトウェア(機能＝コト)の Dis-

Aggregation によるデータセンター内およびデ

ータセンター間の消費エネルギーの削減にも挑

戦されている。 

 

2 ）ソフトウェア 
DeepSeek に代表されるように、ソフトウェア

の改善による計算の効率化は、結果的に消費エ

ネルギーの削減につながる潜在能力を持つと考

えることができる。 

例えば、AI 研究開発などに広く利用されてい

る高級言語 Python を C言語や Shell で置き換え

るだけで、10-50 倍程度の計算の効率化、すなわ

ち、エネルギー削減が可能となることが知られ

ている。 

 

3 ）既存インフラの再利用 
地球温暖化対策として、Operational Carbon

が主に議論されてきたが、近年、Embodied Carbon 

が注目されている。これは、システムの実装に必

要なすべての素材の製造に必要なエネルギー量

や、起動から廃棄に至るまでに必要なライフタ

イムに係るエネルギー量であり、その評価と削

減が、Scope3 のターゲットとして注目されてき

ている。特に、データセンターを構成する外躯や

内躯の構造物、サーバなどの電子機器の材料な

どの Carbon Footprint も評価の対象となってき

ている。 

このような観点から、既存の物理インフラの

再利用(リサイクル)や、データセンターの廃熱

等、これまで廃棄していた資源の再利用が必要

となってきている。  
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5.8 
 
災害と 
サイバーセキュリティ 
 

国土と国民の命の安全という意味における安

全保障では、災害に対する対策が不可欠である。

Covid－19 をきっかけとしたデジタル社会の発

展によって、すべてのインフラにデジタル技術

が関連する現在、災害とともにインターネット

やデジタル社会が発展してきた日本にとって、

災害は重要な道しるべとなる。 

 

5.8.1｜ 
阪神淡路大震災による 
インターネットの災害対応の幕開け 
 

1995 年 1 月 17 日に発生した阪神淡路大震災

は、情報通信インフラに甚大な被害をもたらし、

災害時の情報伝達の重要性と脆弱性を浮き彫り

にした。当時、インターネットはまだ一般には普

及していなかったものの、研究機関や一部の企

業の間では利用されており、被災地の情報発信

や安否確認などに活用される事例も見られた。 

この震災は、災害時におけるインターネット

の可能性を示すとともに、通信インフラの重要

性を再認識させる契機となった。その後の災害

対策においては、情報通信ネットワークの強靭

化、多様な通信手段の確保、そして災害情報の発

信・共有体制の整備などが重視されるようにな

った。 

 

5.8.2｜ 
同時多発テロとサイバーセキュリティ 
 

2001年 9月11日に発生したアメリカ同時多発

テロは、物理的な破壊だけでなく、サイバー空間

におけるテロの可能性を強く意識させる出来事

となった。テロ組織がインターネットを情報発

信、資金調達、連絡手段として利用する事例が明

らかになり、サイバー空間がテロ活動の舞台と

なり得るという認識が広がった。 

この事件以降、各国はサイバーテロ対策を強

化し、インターネット上のテロ関連情報の監視、

テロ組織のオンライン活動の阻止、テロリスト

によるサイバー攻撃への防御体制の構築を進め

てきた。 

サイバーセキュリティは、物理的なテロ対策

と並んで重要な安全保障の課題として認識され

るようになった。 

 

5.8.3｜ 
東日本大震災とサイバーセキュリティ 
 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、

巨大な津波によって沿岸部の情報通信インフラ

に壊滅的な被害をもたらした。電話回線やイン

ターネット回線が寸断され、情報伝達が困難に

なるなど、デジタル化された社会の脆弱性が露

呈した。 

一方で、2007 年から普及が始まったスマート

フォンにより、それに伴う位置情報の共有を用

いたサービスが拡がっていた。それらを用いた

SNS やインターネット掲示板などが、安否確認や

避難情報の共有に重要な役割を果たした。 

この経験から、災害時においてのライフライ

ンとしてのインターネットの可用性を確保する

ための対策の重要性が再認識された。具体的に

は、通信インフラの多重化、バックアップシステ

ムの整備、衛星通信や移動基地局の活用、そして

災害時の情報共有プラットフォームの構築など

が進められた。また、サイバー攻撃が災害対応を
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妨げる可能性も考慮し、災害時においてもサイ

バーセキュリティを確保するための対策が求め

られ始めた。 

 

5.8.4｜ 
能登半島地震とサイバーセキュリティ 
 

2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震は、

甚大な人的被害とインフラ被害をもたらし、情

報通信ネットワークにも大きな影響を与えた。

道路の寸断や停電などにより、インターネット

や電話回線が不通となり、被災地の情報収集や

外部との連絡が困難になった。 

この地震では、衛星通信や可搬型基地局など

が活用され、一部地域では通信が回復したもの

の、依然として情報伝達の遅延や途絶が課題と

して残った。また、災害に乗じた偽情報や詐欺行

為といったサイバー犯罪の発生も懸念された。 

能登半島地震の経験は、大規模災害時におけ

るデジタルインフラストラクチャーの脆弱性と、

サイバーセキュリティの重要性を改めて示した。 

災害時においても、情報通信ネットワークの

可用性を確保し、サイバー攻撃や偽情報から被

災者や支援活動を守るための対策強化が急務で

ある。具体的には、以下のような点が重要となる。 

 
---------------------------------------------------------------- 
1 ）通信インフラの強靭化： 
耐震・耐津波対策の強化、冗長化、バックアップ
回線の確保など。 
 
2 ）代替通信手段の確保： 
衛星通信を含む非地上通信ネットワーク（NTN）、
船舶通信、可搬型基地局などの活用。 
 
3 ）災害情報共有プラットフォームの整備： 
正確かつ迅速な情報伝達のためのシステム構築。 

 
4 ）サイバーセキュリティ対策： 
災害時におけるサイバー攻撃や偽情報対策の強
化。 
 
5 ）地域防災計画へのサイバーセキュリティの
組み込み： 
地方自治体における防災計画に、サイバーセキ
ュリティの視点を導入することの重要性が増し
ている。 
---------------------------------------------------------------- 
 

 

 

 

 

5.9 
 
北海道の役割と 
北極海ケーブルへの期待 
 

北海道には、21 世紀のデジタルインフラ、エ

ネルギー、サイバーセキュリティにおいて、 日

本の未来をリードする地政学的・戦略的使命が

期待される。 

 

5.9.1｜ 
北極海ケーブルと苫小牧陸揚げ 
 
北極海ルートを経由して、アジアと欧州を最

短距離で結ぶ新たな国際海底ケーブル計画が進

展する中で、 北海道・苫小牧市は、アジア側陸

揚げ拠点の最有力候補として注目されている。 

北極海を横断するケーブルは、従来のロシア

大陸横断ルートや米国経由ルートに依存しない
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「第三のグローバル通信動脈」を形成する可能

性がある。苫小牧は、気候条件、地勢的安定性、

既存インフラとの連携可能性などにおいて、陸

揚げ拠点として非常に高いポテンシャルを有し

ている。 

この陸揚げ計画が実現すれば、北海道は、日本

国内のデジタルインフラ冗長化、国際通信ハブ

化、災害時バックアップ拠点として重要な役割

を果たすことになる。 

 

5.9.2｜ 
米国大陸に最も近い地理的特性 
 

地理的に見ると、北海道は、日本列島の中で米

国アラスカ・カナダ方面に最も近い位置にある。

このことは、将来、北米直結型海底ケーブルの敷

設、太平洋北部経由の通信冗長ルートの構築に

おいて、大きな戦略的価値を持つことを意味す

る。 

サイバーセキュリティ上も、アジア太平洋地

域だけでなく、北米市場とのリアルタイム連携

を視野に入れた拠点整備が北海道では可能とな

る。 

 

5.9.3｜ 
北極海を越えた EU への接続ポテンシャル 
 

北極海ケーブルの整備により、北海道はアジ

アだけでなく、北極海を越えて直接 EU圏と通信

接続できる戦略的ゲートウェイとなる可能性を

持っている。 

これにより、北米依存の緩和、ロシア迂回回避、

多様な国際連携の強化、極地国際研究拠点の確

立などが実現でき、日本全体のデジタル主権と

通信レジリエンスを飛躍的に高める効果が期待

される。 

 

5.9.4｜ 
豊富な自然エネルギーと 
グリーンデータセンター構想 
 
北海道は、風力（特に道北・道東）、太陽光、

地熱、水力といった豊富な自然エネルギー資源

を有している。 

これらを活用して、環境負荷の少ないグリー

ンデータセンター群を整備する構想が進んでい

る。特に、再生可能エネルギー由来電力で運営さ

れるデータセンターは、グローバル企業のサス

テナビリティ要件（例：カーボンニュートラル目

標）に適合し、国際的なデジタルハブ拠点化に直

結する可能性が高い。 

サイバーセキュリティの観点においても、独

立電源とエネルギーレジリエンスの確保は極め

て重要であり、北海道の自然条件はこの点で大

きなアドバンテージとなる。 

 

5.9.5｜ 
GX 特区と独立ガバナンスモデル 
 
北海道は国の「GX（グリーントランスフォーメ

ーション）特区」構想の下、再エネ中心のエネル

ギー・経済システムへの移行を主導する役割を

担おうとしている。 

この GX 特区の枠組みを活用することで、官民

一体型でのサイバーセキュリティモデル、独立

したエネルギー・通信ガバナンスモデル、地域発

イノベーション（データセンター誘致、AI 開発

拠点整備）などが実現可能となる。 

北海道は、日本全体にとってのバックアップ

拠点にとどまらず、新しい時代のデジタル社会・

エネルギー社会をリードする先導モデルとして

の役割を果たすべき局面に差し掛かっている。 
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5.10 
 
まとめ 
 

日本のデジタルインフラストラクチャーが国

際的な安全保障および災害対応において果たす

べき戦略的役割についての考察を行った。 

国際通信ネットワークの強靭化、海底ケーブ

ルの戦略的整備、データセンターを核にしたデ

ジタルインフラのセキュリティ対策とデータの

信頼性の確保、さらに災害時の情報伝達システ

ムの確立が今後の重要課題である。 

 

 

 

■付録 1｜ 
インターネットの遮断・分断リスク 

 

インターネットの遮断・分断が最初に検討さ

れたのは、2001 年に米国で発生した同時多発テ

ロの発生時であろう。テロの準備にインターネ

ットが利用され、米国政府がテロ対策を十分に

行うことができなかったとされている。この経

験をもとに、アメリカ合衆国国土安全保障省

(DHS: United States Department of Homeland 

Security)が創設された。 

最初の段階では、インターネットを利用した

テロであり、テロリストの動向を把握できなか

ったのが原因であるから、インターネットを遮

断すべきとの意見であったようである。しかし、

既にインターネットは社会・産業・経済に深く浸

透し、グローバルな社会・産業・経済活動はイン

ターネットに依存していることから、インター

ネットの遮断は米国の社会・産業・経済を破壊す

ると認識され、インターネットの遮断は不可能

な選択肢となったとのことである。 

その代わりの政策として、インターネット上

でのデータ通信の監視機能の強化が行われるこ

とになった。このような、政府および政府に関連

する組織による通信データの監視は、米国以外

の国おいても行われ、常識化することになった。

米国政府による通信データの傍受・監視行為は、

2013 年 6 月の元 NSA 職員・エドワード・スノー

デンによる暴露によって公知のものとなった。 

2019 年末から発生した新型コロナ禍の際、「サ

ピエンス全史」の著者でもあるユヴァル・ノア・

ハラリ氏は、2020 年 3月 15 日の TIMES 誌に「人

類はコロナウイルスといかに闘うべきか―今こ

そグローバルな信頼と団結を（原題：In the 

Battle Against Coronavirus, Humanity Lacks 

Leadership）」と題した記事 7 を寄稿した。この

寄稿は、新型コロナ禍への対策として書かれて

いるが、現在の安全保障、デジタル経済安全保障

に関する意見が展開されている。 

 

------------------------------------------ 

①国境を越えた情報の共有が最善の対策 
②自国の都市を封鎖すれば、経済の崩壊を招き

ねない 
③1 国における感染症の拡大が、全人類を危険に

さらすことになる 
④新型コロナ対策を口実に、プライバシーの侵

害を越えた、国民の通信の傍受と行動の監視
を強化することができた 

------------------------------------------ 

 

2022 年 2月 24 日、ロシアがウクライナへの軍

事侵攻を行った。この際、スターリンクが、ウク

ライナのインターネットへの接続環境の維持に

大きな貢献をしたことは広く認識されている。 

ウクライナのインターネット接続環境の維持

が、ウクライナの社会・産業、さらには政府・軍

事活動に必須のものであることが分かっていた
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からである。 

もう一つの出来事は、ウクライナ政府からの

ICANN に対するロシアへのインターネット遮断

措置に関する要請である。具体的には、.ru （ロ

シア)に関する DNS (ドメイン名解決サービス)

の停止の要請である。これに対し、インターネッ

トコミュニティーは「No」の回答を行った。その

理由は、『世界からのロシア国民への情報の遮断、

ロシア国民からの世界への情報発信の遮断は、

「国境を越えた情報の共有」を阻害してしまう』

という考え方である。特に、各個人や各独立組織

からの情報発信、世界からの各個人や各独立組

織の情報受信は、ウクライナ侵攻の解決に向け

て極めて重要な環境提供であるとの判断であっ

た。各個人・各独立組織が、多様な情報をもとに

自律的な状況認識・解析を行い、行動の意思決定

を行うことができる環境の維持を阻止するべき

ではないとの判断を行ったのである。国境を越

えたグローバル空間におけるデジタルデータの、

自由なエンド・ツー・エンドでの流通・共有環境

の維持である。 

データの管理や利用法に関する「デジタル経

済安全保障」の議論が、世界中の政府内で活性化

している。そこでは、「自立」(not 自律)という

キーワードとともに、「分断」という選択肢がし

ばしば出てくる。エネルギーインフラに関して

も同様である。各国のインフラの「自立」と他国

からの「分断」が、近年の安全保障であるとする

傾向が観測される。「自立と分断」の象徴であっ

た米ソ冷戦構造は、「ウォッカ・コーラ」8に象徴

される実質経済の相互関係の拡大・進展によっ

て崩壊したと捉えることもできよう。 

安全保障にとって重要な観点は、両国が経済

的な相互関係を増加させたことにより、両国間

での喧嘩(＝戦争)をできなくしたと捉えること

も可能かもしれない。さらに、分断・喧嘩をする

よりも、手を結んで連携・協力することが賢い方

向性であるとの共通認識が形成された結果、

1989 年 11 月 9日の「ベルリンの壁崩壊」へと向

かったのではないだろうか。相容れないイデオ

ロギーの違いがあっても、結局、両国は戦争には

至らなかった。小規模な関連国での紛争・戦争は

少なからず発生したが、両国は結局のところ戦

争を行うことはせずに、ソ連が崩壊するに至っ

た。ウォッカがニューヨークに輸出され、米国人

が美味しいカクテルを楽しみ、コーラがモスク

ワに展開され、ロシア人は新しい食べ物を獲得

していた。イデオロギーは違っても、人間の欲望

を満足させる経済活動は国境を越え、一方に偏

ったものではなく、相互に依存関係を形成した

（していた）のである。非対称ではなく、対称だ

ったのである。2つの大国は、戦争による損失が

大き過ぎることを理解し、経済面から戦争には

至らなかったのではないだろうか。これは、家族

や夫婦関係に似ているかもしれない。相互依存

関係がなくなった時、つまり、各人が独立で生活

可能になると、家族も夫婦も一緒に生活する必

要がなくなり、関係を絶つ可能性が高くなるよ

うである。このような状況で、いざこざが起こる

と、それが小さなことでも、関係を崩壊する方法

を選択することが多くなるようである。強い依

存関係がある場合には、関係の崩壊を選択する

可能性は低くなる。また、小規模な衝突とそれに

よるコミュニケーションの存在が、関係の崩壊

の可能性を小さくする。依存関係は対称性を持

っているべきであり、非対称な依存関係の場合

には、依存する必要がなくなった瞬間に関係は

崩壊の方向に向かう可能性が増大する。対称性

が失われてしまうと、『つながりを切断』という

カードを切りたくなるのではないだろうか。経

済安全保障として、経済の自立性・独立性が叫ば

れているが、これは、危険な方向性といえるので

はないだろうか。依存関係を消失させ、非対称性

を増殖させるからである。致命的な喧嘩をしな
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いためには、依存関係と対称性を維持・増大さる

べきなのではないだろうか。 

連携・協力には、相互の信頼関係と敬意が必要

である。非対称な関係では、協力関係を構築・維

持することはできない。このことは、多様性の尊

重と包摂性の重要性をも包含している。デジタ

ル経済安全保障の確立には、「自立・分断」では

なく、「相互連携・相互依存」に舵を取る必要が

あろう。 

 

 

 

■付録 2｜ 
オープンでスマートな施設の実現 
 

2.1｜ 
注意が必要なビジネス慣習  
 

ベンダーロックインを維持するために、シス

テムのオープン化を行わない方向に誘導する典

型的なビジネス慣習の例を以下にあげる。 

------------------------------------------ 

 
1 ）オープン技術を用いることでご希望の要求

を満足することができますが、弊社の技術・
製品によって同様のことが、より安いコス
トで実現可能です。 
(注)ライフタイムコストでは，逆に大きなコ
スト負担となる場合が少なくない。 
 

2 ）ご希望の機能を提供することは「不可能」で
す。 
(注)実は可能でも、不可能と主張される場合
が少なくない。 
 

3 ）ご希望の要求を満足するための修正は不可
能ではありませんが、 

①このくらいの{大きな額の}、{システムの動
作検証を含む}開発費用が発生しますので、
この費用のご負担をお願いしなくてはな
りません。 

②修正に伴い、システムの維持管理に必要
な保守費用がこのくらい{大きな額}増加
することになります。 

③納品したシステムとはその構成が異なっ
たものになってしまいますので、関連す
る部分に関する「契約時の動作保証」は不
可能となります。 

 
4 ）セキュリティ面での問題が発生してしまい

ます。ご希望の修正を行った場合には、セキ
ュア（安全な）稼働を保証することは不可能
です。 
(注)そもそも，セキュリティ対策が考えられ
ていない場合が多い。 
 

------------------------------------------ 

 

2.2｜ 
基本となる考え方 
 

以下に、2.1 に示した現状の課題に対処するた

めの方針を示す。 

 

1 ）システムの運用・保全・管理のオープン化 
データセンター施設の保全・運用などの企画

を、データセンター設備の所有者側(発注側)が

自力で行うことが可能な環境の構築が理想であ

る。そこで、実際の調達における企画の立案と実

施管理は、自力もしくは「適切な」コンサル事業

者を利用することなどによって実現されるべき

である。端的には、「丸投げ」の禁止である。  

特に、運用管理の契約における発注仕様書に

は、適切な措置を取れることを可能にするよう
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な条件を明記することが重要である。2.1 - 3 ) 

で示したような課題が発生するリスクを軽減し、

システム仕様のオープン化を実現するべき。 

 
2 ）ライフタイムコストの観点にたったシステ
ム仕様の検討と定義 

導入時のコストだけではなく、ライフタイム

コストの算出とその評価を考慮した提案システ

ムの査定を行うために、ライフタイムコストの

提示を調達の評価要件に盛り込むことが望まし

い。この対応は、システムの「改修」「追加」「入

れ替え」などのすべての発注の際に盛り込むべ

き。 

 

3 ）調達のオープン化(透明性の確保)  
受注内部でのブラックボックス化された契約

関係がオープン化され、より健全な競争関係の

構築と、提案システムの公正で公平な評価を可

能にするべき。 

 

4 ）技術のオープン化(透明性の確保)  
将来の機能拡張・保全維持や他のシステムと

の相互接続性の評価を行うとともに、その確保

を行うために、各サブシステムが適用している

技術仕様が発注側に提示・開示されることを提

案の必須条件に盛り込むべき。 

 

5 ）セキュリティ機能の定義と明文化  
安全対策、継続的・持続的運用(BCP: Business 

Continuity Plan)と保全に必要なセキュリティ

対策の提示が「発注側に提示・開示される」こと

を、提案の必須条件に盛り込むべき。 

 

6 ）既存システム と 統合化 
これまで独立に運用保全されてきたシステム

を、(透明に)オープン化およびネットワーク化・

統合化することで、スマート化するという方向

性を要求条件・仕様として明確化・明文化すべき。 

また、このようなシステムのネットワーク化・

統合化は、既存の非オープンシステムあるいは

既存のオープンシステムとの統合を実現させな

ければならないため、以下のような項目への配

慮が必要なことを明記すべきであると考える。  

①相互接続に伴うシステムの動作保証  

②サイバーセキュリティを含むセキュリティ 

③相互接続に必要な費用 

 

7 ）IT 化（クラウド・IoT）の積極的利用 
オープン技術を用いた(相互接続性が担保さ

れた)センサーデバイスの設置、移動あるいは除

去が容易になってきている。センサーを含むシ

ステムが生成するデータの収集保存・処理・制御

には、オンプレミスのデジタル基盤とクラウド

基盤の利用が前提となる。 

データセンター内で稼働する IoT 機器に対す

るサイバーセキュリティの要件適合評価および

ラベリング制度は、JC-STAR ( Labeling Scheme 

based on Japan Cyber-Security Technical 

Assessment Requirements)9という名称で、ETSI 

EN 303 645 や NISTIR 8425 等の国内外の規格と

も調和しつつ、独自に定める適合基準（セキュリ

ティ技術要件）に基づき、IoT 製品に対する適合

基準への適合性を確認するべき。 

 

 

 
■付録 3｜ 
データセンターの 
設計・実装・運用に関する 
ガイドラインと評価基準 
 

国内外で、さまざまなガイドラインが作成・公

開されている。ガイドラインは、以下の 3つに大

別される。 
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------------------------------------------ 

1 ）プロダクト(機器・サービス)  
機器およびサービスが、利用者が要求する基

準を満足しているか 

 

2 ）プロダクトの提供組織   
プロダクトを供給する組織(e.g.,営利企業)

が、サイバーセキュリティの組織内統治など、適

切で十分な事業運用を行っているか 

 

3 ）サプライチェーン  
プロダクトは、単体の組織で製造可能ではな

いのが通常であり、提供されるプロダクトの製

造にかかわるサプライチェーンが適切な基準を

満足しているか 

------------------------------------------ 

 

さらに、多くのプロダクトがグローバルなサ

プライチェーンネットワークで製造されており、

これらのガイドラインや評価基準は、グローバ

ルに共通であることが望まれる。すなわち、グロ

ーバルな標準化組織あるいは国際標準化組織が

作成する仕様と整合性の取れた国内仕様となっ

ていることが重要な要件となる。なお、国内産
業・企業を保護するためのグローバル・国際標準
とは異なる技術基準やガイドラインの制定と適
用は、各国内ベンダーの国際/グローバル市場展
開への障害・障壁になるばかりでなく、非関税障
壁と認定される可能性も存在しており、十分な
留意と注意さらに対応策が必要である。 

 

以下に、日本における代表的なデータセンタ

ーに係るガイドライン・評価基準・評価制度を示

した。 

 

1 ） ISMAP （ Information system Security 
Management and Assessment Program ）10 

日本国政府が求めるセキュリティ要求を満足

しているかを評価し、登録・公表する制度で、 デ

ータセンターの設備ではなく、提供するクラウ

ドサービスの実装・管理・運用に関する要求条件

を提示している。リスクの小さな業務・情報の処

理に用いる SaaS サービスを対象とする ISMAP 

for Low-Impact Use: ISMAP-LIU も導入されてい

る。 

 

2 ）日本データセンター協会 11 
①J-Tier 
（データセンター ファシリティー スタンダード） 

グローバルな Tier 規格などとの整合性を持っ

た業界標準を提供している。 

 

②環境基準（PUE 等の環境対策基準） 
電力の使用効率を示す PUE(Power Usage 

Effectiveness)や、熱対策に必要な水の使用効

率を示す WUE(Water Usage Effectiveness)など

の定義や測定方法の解説、あるいは政府や自治

体の環境対策の解説を行っている。 

 

③セキュリティ 
データセンターにおける「セキュリティ」対策

を包括的に整理・解説している。データセンター

のサービス形態の整理、サービスを提供するた

めのインフラ設備の構造、想定すべき災害(含 

自然災害、火災)対策、ネットワークセキュリテ

ィキを含むサイバーセキュリティだけではなく、

入退出管理などの物理セキュリティの領域も含

んだガイドブックとなっている。  

 

④建物設備インフラ基準 
（含 設備サイバーセキュリティ） 
データセンター内で稼働するサーバではなく、

電源や空調などデータセンターの建物設備に関

する レフェレンスガイドである。OT 機器および
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OT システムに関するサイバーセキュリティを含

むセキュリティの設計・運用・体制構築のガイド

とソリューションの紹介を行っている。  

 

⑤サーバ室技術ガイドブック 12 
サーバを収容するラックやデータホールなど、

サーバ室の実装に関する最新技術動向と設計・

実装のガイドラインである。当初は、空冷のみで

の熱対策であったが、近年は、サーバシステムの

爆縮現象の急加速に伴う熱密度の激増の対応す

るための水冷(含 液浸)技術の導入のための解

説、あるいは電源系におけるバスバーの導入や

OCP での直流 800V(±400V)の導入などが解説な

どを行っている。 

 

⑥データセンター運用ガイドブック 13 
データセンター全体の運用方法に関するガイ

ドブックである。データセンター事業者、企業内

データセンターにおける施設・運用の高効率化

と高信頼化、安定稼働を実現するために必要と

なる施設の運用についてのガイドラインとベス

トプラクティスを紹介し、データセンターに関

わる事業者、利用者、関連するステークホルダー

の間における円滑なコミュニケーションと優れ

たデータセンター運用の実現を支援することを

狙いとしている。 

 

 

 

■付録 4｜ 
日本を Global Commons に 

 

自国主義・デカップリングが急速に進められ

ようとしている。グローバル空間での自由な利

他性を活用した社会経済活動から、自律・自立を

重要視する利己的な世界への変化である。人類

の歴史を鑑みると、退化と言って良いのかもし

れない。2021 年に発表された第 6 期科学技術イ

ノベーション基本計画の中には、日本をグロー

バルコモンズの中心にするというビジョンが提

示された。 

「日本は、高い品質とイノベーションを受け
入れる市場を持った国であり、日本で成功した
サービスや製品を世界に展開すべきである。そ
のために、国外からの人材を日本に招待し、さら
に日本の人財が国外に展開することで、自由闊
達な活動を促進させるべき」 
との提案である。 

世界に開かれた自由闊達な活動を展開する

「場」の提供である。多様な文化・経済・環境で

育ってきた研究者や技術者が、文科系・理科系な

どの学術的専門性の壁を越えて交流・議論を行

うことでイノベーションの種を育み、日本の市

場でその可能性を試行し、成功した種に適切な

修正を行い、国外展開するという方向性の施策

である。現在進行中の「デカップリング」とは、

真逆の方向性ではないだろうか。 

グローバルコモンズの方向性は、国レベルだ

けではなく、個人や企業などの組織においても

必要ではないだろうか。AI に代表される、グロ

ーバルに開かれたデジタル技術とインターネッ

トによって、情報の拡散と偏在化、さらに、思考

や意思決定に必要な情報の量と収集習得速度の

激増に伴い、これまでは潜在的に存在していた

数多くの矛盾が顕在化・極大化している。その結

果、多様で多層的な価値観と意思の衝突が、世代

間・コミュニティー間で頻発・激化している。若

い世代では、個人の価値観を最重視する傾向が

加速しており、他者への敬意と共存・共栄に向け

た新しい対話や協調への優先度が低下してきて

いるようにも思われる。 

国や企業などにおける独裁的なリーダーは、

このような環境を利用し、明るいイノベーショ

ンを創生・創成する自由な社会・組織を破壊させ 
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る可能性を持っているのではいだろうか。この

ような時代であるからこそ、優れたリーダーシ

ップと各個・組織の「利他性」と Integrity が必

要となるのではないだろうか。 

さらに、日本は、「通信の秘匿性」が第 2次世

界大戦での教訓をもとに憲法に盛り込まれてお

り、通信の傍受が厳しく制限されている。「個人

情報保護法」は、データの利用の活性化を促進す

るために制定されたものであり、データの利用

を制限し、萎縮させることを目的として制定さ

れたものではないことも認識する必要がある。

当然ながら、個人情報の目的外での利用を制限・

禁止しているのは、特に、為政者による取得デー

タの悪用を含む目的外利用を意識してのことで

ある。このような「通信の秘匿性」の堅持は、日

本の特筆すべき特性と捉えることができるであ

ろうし、”デジタル”地政学上の日本の潜在的な

優位性と捉えることもできるであろう。 

 
*1 New York Times と Wall Street Journal は、2016 年、インターネッ

トの「i」を、大文字の「I」ではなく「i」を使うこととした。イン

ターネットは「特定の固有名詞ではない」との理由からである。しか

し、インターネット関係者の間では、『インターネットの重要な点は

「グローバルに唯一のシステムである」との設計・運用思想にある』

として、この措置に対し、批判的・否定的な意見がたくさん出され

た。 

*2 狭義のデジタル・ツイン(実在する実空間のデジタル化を行う

CPS(Cyber Physical System))ではなく、サイバー空間でのシミュレ

ーションの結果を実空間に展開する CPS の次の段階（サイバー・フ

ァースト）をベースにしたデジタル・ツインが実現される。 

*3 初期には FPGA を用いた専用 NIC カード、近年ではオリジナルの専用

NIC カードが利用されている。 

*4 産業分野ごとにサイバーセキュリティ対策の具体的施策の実現に向

けた議論を行っている「産業サイバーセキュリティ研究会」(経済産

業省)では、注力する産業分野として以下の 5 つの産業分野が取り上

げられている。①ビル・工場、②電力、③防衛産業、④自動車産業、

⑤スマートホーム 

*5 https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/sangyo_cy

ber/ 

*6 https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_arch

itecture/ouranos_trust.html 

*7 https://web.kawade.co.jp/bungei/3455/ 

*8 1997 年 Charles Levinson 著 

*9 https://www.ipa.go.jp/security/jc-star/index.html 

*10 https://www.ismap.go.jp/csm 

*11 https://www.jdcc.or.jp/ 

*12 インプレス社、ISBN 4295019127, 2024 年 6 月 

*13 インプレス社、ISBN  4295010987, 2023 年 6 月 
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6 

6.1.1｜ 
小規模であっても 
幸福感を得られる生業とは？ 

 

消滅可能性自治体が、日本の 1,724 市町村の 4

割にも上ると発表されている 1｡これに対し、東

京のコンサルタントなどを使いながら、何とか

この衰退への道から脱出しようとしているが、

殆ど成果を上げていない｡人口が減り､生産年齢

人口割合も低下している中､いつかは良くなる

だろうという幻想を持つ人も減ってきていると

言われている｡これについては、特にこれからの

自分たちの暮らしを見ている若者の意見が徐々

に効いてきていると捉えることができる｡若者

に比べて残りの人生が短い高齢者は、新たな投

資をする意欲が少ないからである｡ 

東京のコンサルタントが地域活性化の名のも

とに税金を使い､各自治体に“こうすればきっと

反映しますよ”と、箱物を象徴的に、ある種の成

功神話をばらまいていたが､北海道ではそれも

鳴りを潜めてきている｡ 

 

自分たちの野菜などの生産物が買い叩かれる

構図から反転させ､正当な対価と健全な消費者､

流通業者との関係性を築き上げることが重要で

あろう｡ 

都会では市場経済最優先の構造がなかなか崩

れないため､健全な値上げがままならない｡ひい

ては給料も上がらないという構造が続いている｡

流石に政府も、外国との比較から、この状態をな

んとか変えたいとは言っているが､そう簡単で

はないことも事実であろう｡ 

 

北海道の各自治体を巡っていると、サラリー

マンなど都会で働いた後に農家になった人が結

構多いことに気づく｡自らスマホのアプリを作

りながら、自分や周辺の農家が作った美味しい

野菜を新鮮なうちに近隣地域に移動販売し、消

費者と良い関係性を築けている人､ふるさと納

税を効果的に使い､野菜や鮮魚などに分かりや

すい調理法などを記載してナラティブ性を全面

に出して成功している例､北海道ですらほとん

どいなくなってきた羊を自分がハンドリングで

きる数にこだわり､最も美味しい状態で出荷で 

*1 人口戦略会議・公表資料『地方自治体「持続可能性」分析レポート』 
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きるようにし､名だたるシェフとの強い関係性

を築いた畜産家など、例示すればいくらでも出

てくる｡ 

 

ここで重要なのは「規模」である｡岩見沢市で

は、6.3 で黄瀬氏が記述したように、デジタル技

術を積極的に取り入れ、北海道ならではの大規

模集約型農業に気象などのデータをきめ細かく

取り入れた「DX 農業」の成功が光っている｡ここ

では、北海道大学をはじめとする大学や多くの

民間企業が協力して、DX を農業に取り入れる試

みを長年にわたって進めてきており､住民の健

康維持の面からも先行的な試みが見られる｡ 

帯広､十勝地域は北海道でも最も大規模な農

場が多く､大規模投資をした広大な農場で、じゃ

がいも､たまねぎなどが生産され、日本の食料生

産に大きな役割を果たしている｡しかし、北海道

179 市町村の殆どは、小さな規模での農業､漁業､

畜産を行っていることも忘れてはならない｡ 

小規模であっても幸福感を得られるような生

業とはどういうものであろうか？我々はこのポ

イントを外してはならない｡北海道の大規模畜

産やホタテ業などは大規模ゆえの高収入という

イメージが先行するが､そうしたところは、やは

りほんの一部である｡ 

 

北海道の食料自給率は、カロリーベースで

216%（2022 年）と全国で最も高く、日本の食料の

安定供給に大きく貢献している。北海道は日本

の農地面積の約 4 分の 1 を占め、農業産出額は

全国の 14.8%を占めている｡農業産出額の内訳は、

乳用牛が 38%、野菜が 16%、肉用牛が 8.6%などで

ある。また、生乳、ばれいしょ、たまねぎ、軽種

馬、小麦など多くの品目が全国 1 位となってい

る｡ 

漁業においても、量や金額ともに全国で最も

生産規模が大きく、漁業生産量は全国の約 2 割

を占め､漁業従事者の数、漁船数ともに全国第 1

位である｡その内容は、ホタテガイ、スケトウダ

ラ、ホッケ、サケ、サンマ、コンブなどの主要魚

種の生産割合が高く、全国水揚げの大部分を占

めている｡海底地形が起伏に富み、好漁場となっ

ているところが多い北海道沿岸は、大陸棚や武

蔵堆などの堆が北方に広く展開しており、道東

太平洋沖では黒潮と親潮が交錯して潮目が作ら

れていることがこのような良い結果を生み出し

ている｡しかし、地球温暖化に伴う海水温の上昇

により、サンマやイカ、サケなどの従来の特産魚

介類が不漁になっている。特に秋サケは影響が

顕著で、2022 年は 3000 万尾と豊漁であったが

2024 年には 1700 万尾と大幅に減少した｡漁業は

農業に比べても自然の影響が強く DXの力を駆使

してもなかなか結果が出ないのが現実である。 

 

6.1.2｜ 
可能性に満ちた北海道 
 

6.2 では、歴史的な観点での都市の形成から議

論を始め、電力やエネルギー、さらに、通信など

のネットワークの整備が都市の形成に及ぼす影

響に関して述べられている。また、最近話題にな

っているワット・ビット連携（電力と通信の連携）

の必然性に関しても触れており、他の章でも触

れられている電力と通信の整備コストが 2 桁以

上違うことをベースに、整備のスキームに関し

て提言をしている。 

北海道における都市形成は、これらの議論を

基礎に、北海道が日本最大の再エネ可能地域で

あることや、農業においても独自性を有するこ

となどに言及している。 

 

食料生産基地である北海道から東京などの大

消費地への物流の多くが、JR の貨物輸送によっ

て支えられている｡しかし北海道新幹線が札幌
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まで延伸すると、在来線の維持が難しくなると

言われており､今後は厳しい選択を迫られる｡ま

た、このような大規模な輸送だけではなく､先に

述べた移動販売あるいは道内のスーパーやコン

ビニなどへの輸送の将来も考えなければならな

い｡ 

ここで LaaS (Logistics as a Service)という

概念を提唱したい｡これと似た概念が MaaS 

(Mobility as a Service)である｡MaaS は、移動

に必要なバス､タクシー､UBER､自家用車などの

サービスを、必要な時に迅速にユーザーに提供

する仕組みであり、徐々に浸透してきている｡こ

れと同じように、農家や酪農家､漁業関係者が必

要な時に必要な輸送手段を、“高速で割高”ある

いは“低速で安価”といったように、輸送される

産物の性質に合わせて運べる仕組みが LaaS であ

る｡北海道でこのような LaaS が実現すれば、小

規模な一次産業に従事する人も、安心して生産

に注力できるのではないだろうか｡ 

 

6.3 では、北海道の中でも、いち早く DX の具

体化と社会実装に取組んだ岩見沢市の具体的な

取組みについて述べている。1993 年の「広域情

報化促進協議会」の設立に始まり、全国初となっ

た「公設公営型自営光ファイバ網」の整備を続け、

社会基盤としての環境構築がその後の様々なデ

ジタル基盤活用に結び付いている。 

具体的な地域戦略例として、北海道大学や NTT

グループとの連携によるスマート・データ駆動

型農業、健康経営都市の推進、デジタル人材育成、

さらに、教育、防災、災害監視、除排雪作業、ド

ローン輸送、遠隔検診などに広がっている。 

ここで最も重要なことは、「市民とビジョンを

共有」と「産学官連携によるバックキャスティン

グの志向」である。 

 

6.4 では、500 万人を超える人口を抱えながら、

全国平均を上回るペースで人口が減少している

北海道の現状を踏まえ、その課題を議論してい

る。 

2004 年、全道 179 の自治体に、共通基盤でサ

ービスを行うという「北海道電子自治体共同運

営協議会」を立ち上げるとともに、その構想を実

行するための官民連携組織「株式会社 HARP」が

確立されたことが述べられている。HARP は「北

海道自治体クラウド」を進め、複数の地方自治体

が同一サービスを利用する取組みが行われた。

各自治体が個別に調達するのではなく､同じ仕

組みを横展開していくことが効率的であり､セ

キュリティの面からも重要である｡ 

これは自治体だけにとどまらず、農業､漁業､

畜産などへの展開も可能であろう｡各自治体で

処理可能なことは、データを一箇所で処理する

ことによって経済的に可能となり､一次産業に

おける DX も考えられる｡気象データをはじめ､

LaaS の情報､育成状況等を最適化できれば、稼働

最小で一定の収入を上げることも可能になる｡ 

さらに、消費者との関係性を、ナラティブ性や

人と人との関係性を築き上げる仕組みを使って

強くすることは､今後、新型コロナ禍のような有

事が起こった際にも、一定の、安定した市場を確

保することが可能になる。このことは、新型コロ

ナ禍における畜産農家とレストランのシェフの

強い結びつきなどで証明されている｡ 

現在、デジタル庁を中心に進められている全

国規模でのガバメントクラウドは、まさに HARP

構想の全国版と言えよう。そこでは多くの困難

性が語られているが、北海道での取組みが、全国

展開への一助とならんことを期待したい。 
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6.2.1｜ 
江戸時代までの都市づくり 

 

日本の都市形成は、水運を基軸にしていると

考えられる。学問的な都市史上では、平城京や平

安京の内陸部が注目されており、中国がお手本

のようにも思われがちであるが、海洋、河川、湖

沼が豊富な日本では、モビリティといえば水運

が主役であり、このことは、ほとんどの大都市が

沿岸に立地していることにも現れている。ただ、

とりわけ海運については、残念ながら、いつのこ

ろからか海賊というレッテルが貼られ、その活

躍の史実も裏側に追いやられてしまった感があ

る。古くは「海のシルクロード」や「北前船」と

いった産業基盤として、今も研究が続く海運も

あるが、江戸時代まで、物流の主役は陸運ではな

いという経済史の通説を裏付けるような都市形

成史の研究は少ない。 

武家の時代を切り拓いた源平も、基本的には

沿岸部に拠点を構えたが、畿央の内陸部にわざ

わざ都市開発を行った公家との対比が興味深い。

しかし、神武東征の際に、灘で地元勢力に追い払

われ、紀伊半島南部に迂回して、八咫烏の導きで

畿央に入って「都」を建設したという物語もあり、

源平の武家の方が地元だった可能性が高い。 

戦国時代に入ると、城下町が内陸部にも建設

されるようになり、元々の沿岸部都市との交易

が盛んになるにつれ、街道筋に宿場町も形成さ

れていく。戦に農民が駆り出されたり、戦地をめ

ぐる部隊に物資を供給するなど、地方から人や

物を集めたり動かしたりすることで、都市と地

域が各々の役割分担を始めたのは、戦国武将た

ちによる戦争が大きな要因となったとも言える。 

江戸の都市開発も独特であり、初期に諸国の

大名に参勤交代用の江戸屋敷を建設させたのが

発端である。そのため、短期間に大量の木材と大

工等の職人が江戸に集められ、彼らに対するサ

ービスを提供する商人も集まることとなり、長

屋などの居住形態が発達していくことになる。 

なお、本能寺の変から逃げる家康に三河まで

船を出した九鬼水軍が、その報酬として江戸へ

の木材運搬の大半を担い、紀州の森林等が供給

地として大いに貢献したとされる。 

その時代までは、都市でも地域でも、電気はま

だ使われず、通信や情報伝搬と言えば書状や本

であった。さらに、物流の主役は水運であり、江

戸もまた、運河無しで都市形成は難しかった。 

 

6.2.2｜ 
明治以降の都市化 
 

明治以降は、欧米を巡行した使節団が様々な

技術や知識を持ち帰ることになるが、特に、土木

計画、都市計画に係る技術は、フランス、ドイツ、

イギリス由来となっており、現状の我が国の法

制度は、それらの寄せ集めの状態となっている。 
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建築については、寺社建築も含め、日本の木材や

その生育環境に起因する独自の工学的手法が持

続しており、鉄骨やコンクリートの登場以降も、

石工の欧州とは一線を画する独自なものとなっ

ている。なお、大阪・関西万博では、象徴的に木

造による大規模構築物が登場しているが、木造

大規模建築の発展は、都市の SDGs 貢献にも大い

に期待される。 

エネルギーも、江戸時代までは薪、木炭が主流

で、木材由来であった。それが、産業革命も大き

く影響し、明治から大正にかけては石炭が主流

へと移り変わり、昭和に入って直ぐに石油に変

わり、石油を求めて太平洋戦争に至ってしまっ

た。ロシアとの対峙に焦点をあて、しっかりと北

方整備を続けていれば良かったものを、東南ア

ジアの石油資源に目が向いてしまって無益な戦

線拡大となった点が悔やまれる。 

筆者は、1985 年に社会に出て早々、石油産業

活性化センターの仕事をすることになるのだが、

戦後の反省から全国の沿岸部に 45 か所もの製油

所が整備管理されており、そのリストラクチャ

リングがミッションであった。どう考えても製

油所が過剰であり、余剰分はニュータウンやレ

ジャー施設にした方が良いという結果を出した。

苫東の備蓄基地等含め、最低限、必要な拠点だけ

を残すという構想であった。しかし、バブル景気

が到来し、45 か所の古い設備を使って石油精製

を継続した方が効率が良いということになった。

その結果とも言えるが、東日本大震災の際、東京

湾東岸の古い精製設備が液状化や高潮によって

被害を受けたのは残念でならない。その後は現

在に至るまで石油が主流であり、ガスが加わり、

原子力の登場も経て、それらを電力に変換して

使っている。 

 

6.2.3｜ 
電力・エネルギーによる都市と地域 

 

これらのエネルギー源の輸送ハブとネットワ

ークが、都市や地域の空間形成に大きく影響し

ているのは言うまでもない。 

明治初期の殖産興業により、大規模な工場を

作り、そこに人々や物資を輸送するために鉄道

が敷かれ、そのためのエネルギー供給、あるいは、

それらを管理するための業務組織が東京等の大

都市に集中し、オフィスという都市施設にも人

やエネルギーを供給する構造が出来上がってい

った。英国の田園都市論を実践した鉄道家もい

たものの、戦後のニュータウン政策の流れもあ

り、都市における職住分離は進展するばかりで

あった。さらに、それに類似する機能分離が、都

市と地域の関係においても進んでしまった。そ

して、都市の集積効果による生活利便性が新た

な産業を生み出し、地域から都市への人口流出

が止まらない状態が続いている。 

電気とそれを使った通信の発達は明治以降と

なるが、つい最近まで、石油石炭によるエネルギ

ーは、電力よりも動力に活用されていた。特に、

電力源としての火力は 1970 年代から主流になり

始め、急速に拡大していった。高度成長とともに

大都市化が進展し、それまでの地域立地の水力

発電所では対応しきれず、加えて、都市化により

発生する需要ピークへの対応としても、出力コ

ントロールが容易な火力発電所が求められてい

った。 

電力設備としては、地域の水力発電所から、石

油コンビナート、火力発電所、メガソーラー、陸

上風力発電所、そして、洋上風力発電所、送電鉄

塔や変電所、電柱等の送配電施設へと立地が変

遷している。 

一方、郵便と電話とテレビのユニバーサルな

普及も空間形成に大きな影響を与え、郵便局舎

や電話局舎は変電所と同等の立地密度であり、

電柱は電力会社と通信会社、そして、地域の CATV
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会社などが時に共有しながら各々の地域で整備

されてきている。 

送信・中継鉄塔とそこへの電力供給設備、交換

局と変電所とそこから各家庭までのカッパーや

光ファイバー、それを支える電柱や埋設管路な

どは、大小郵便局舎を含め、都市計画においては、

上下水道施設と並ぶ供給処理基盤施設として、

最も重要なインフラに類型されている。 

20 世紀最後に計画された東京の臨海副都心で

は、廃棄物の管路収集とテレポート地球局と NTT

局舎を拠点に、エリア内のオフィスや集客施設、

住戸等に光ファイバーを届けるための共同溝が

導入された。しかしながら、工事初期に、計画時

の基準値を超える震災による液状化現象が発生

し、設計のやり直しとなった。しかも、それを実

現するためのコストが都議会で否決され、廃棄

物の収集管路を断念すると同時に、光ファイバ

ーと電力線、上下水を効率的に収容する共同溝

へと変更された。この影響で、その後の都市開発

では、CC 管路と上下水管理、ガス管理等が統合

されないまま現在に至っている。それ故か、日本

の電線地中化は、諸外国に比べて圧倒的に劣後

しており、傾いた電柱が変電設備と光 BOX 等を

支える風景が散見される有様となっている。 

 

6.2.4｜ 
ワット・ビット連携で 
供給処理基盤施設を再設計 

 

これらの都市と地域の形成史を踏まえ、ワッ

ト・ビット連携の必要性及び必然性を構想する

ことが重要である。各供給処理基盤施設の立地

理由を再点検した上で、計画を再検討し、統合再

編のうえ、実空間にプロットし直さなければな

らない。 

そのためには、AI を活用し、都市と地域の変

電所未満の個々の最終需要家による需要構造を

ミクロに解析する必要がある。その上で、送配電

システムや蓄電システム等に最先端技術を積極

的に導入しつつ、トータルなアーキテクチャを

再設計し、再エネ等の近隣で供給可能な電源の

需給及び広域連携による需給の双方を、ともに

ベストな状態に導けるよう、ステップバイステ

ップで移行していく必要がある。 

現状、供給処理基盤のうち発電所以外は、通信

も含め、人口集中度によって都市にも地域にも

分散配置されている。例えば、変電所は人口１万

人ごと、電話局舎は中学校区ごと、といった具合

である。上下水、ガス、ごみ処理場も同様である。

ごみ処理場は、地方公共団体の広域連合の場合

もあるため、発電所立地と類似するかもしれな

い。 

発電所は、水力、原子力等、地域に立地するケ

ースが多い。高度成長期以降は、他の生産設備と

ともに火力発電所も首都圏外縁部へと立地が進

んだ。ただし、石油コンビナートは相変わらず大

都市部に立地しているものが多く、天然ガスの

輸入拠点は未だ定まっていない。未利用水力、太

陽光、風力については、その空間特性により、依

然として地域での立地可能性の方が高い。 

ところで、インターネットが主流となる 21世

紀初頭から、都市と地域の関係性にも変化が現

れている。電子メールと Web の発達は、人々のコ

ミュニケーションの方法を革新し始め、時空間

の制約からの解放を進めている。2005 年の愛知

万博では、ロハスなライフスタイルの実践を目

指し、インターネットを武器に、都市から自然環

境豊かな地域へ脱出するという動きが注目され、

主テーマともなっていた。経済的な大事件や災

害が続き、一度はその流れが乱れたものの、

Covid-19 による都市封鎖を大きな契機として、

都市を離れて地域での就業や居住を再評価する

動きが活発化している。 
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6.2.5｜ 
あらためて北海道の可能性 
 

北海道でも、良好な自然環境と居住環境を求

め、一定期間道内に滞在し、滞在地の教育施設を

使って子育てをしつつ、親はリモートワークを

するという居住スタイルが普及し始めている。

旭川市に隣接する東川町では、町立小学校を刷

新して子育て環境重視を前面に押し出すことで、

小学生を持つ家族が首都圏等から移住するケー

スが増え、人口の社会増加率が全国トップクラ

スとなっている。 

明治開拓以来、北海道の都市と地域は、広大な

大地及び寒冷環境と向き合うために、化学や工

学で多大な技術開発を行ってきている。基幹産

業である食農ビジネスでは、物流機能の脆弱性

をヘッジするために農水ともに冷凍倉庫技術を

発達させている。これは、マーケット状況に応じ

てタイミングよく出荷できるようにするための

バッファ機能であるが、鮮度を保てるように冷

凍制御するための様々な技術開発が積み重ねら

れている。それらは、グローバルで注目されるコ

ールドチェーンのコア技術でもあり、今後の進

化の可能性も大きい。 

居住先行型ではあるものの、職の機能の発展

可能性も大きく、加えて、北海道は、現時点で日

本最大の再エネ可能地域である。 

北海道の都市形成は、北前船の拠点として小

樽や函館が江戸末期から先行して都市化してい

たところに開拓使が入り、札幌や旭川など主に

内陸部での計画都市整備に取組んだ。その中で

帯広は、民間の開拓団体が中心となって開拓が

進められ、先住民としてのアイヌ民族と協働し

ながら、独自の農業都市として発展した。太平洋

岸気候で日高と十勝の 2 つの連峰からの豊富な

水と肥沃な黒土に恵まれ、早くから小麦や豆類

などに注力して現在の大穀倉地帯へと成長を遂

げ、ずば抜けて裕福な農業者によって支えられ

ることとなった。帯広はその母都市として着実

に進化し、都市形成経緯としては特異ともいえ

る。周囲の芽室、音更、幕別等も、大区画農地に

浮かぶ副都心という様相を呈しており、無秩序

に市街地が連坦するのではなく、あくまでも農

地が基本の都市構成となっている。なお、4年ご

とに帯広で開催される国際農業機械展は、2023

年で第 34回目を迎え、今では世界有数の規模へ

と発展している。広大な大地と寒冷環境と上手

に付き合うためには、既に、AI やロボットの活

用が必須となっており、多くの企業や機関が十

勝地域で研究開発に取組んでいる。 

子育てを含む住機能の可能性で東川町を、農

業という職機能の側面で帯広を取り上げたが、

都市機能の面で、残るは「遊」と「安心安全」で

あろうか。とりわけ、後者は地域医療の先進地と

しての北海道という側面もあるが、その論は別

の機会としたい。 

明治以降、技術革新を率先して取り入れなが

ら独自の成長を遂げつつある北海道の都市と地

域が、インターネットと AI とロボット、そして、

豊富な再エネという巨大な二つの革新要因をも

って、どのようなトランスフォーメーションを

遂げるのか、今後の十年が大いに注目される。 
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北海道開発の経緯と可能性 図表 6.2.1 
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6.3.1｜ 
はじめに 

 

デジタル社会と言われる現在、地方社会にお

いても日常生活や経済活動における様々なシー

ンにおいて、幼少期から高齢者世代に至るまで、

当たり前のようにデジタル技術の活用がなされ

始めている。岩見沢市が地域の生き残りをかけ

て取組みを始めた ICT・デジタル戦略（施策開始

当時は「地域情報化」と表現していた）を 30 年

程前と比較すると、そのライフスタイルヘの浸

透の速さには担当者としても驚愕することが

多々ある。 

また、当市が基幹産業の持続性確保に向け社

会実装を進める「スマート・データ駆動型農業」

に関しても、単なる「農作業の省力化」を求めて

いるだけではなく、世界規模で進む食糧課題へ

の対応や環境対策への先駆的な取組みとして、

国内のみならず世界からも注目されるなど、農

業分野におけるデジタル活用への期待が急速に

高まってきている。 

つまり、地域に居住する市民の幸せな生活

(Well-being)はもちろんのこと、農業をはじめ

とする地域産業の持続性確保(Sustainability)

に情報通信・デジタル技術を用いた DX の果たす

役割は大きく、言い換えれば、その動きを実装・

深化させなければ社会が持続できない状況にあ

る。 

しかしながら、DX の具体化・社会実装に不可

欠であるデジタル基盤については、都市部と地

方の間に大きな格差があるのが実情である。 

例えば、国（総務省）の支援事業等により、家

庭までの光ファイバ網整備は加速されたものの、

農作業の実現場である農地（圃場）には未だに

LTE すらカバーできていないエリアもあり、通信

事業者単独による整備運用も期待できない地域

が多く所在している。このような通信ネットワ

ーク環境をはじめ、 DX の社会実装に必要不可欠

となるデータセンター機能についても、地方社

会では脆弱と言わざるを得ない。  

地域の持続性確保には DXの具体化が不可欠で

あり、そのための社会インフラであるデジタル

基盤はなくてはならないものとなっている。ま

た、デジタル技術を使うための「人材育成」の取

組みも大切であり、岩見沢市の背景や取組み経

過等を振り返りながら、その重要性について考

えてみる。 

 

6.3.2｜ 
地域概況 
 

岩見沢市は、北海道の中央南西部、札幌市や新

千歳空港から約 40 km に位置する田園都市であ

る。行政面積の約 41%が農地であり、水稲や小麦、

大豆などを生産する北海道内有数の農業生産地

域であるほか、1882 年に国内 3 番目の開通とな

った幌内鉄道（小樽～幌内）を背景に、周辺の産

炭地で産出される石炭の鉄道輸送における結節

点として栄えてきた。 

しかしながら、農業を取り巻く環境の変化や 
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エネルギー政策の転換等によって地域産業が全

般に渡り停滞するなど、産業構造の変革が不可

欠となっている。また、経済活動の停滞は人口減

少を誘発しており、年に 1000 人程の減少が続き、

高齢化率も 37％を超えるなど、少子高齢化・人

口減少という大きな課題も抱える地域である。 

そのような厳しい社会環境を打破すべく、

1993 年に周辺自治体で構成する「南空知ふるさ

と市町村圏組合」（夕張市、岩見沢市、美唄市、

三笠市、南幌町、由仁町、長沼町、栗山町、栗沢

町、月形町、北村の 4市 6町 1村、現在は市町村

合併により 4市 5町で構成）が「広域情報化促進

協議会」を設立し、情報通信技術の活用による地

域活性化と、そのために必要となる基盤整備に

ついて議論を開始した。なお、1997 年には、当

時の郵政省と北海道による補助を受け地域情報

化の拠点施設として「岩見沢市自治体ネットワ

ークセンター」を開設したが、このセンターは

「南空知広域情報化センター」として広域情報

化の推進も担う拠点として位置づけている。 

センターの開設時より力を入れているのは

「人材育成・教育」である。インターネット活用

の黎明期であった当時、市民向けの PC操作教室

の開催をはじめ、国内大手書籍販売法人との連

携のもと、デジタルメディア（当時は CD-ROM が

主流）をサーバに格納し、端末から視聴閲覧を可

能とする新たな利用形態を確立した。出版社と

の協議を経て、複数の端末が同時に検索利用で

きるライセンス手法を全国で初めて導入・実装

するなど、現在では当たり前となっているスタ

イルでの「学びの場」の形成を進めた。 

また、センター開設とともに整備を行ったの

は、基礎自治体として全国初となった「公設公営

型自営光ファイバ網」である。衛星通信アップリ

ンク機能をはじめ、センターが持つ優れた情報

受発信機能を地域内の各施設にて共有するため、

国（当時の自治省）の支援制度であった「若者定

住促進等緊急プロジェクト」の採択を受け、小中

学校や医療福祉施設、主要公共施設を結ぶ光フ

ァイバ網を整備した（接続施設数 105、総延長約

210km)。後述する「市内データセンター」とダイ

レクトに接続することで、閉域環境の中で遅延

なく、かつ、セキュアな環境下において、様々な

利活用を行うことができる重要な社会基盤とし

て現在も活用している。 

 

6.3.3｜ 
地域戦略としての 
デジタル基盤活用の考え方 
 

道路や上下水道と同様に重要な社会甚盤と位

置付けるデジタル基盤は、現在の松野市長就任

以降（2012 年～）、さらに利活用を加速させてい

る。市の最上位計画である「岩見沢市総合計画」

や地方創生に向けた「岩見沢市第二期総合戦略」

（図表 6.3.1)においても、地域の持続性確保を

目指し、地域特性であるデジタル・情報通信基盤

を用いながら、「市民生活の質の向上」と「地域

経済の活性化」をビジョンとした様々な取組み

を推進している。デジタル利活用プロジェクト

の内容も、まちづくり全般を対象とするものか

ら教育や医療・健康、防災、産業に至るまで幅広

く、将来を見据えた国の先行実証プロジェクト

も数多く展開してきている。 

 

プロジェクトを推進する際に重要視している

のは、目の前の課題解決を目指すのではなく、

「数年後の地域の未来がどのようにありたい

か」、「どうあるべきか」を考えてビジョンを設定

し、地域資源や特性などのアセットを用いなが

らチャレンジを進める「バックキャスティング

思考」である。 

また、この考え方に共感し、共有できる企業や

大学研究機関と連動する「産学官連携」スタイル
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も、岩見沢市の特徴となっている。ICT やデジタ

ル技術活用に関する産学官連携プロジェクトが

直近の 12 年間で 35 件と、異例の多さとなって

いるが、その要因のひとつは、市民と共に「バッ

クキャスティング思考」でチャレンジする環境

が、大学等の PBL (Project Based Learning)に

適しているためと考えられる。 

なお、プロジェクトの全てがスタート当初に

想定した手法やプログラムで推移しているわけ

ではない。例えば、利用者である市民に協力いた

だきながら検証を行った結果、想定外の不具合

が出たり、あるいは、社会受容性に課題が発現す

るケースもある。しかしながら、開始当初から共

有するビジョン（未来像）に向け、取組み手法を

都度カスタマイズしながらチャレンジを続ける

ことにより、社会実装を目指すスタイルを貫い

ている。 

以降、岩見沢市の特徴的なデジタル基盤を用

いた地域戦略（利活用）事例を紹介する。 

6.3.4｜ 
デジタル基盤を用いた地域戦略例 1 
スマート・データ駆動型農業に開する取組み 
 
岩見沢市の農業は、耕地面積 19,700ha の、広

大で肥沃な土地と石狩川水系の豊富な水を活か

し、北海道内トップクラスの作付面積・収穫量を

有する水稲を中心に、畑作、野菜、花きなど、多

種多様な農産物生産に加え、水稲の優良種子の

生産・供給を行うなど、道内有数の食料供給地域

としての役割を担っている。 

しかしながら、人口減少や少子高齢化の進行

に伴う国内食市場の縮小、共働き世帯の増加な

ど、社会構造やライフスタイルの変化に伴う消

費者ニーズの多様化等によって、食料を取り巻

く環境は大きく変化してきているほか、地球温

暖化防止に向けた温室効果ガス排出削減や化学

肥料・化学合成農薬の使用を減らす取組みが求

められている。 

岩見沢市第二期総合戦略 図表 6.3.1 
 

出典：「岩見沢市第二期総合戦略」の取組をもとに作成 
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さらに、2005 年に 1,743 戸であった農業経営

体は年々減少を続け、2023 年には 786 戸となる

など、わずか 18年あまりで半数以下となってい

る。高齢化や後継者不在等を理由に離農した農

業経営体の農地は継続する担い手が引き受け、

現在のところ耕作放棄地は存在しないものの、

一経営体あたりの経営面積は拡大を続けており

(2024 年現在で平均 23ha)、従来からの営農手法

では限界が見え始めている状況にある。 

農作物の生産現場では、依然として人手に頼

る作業や、経験豊富な熟練者でなければ容易に

進まない作業が多く、省力化や労働力の確保、危

険で過重な労働の軽減等への対応が求められて

いる。今後、岩見沢市の農業・農村が持続的に発

展していくためには、ロボット技術や情報通信

技術などの先端技術を活用し、省力化・精密化や

安定した高品質生産を維持する「スマート農業

技術」の導入や「データ駆動型農業」の実装が喫

緊の課題となっている。 

このような課題への対応として、2012 年度に

取組みを開始し、今では海外を含め毎年多くの

視察者が訪れることとなったのが、岩見沢市の

「スマート・データ駆動型農業」である。そのき

っかけは、「“情報通信のまち”を標榜するのであ

れば、農作業の効率化に期待できると感じてい

る『高精度位置情報』を社会インフラとして利用

しても良いのではないか」という、ひとりの市内

生産者の一言であった。 

当時、行政側にはトラクターなどの農業機械

の操作に高精度な位置情報を活用するという発

想は全くなく、ましてやロボットトラクター等

も存在しない時代であった。 

「誤差が数 cm の精度で位置情報が活用でき
れば、作物を傷つけることなく、管理や収穫など
の作業が容易となる。経験の少ない若者や体力
的に厳しくなってきている高齢者でも充分に効
率的な作業が可能となるだろう」 

この市民の声がきっかけとなり、翌 2013 年 4

月に自治体として全国初となる RTK-GNSS 基地局

の運用を開始した。なお、市内 4か所に設置した

基地局は、全て自営光ファイバ網で市内データ

センターと接続し、通信遅延等による誤差が生

じない、新たな社会基盤として現在も運用中に

ある。 

一方、基地局整備を実施する際に課題として

掲げたのが、いかに多くの市内生産者に利活用

を普及させるかであった。位置情報を農作業で

活用するためには、自己が所有する農業機械へ

の関連装置導入など新たな投資が必要となる。

生産者に利用するメリットを理解してもらい、

浸透しなければ社会基盤として機能できない。 

そこで、スマート・データ駆動型農業の普及啓

発、実装の促進を目的とする生産者の組織「いわ

みざわ地域 ICT(GNSS 等）農業利活用研究会」を

発足させることとなった。興味はあるものの先

行投資すべきか躊躇されていた方を含む生産者

109 名でスタートし、2024 年 4 月現在で 287 名

までに拡大するなど、岩見沢のこれからの将来

を考え具体化する重要な組織として精力的に活

動を続けている。 

なお、行政としても普及促進に向け、地方創生

交付金を活用した導入支援プログラムを 3 年程

実施したが、あくまでも生産者自らが投資する

際の一部を支援する手法とした。その結果、RTK-

GNSS 基地局を利用する農業機械は 300 台を超え

るまでに拡大し、近年では建設業や測量業等、農

作業以外の企業活動にも利用されるなど重要な

社会基盤として定着している。 

また、データ駆動型農業の基礎的な取組みと

して、2013 年度から「農業気象サービス」の活

用を推進している。このサービス導入の際も、そ

のきっかけは利用者である生産者の声であった。

市の情報政策担当者が市内生産者とこれからの

農業をテーマとした膝詰めでの議論を行った際、
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生産者から寄せられたのは「精度の高い気象情
報が必要」という声であった。生産者は、作物の

生育状況や病害虫の発生予見に合わせて肥料や

薬剤を散布するが、散布のタイミングは経験値

や一般的な気象情報（いわゆる天気予報）に基づ

いて決定している。しかしながら、近年では気象

条件が大きく変動するなど、過去の実績はあて

にならず、また、広範囲な気象情報では自己の圃

場でどのような天候になるのかわからず、せっ

かく散布した薬剤等が雨で流れて無駄になるケ

ースも出てきている。資材コストの縮減はもと

より、作物の高位平準化を進めるためにも、きめ

細やかな気象情報が必要との声が生産者から寄

せられたのである。その後、関連企業を交えて検

討を行った結果、市内 13か所に気象観測装置を

設置することで、実際の圃場サイズに近い 50m メ

ッシュで予測値を提供することが可能と整理し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岩見沢市提供 

 

 

 

しかしながら、受益者負担の原則を通した場

合、利用する生産者だけではビッグデータ解析

費用などのランニングコストを賄うことができ

ない。このため、当該基盤整備の目的を「安全安

心な市民生活確保のための社会基盤」として整

理し、HP 等で一般市民が活用できる「市民気象

サービス」を基本に、ランニングコストを社会基

盤（公共サービス）として賄いながら、病害虫発

生予測や作物毎の収穫期予測値など生産者が必

要とするビッグデータ解析については、解析に

要するコスト部分を生産者による受益者負担と

する多段方式を採用することとした。岩見沢市

が進める「デジタル基盤の多面的・複合的活用」

の社会実装システムとして、現在も効率的に運

用を行っているものである。 

このような事例で示す通り、デジタル基盤を

用いた利活用システムの社会実装には、利用す

る市民と行政との共感や、それぞれが役割や責

任を持って（利活用の仕組みを）磨いていけるか

が大切である。 

 

■ 大学・企業との連携 
このように、岩見沢市でのスマート・データ駆

動型農業の取組みは、生産者との共感をベース

に開始したものであるが、もうひとつの大きな

特徴は、生産者である市民と企業や大学・研究機

関、行政による「産学官連携」が共嗚し、地域が

抱える課題克服に向け、それぞれが持つリソー

スを出し合いながら、バックキャスティング思

考のもとで取り組んでいる点である。 

2013 年度には、北海道内の大学や企業の参画

による「ICT 活用による地域課題解決検討会」を

設立した。農業分野をはじめとする各種利活用

の可能性等を協議する母体として活動しており、

例えば、除排雪作業の効率化など、豪雪地帯特有

の課題解消に向けた実証では、デジタルの利活

用によって 30％程度の作業効率化が確認され、

既に社会実装している事例もある。 

このような産学官連携、農業分野における取

組みをさらに加速したのは、2019 年に北海道大

学、NTT グループ、岩見沢市で締結した「最先端

の農業ロボット技術と情報通信技術の活用によ 

気象観測装置 
（市内 13 か所に設置） 図表 6.3.2 
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る世界トップレベルのスマート農業およびサス

テイナブルなスマート・アグリシティの実現に

向けた共同検討に関する産官学脇定」である。 

北海道大学大学院農学研究院の野口伸教授に

よるビークルロボティクス技術と NTT グループ

による高度な情報通信技術との融合のもと、ロ

ボットトラクターなどの自動運転作業機に関す

る遠隔監視制御機能の開発等、岩見沢市内の実

際の農地で最新のテクノロジ一を用いた様々な

実証を進めてきている。（図表 6.3.3) 

この実証においても、前述した生産者による

研究会の協力のもと、実作業時を想定した課題

等を洗い出しながら推進しており、これが本格

的な社会実装を見据えた取組みとして評価され、

内閣府の「未来技術社会実装事業」をはじめ、総

務省や農林水産省の関連プロジェクトに採択い

ただいている。 

また、5Gやローカル 5G、地域 BWA など、プロ

ジェクトの実施に用いる情報通信環境について

は、農作業での活用と同時に、農業農村地域（ル

ーラルエリア）が抱える課題解消に向けた技術

実証を実施した。例えば、近傍地に医療機関が所

在しない地域課題の解消をテーマに、情報通信

技術を用いた「遠隔健診」機能の実証を行うとと

もに、住民の移動手段確保に向け、積雪時期を含

めた EV 車両の自動運転実証を行うなど、それぞ

れの社会受容性やビジネスモデルとしての可能

性などを分析した。また、市民生活の安全性確保

として実証した河川（農業用排水路等）の監視機

能については、関係部局との間で共同評価を実

施した結果、有用性を確認し、市内全ての排水路

への整備に至ったケースも発現している。 

なお、他地域からの視察対応や講演などのア

ウトリーチ活動にも精力的に取り組んでおり

（年間 100 件程対応）、最近では岩見沢市での取

組みを参考に、基盤整備を開始したケースも見

受けられてきている。 

岩見沢市におけるスマート・データ駆動型農

業は、取組みを開始してまだ 10 年少々ではある

ものの、着実に浸透してきている。振り返って考

えると、スマート・データ駆動型農業の導入を検

討する際、まずは市民（生産者）が持つ現在のニ

ーズや将来的な目標を適切に把握することが基

本となっている。また、実現に向けた具体的手法 

北海道大学・NTT グループ・岩見沢市の連携 図表 6.3.3 
 

出典：岩見沢市提供 
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を考える際には、地域の農業関係者（市町村の農

業担当部局、農業協同組合、土地改良区等）が相

互に連携し合うことが重要であり、生産者を中

心とした検討組織（研究会・勉強会・協議会・検

討会）を組成し、地域農業の将来像（イメージ・

ビジョン）を共有し、課題の整理や条件整備への

具体的なロードマップを作成するなど、地域内

の協働体制の確立が大切である。 

〇地域自らが課題を認識し 

〇生産者（市民）や農業関係団体、自治体などがビ

ジョンを共有しながら 

〇地域の大切な基幹産業の持続性確保に向け、バッ

クキャスティング思考でチャレンジ 

 

しかしながら、仮に農業関係者間で意識を共

有したとしても、デジタル基盤の整備・維持が速

やかに実現するとは言い難い。最適な環境整備

計画の策定はもとより、どのように維持（ランニ

ング）していくか、この部分をクリアしなければ

社会実装にはつながらない。 

 

〇人口減少や少子高齢化が進む現在、デジタル技術

は地域の持続性確保に不可欠な要素 

〇そのための「デジタル基盤」を考える場合、維持

費など持続性を鑑みると、農業利活用だけではな

く、様々な利活用を考慮するべき 

 

このような整理を効率的・網羅的に展開でき

ているのは、ひとえに共感し合える企業や大学

との連携（産学官連携）が背景にあったことがそ

の大きな要因である。 

 

6.3.5｜ 
デジタル基盤を用いた地域戦略例 2 
健康経営都市の推進 
 

岩見沢市では、2016 年 6 月に全国の自治体で

初めてとなる「健康経営都市宣言」を実施した。 

これは、民間企業が進める健康経営の考え方

を地域コミュニティ活動に導入し、医療・介護と

いった公的サービス等による「まもる」基盤を確

保しつつ、市民自らが健康づくりを進める「つく

る」健康、さらにはデジタル活用を含めた環境整

備や啓発などを通じ、これらを「つなぐ」ことに

より、誰もが健康で生きがいをもって暮らすこ

とのできる、「人もまちも元気で健康」なまちづ

くりを地域一体となって進めていくというもの

である。 

日本社会全体で少子化が進む中、北海道は少

子高齢化や人口減少の課題先進地と言われてお

り、岩見沢市も同様の課題を抱えている。人口減

少とともに、出生率の低下によって年少人口や

生産年齢人口の地域社会に占める割合が低下し

つつある。率の差はあるものの、多くの地方社会

は総じて同様の傾向であろう。 

これにより、様々な問題が生じている。例えば

生活面においては、教育や医療・福祉に関するサ

ービスの格差をはじめ、買い物や交通など日常

生活を送る上での利便性が低下し、様々な社会

インフラの維持や災害非常時における即応性確

保の課題も顕在化しつつある。経済活動面にお

いても、就業人口の減少に伴う生産力低下や消

費動向・消費量変動に伴う地域産業の持続性確

保も大きな課題となっている。 

これらの課題に対し、単ーかつ即効性のある

施策の発現は困難であり、個々の課題対策を進

めると同時に、課題への本質的な対応を図るべ

きと考えている。その際に大切なのは、前述した

スマート農業の取組みと同様に、市民といかに

共感し合えるかであり、目標・ビジョンを共有し

ながら、バックキャスティング思考で課題解決

に取り組んでいくことである。その具体例とし 
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て、2016 年度より北海道大学医学部等と協働す

るケースを紹介する。 

文部科学省·JST のプログラムである COI（セ

ンター・オブ・イノベーション 2016～2021 年度）

は、研究開発課題を特定し、既存の分野や組織の

壁を取り払い、革新的なイノベーションを連続

的に創出する「イノベーションプラットフォー

ム」を我が国に整備することを目的とするもの

で、北海道大学が代表機関として展開する「北海

道大学 COI『食と健康の達人』拠点プロジェクト」

は、基礎自治体として唯一参画する岩見沢市を

フィールドとして、妊娠期から出産、子育てに関

する様々なトライアルを実施しながら、新たな

地域社会環境の形成を目指したもので、既にい

くつかの具体的成果が現れている。 

例えば、北海道大学医学部や森永乳業研究所

等との協調（産学官連携）のもと、市民に参加を

いただきながら、母子健康調査をはじめとした

長期的コホート研究を実施した。母乳や乳幼児

の便などを採取し、データ解析を行うケースで

は、研究で明らかになった事象、乳幼児の生育に

必要な栄養要素の不足やその原因が母親の食事

や運動行動に起因することなど、研究成果をエ

ビデンスとして市民に提示することにより、行

動変容を促したもので、その結果、出生後の健康

維持に大きな問題があるとされる低出生体重児

(2500g 未満の出生児）の出生率が、2015 年の

10.4％から2019年の6.3％へ劇的に改善された。 

この取組みで改めて重要と考えるのは、住民

が事実（ファクト）や根拠（エビデンス）に触れ、

学び、理解することであり、かつ、保健師をはじ

めとした行政もデータ等を共有しながら伴走す

ることである。このことは、子育て支援施策に限

らず、全ての地域施策に通じるものと言える。 

現在、COI の実践を通じた成果を背景としなが

ら、次のステージである「COI-NEXT『こころとカ

ラダのライフデザイン』共創拠点」（共創の場形

成支援プログラム）の取組みを開始している。

(2021 年度～）（図表 6.3.4） 

COI 及び COI-NEXT の対象（成育の概念：ライフステージ） 図表 6.3.4 
 

出典：厚生労働省子ども家庭局「最近の母子保健行政の動向」2019.2.27 
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このプロジェクトは、引き続き北海道大学が

代表機関、岩見沢市が幹事自治体として、国立成

育医療研究センターや北里大学、北海道教育大

学岩見沢校等の大学研究機関、森永乳業をはじ

めとする関連企業、北海道や札幌市、小樽市等の

行政機関による産学官連携のもと、「誰もが活躍

できる地域社会」の実現に向け、バックキャステ

ィング思考による研究開発を 10年にわたって実

施していくものである。市民一人ひとりの課題

（自分課題）と地域としての課題（社会課題）を

設定し、それらを連動させながら展開している

が、その根本的なテーマは「少子化対策」である。 

少子化の根本的な克服に即効性のある施策は

ないと言える。COI で明らかになったように、大

きな社会的課題への対応には、市民が「気づき」、

そして「自分ごと」として捉え、「自分らしく選

択」できることが何よりも重要であり、そのため

にもファクトやエビデンスを正しく学び、理解

する「場・環境」の形成が不可欠である。 

ターゲットとする世代は、COI の「妊娠期から

胎児期、新生児期、乳幼児期までの子育て期間」

を拡大する形で、「学童・思春期、性成熟期、生

殖・妊娠期」を加えながら、ライフステージ全般

を対象に、市民が自分たちの生活や健康に向き

合う「プレコンセプションケア」の展開をはじめ、

子どもが最先端科学や多様性に触れることがで

き、選択肢を広げられ、大人も学び直しができる

場、新しい人の流れを生み出す新たな産学地域

連携拠点づくりに取組んでいる。 

なお、少子化対策という観点で考えると、一般

的には出産や子育て支援の世代を対象とした取

組みにフォーカスしがちであるが、2021 年に閣

議決定された「成育医療等の提供に関する施策

の総合的な推進に関する基本的な方針」に示さ

れるように、子育て世代をサポートする立場で

ある親の世代を対象としたリカレント教育の場

も必要であり、さらにはライフステージ全般の

好循環を意識して考えた場合、学童・思春期や性

成熟期の「学び」も重要であるなど、広く市民が

ファクトや学術的見地に立ったエビデンスに触

れる機会の創出がこれからの地域行政にとって

の大切な役割となる。 

このため、インクルーシブな地域・社会システ

ムとして、多くの市民が触れ学ぶことのできる

拠点（未来人材育成拠点）の構築を進めるととも

に、小中学校での教育カリキュラム化など、国際

標準に未到達とされているプレコンセプション

ケアの社会実装に向けた取組みを進めている。 

これらの取組みの本質的なビジョンは、「他者

（ひと）とともに自分らしく幸せに生きる社会

の創出」であり、そのためには「こころとカラダ

を正しく理解」し「自分らしいライフデザインが

描ける社会」の形成が求められる。現在、ビジョ

ン達成に向けた大切な要素の一つとしてプレコ

ンセプションケアの実装を位置づけ、政策部門

や健康福祉部門、教育部門などの行政内部での

横断連携を図りながら、ライフステージ全般を

ケアする形で、市民がファクトを正しく理解し、

自分らしく選択できる社会づくりを目指してい

る。 

COI や COI-NEXT の実践を通じて再認識したの

は、市民が「自分ごと」として捉え、理解するた

めの学ぶ機会の創出であり、さらには、正確なエ

ビデンスの重要性である。例えば、健康に関する

一般的な情報に触れたとしても、それを他人事

と捉えてしまうことがあるが、自身の治療・投薬

データや健診データを用いた解析結果を目にし

た場合、明らかに「自分ごと」として認識し、行

動変容につながるケースが多い。COI で開発を開

始し、現在も機能強化を継続している「健康デー

タプラットフォーム」では、日常生活上でのパー

ソナルデータやレセプト・健診データ等を統合

解析し、その結果を「健康予報」として可視化し

ているが、分散され、若しくはアナログ状態にあ
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るデータをエッジ（ローカル）データセンターな

どセキュアな環境のもとでビッグデータとして

解析し、かつ、市民が安全安心に参照できる環境

の形成は、デジタルを用いたウェルビーイング

を追求する意味においても地域社会として実装

すべき重要な機能である。 

 

〇市民が学びながら自らが考え、行動変容を促
すためには、エッジ側（ローカル側）にデータ
センター機能を保有するなど、即時性や柔軟
性さらにはセキュリティ性を担保する形での
（個人情報を含む）データ利活用環境の構築
が重要 

〇そのデータを「市民」と「行政などのサービス
側」が共有しながら、効率的かつ最適なサービ
ス環境を構築することが DX によるウェルビー
イング社会実現に不可欠 

 
6.3.6｜ 
デジタル基盤を用いた地域戦略例 3 
人材育成に関する取組み 
 

デジタル ICT を用いた地域戦略を推進するに

あたり、その担い手となる人材育成が非常に重

要となる。岩見沢市では、次世代のデジタル人材

育成を目指し、2002 年に市立高校である岩見沢

緑陵高等学校に情報コミュニケーション科を開

設した(1学年あたり定員 80 名）。 

「グローカルな 18 歳の育成」をモットーに、

地域課題とグローバル化、DX に対応しながら、

礼儀正しく、豊かな心と社会性を身に付けた生

徒を育てる拠点として機能しており、IT パスポ

ート取得をはじめ、CG デザインやレンダリング

技術等を学び、卒業後はさらなるスキル向上に

向けた進学や市内企業等の即戦力人材として活

躍している。 

一般市民のスキルアップ施策も展開している。

拠点施設である「岩見沢市自治体ネットワーク

センター」の開設以降、初歩的な PC 操作教室を

はじめ就業時に必要となるソフトウェア講座等

を実施しており、最近ではマイナンバー利用に

向けた高齢者向けスマートフォン活用講座も多

くの市民に参加いただいている。 

また、2023 年度より、第 3期 SIP（戦略的イノ

ベーション創造プログラム）における「ポストコ

ロナ時代の学び方・働き方を実現するプラット

フォームの構築」に参画し、市立緑陵高等学校を

中心に、国内の大学や企業との連動のもと、「新

しい学び」の実践を開始している。 

地域社会の持続的発展には、「人材育成（ひと

づくり）」と「地域産業の創出」が両輪として必

須である。 

変化が速く、かつ、多種多様なニーズがある現

代社会において、子どもの成長に寄り添い、自分

らしく生きるための選択肢が多いことや、市民

が健康、最先端技術に触れ、学び、実践する場の

実現が、新たな地域産業創出による経済活動の

活性化や地元への定住促進、関係人口増につな

がる。地域社会の持続的発展に不可欠な「人材育

成」と「地域産業の創出」をテーマに、小中高校

などの学校教育現場を含め、市民が最先端技術

に触れ、学び、実践することによって「自分らし

いライフデザインが描けるまち・社会」の実現を

具体化する「未来人材育成拠点」(3rd Place)の

構築を進めている。 

 

6.3.7｜ 
地域戦略を具体化するための 
デジタル基盤 
 

ここまで、岩見沢市のデジタルを用いた代表

的な地域戦略例を紹介してきたが、このほかに

も様々な分野におけるサービスの社会実装が進

んできている。例えば、RFID を用いて児童の登
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下校情報を家族に通知する「児童見守りシステ

ム」は、希望する家庭を対象としたサービスとし

て 2007 年度から展開しており、現在では市内児

童家庭のほぼ 100％で利用されているほか、市内

医療機関で撮影する CTや MRI 等のモダリティ画

像を遠隔地に所在する読影専門医がレポートを

行う「遠隔画像診断」(2002 年度～）では、地元

医師の判断が難しい画像について、従来は大学

病院に読影を依頼し、結果が出るまでに 2 週間

程を要していたものが、翌日には検査結果が出

るなど、患者負担が大幅に縮減されている。 

また、文部科学省が推進する「GIGA スクール

構想」においても、市内全小中学校や市立高等学

校と市内データセンター間を、自営光ファイバ

網により 10Gbps で接続し、全ての小中学生が授

業でストレスなくタブレットを活用しているほ

か、市立緑陵高等学校では、国内外の高校や大学

との間でのコミュニケーション授業を展開する

など、これまでにない、開かれた授業環境の実践

による人材育成にチャレンジしている。 

さらに、情報通信環境を用いた新たな産業の

創出にも注力している。「未来投資促進法」に基

づく「岩見沢市第 2期基本計画」及び地域の特性

を生かして高い付加価値を創出し、地域の事業

者に対する相当の経済的効果を及ぼす「地域経

済牽引事業」の促進や、市独自の支援制度である

「新産業創出・雇用促進支援補助金」等との連動

のもと、企業誘致や創業、市民の雇用創出を進め

ているもので、これまでに 35社の進出・創業と

延べ 1,100 人を超える新たな雇用創出がなされ

ている。特に、後述する家庭でのネットワーク環

境を背景とした在宅就業（テレワーク）について

は、子育てや介護等の事由で通勤が難しい市民

を対象とする研修を実施しており、全国の高校

受験対策の模擬試験採点業務など、女性を中心

に 200 名を超える方が個人事業主として活躍中

であるなど、個人のライフスタイルに合わせた

就業環境として定着している。 

次に、こうした様々な分野でのデジタル利活

用や、就業環境を実現している岩見沢市のデジ

タル基盤の概要を紹介する。 

 

6.3.7.1 通信環境 
光ファイバ網は、現在では重要な社会基盤の

ひとつとなっているが、情報通信技術を用いた

地域の持続性確保の検討を開始した 1993 年当時、

地方では一般家庭はもちろんのこと、公共施設

や学校、医療施設に至るまで、殆どが未整備であ

った。このため、近い将来の必要性を考慮し、独

自に整備を実施することとなり、1997 年に開設

した「自治体ネットワークセンター」を中心に、

同センターが備える受発信機能やデータ蓄積機

能、人材育成機能を公共・準公共施設等で共有可

能とすることをコンセプトに、仕様作成を含め

て通信事業者の協力を得ながら整備を実施した。

伝送・接続装置は耐用年数経過や技術的進展等

に合わせて更新しているものの、通信事業者と

同一規格として整備した光ファイバ自体は、20

年以上経過した現在でも問題なく活用されてい

る。 

また、地域内だけではなく外部とのネットワ

ーク環境の脆弱性も課題であった。地域内をい

くら高速化したとしても、国内外との接続が脆

弱では機能しない。このため、センター開設と同

時に第 3 セクター方式による地域通信事業者を

設立し、AS 番号の取得、経路情報の制御など、

上位の通信事業者 2 社と接続しながら国内外と

の快適な接続環境を確保した。次に着手したの

は、一般家庭のインターネット接続環境の高度

化である。2000 年代に入ると家庭でのインター

ネット利用も急速に普及し、接続帯域幅の拡大

に関するニーズも高まってきたが、特に農業農

村地域に所在する家庭での高速接続は困難であ

り、隣家まで数 100m 離れているエリアに光ファ
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イバサービスは難しい時代であり、電話回線に

よる接続を余儀なくされていた。 

このため、自営光ファイバ網をバックホール

とし、無線で家庭を接続する「有線・無線併用型

接続方式」を考案し、構造改革特別区域計画認定

のもと、公設民営型による FWA サービスを開始

した（サービス開始時は 4.9GHz 帯無線アクセス

システムを活用）。利用者から「農作業計画策定

にインターネット検索を日々利用しているが、

これまでと比較して劇的に早くなり、作業はも

ちろんのこと、生活自体も大きく変わった」と評

価いただいたものである。なお、家庭でのインタ

ーネット用に開始した FWA サービスは、農作業

時の利用や圃場に設置する IoT デバイス接続な

ど、スマート・データ駆動型農業に対するニーズ

の高まりを受け、現在は地域 BWA サービスヘと

更改している。 

 

6.3.7.2 データセンター機能 
通信ネットワーク環境の高度化を進める一方、

行政や教育、医療機関等が取扱う各種個人情報

を安全に蓄積・保管するための機能確保ニーズ

が高まり、また、情報通信技術を用いた新たな産

業創出を目的とした企業誘致活動や創業支援施

策を展開する際にも、企業側から同様のリクエ

ストが寄せられていた。 

このため、共感する市内複数企業との協働体

制のもと、PPP（Public Private Partnership）

方式によるビジネスセンターを 2008 年に開設し

た。内陸部に位置し、大規模な地震被害発生のリ

スクが低い地勢をもとに、小規模ながら Tier2 相

当のデータセンター機能を確保した。 

2011年の東日本大震災や2018年の北海道胆振

東部地震を契機としたブラックアウト時にも問

題なく稼働したこともあり、現在は行政系基幹

システムや医療情報システムを設置するほか、

政府系団体や交通関連サービス、農業情報シス

テム関連企業などに幅広く利用され、併設する

オフィス機能への進出、地元雇用の創出等にも

寄与している。 

 

6.3.7.3 デジタル基盤の多面的活用 
地方のデジタル基盤を考える上で大きな課題

となるのは、整備・運用に関する「コスト」であ

る。そもそも利用者自体が少ない中で、投資回収

が困難であるなど、通信事業者による展開は望

めず、その結果、都市部との格差はますます拡大

していくというのが一般的な流れであり、その

ことは、デジタル基盤や情報通信技術活用によ

る「市民生活の質の向上」と「地域経済の活性化」

を掲げて施策を開始した岩見沢市でも同様であ

る。そのような課題に対し、岩見沢市が取組んで

いるのが「デジタル基盤の多面的活用」である。 

単一の利用目的では収支均衡には程遠く、仮

に地域行政が負担したとしても、機器更新費用

を含めて大きな負担を強いられる。現在の松野

市長は「デジタル基盤を使い倒す」と唱えている

が、これは「基盤を多方面で多面的に利用する」

という意味でもあり、いくつか事例を紹介する。 

 

6.3.7.4 教育と防災 
自治体ネットワークセンター開設時よりサー

ビスを開始した「遠隔学習システム」は、衛星通

信と地上回線を組合わせた双方向遠隔学習とし

て、大規模校と小規模校における学習機会の格

差是正を図るために活用していたが（ビジネス

モデル特許 2件取得）、同システムを災害非常時

における防災情報等の伝達手段としても活用し、

さらに、北海道大学水産学部との連携によって、

海洋上の船舶にもデータ送信を行うビジネスを

展開するなど、多方面での活用を進めたもので

ある。 
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6.3.7.5 デジタルデバイド解消とスマート・
データ駆動型農業・災害監視 

農業農村地域のデバイド解消を目的とした

「地域 BWA 網」については、条件不利地域に所在

する家庭のインターネット接続を主としてサー

ビスを開始しているが、農地に設置するセンサ

ーなどの IoT デバイスの接続をはじめ、農業用

ハウスや農産物乾燥施設等の遠隔監視用に活用

が拡がっており、前述した「排水路」の監視など、

市民生活の安全性確保に向けた行政活用なども

進めている。 

 

6.3.7.6 農作業と除排雪作業、ドローン輸送 
農業機械に高精度位置情報を配信する「RTK-

GNSS 基地局」は、夏は農作業に活用し、冬は除

排雪車が位置や道路幅を確認しながら安全に作

業を行うための活用を推進している。測量事業

者による活用も開始され、今後期待されている

「ドローン輸送」についても、地元民間企業によ

る実証が行われている。 

 
6.3.7.7 ローカル 5G の活用（農作業・MaaS・
遠隔健診） 

現在の法制度やガイドラインでは、トラクタ

ーなど農業機械の自動運転時には近傍地での監

視が求められ、監視役としての人的リソースが

不可欠となっている。岩見沢市では、2018 年度

より「遠隔監視」に関する技術実証を開始してお

り、2020 年度からは 5G やローカル 5G の低遅延

性を活用し、監視に加え、遠隔操縦に関する技術

実証を進めている。 

このデジタル基盤の多面的活用として、農業

農村地域における交通手段確保に向けた自動運

転バス(Lv3)の遠隔監視に関する実証や、北海道

大学病院の協力のもと、専門医が不足する皮膚

科と産婦人科の医師による遠隔健診の実証を行

ったものである。 

なお、現時点では社会実装の前段階であるが、

技術的評価は完了しており、また、いずれの実証

も市民に協力をいただきながら社会的受容性を

確認したもので、各種制度への対応や経済性の

確保など、環境が整った際に実装する予定とな

っている。 

 

6.3.8｜ 
岩見沢市におけるデジタル基盤を用いた
地域戦略の今後 
 

例示するような利活用を具体化する際、情報

担当部局のみでの展開は困難である。このため、

行政内部における「水平・横展開」をキーワード

に、市長が主催する定期的な政策レビューにて

情報・意見交換を実施しており、それぞれの部局

が抱える市民·企業ニーズを持ち合いながら、最

適な環境づくりにチャレンジしている。（図表

6.3.5) 

さらに重要視しているのは、行政サービスと

してコスト等を全て賄うのではないという点で

ある。例示した農業分野における利活用をはじ

め、利用者（市民）がメリットを認識できれば、

気兼ねなく負担（投資）することが可能となる。

この部分を「つなぐ」サービス部位を市内企業が

担えた場合、内製化をはじめ、地域内における新

たな経済流動の創出も期待できる。他地域への

サービス拡大、いわゆる外貨獲得にもつながる

可能性もあり、現在、関連する企業と社会実装に

向けた取組みを加速している。 

一方、デジタルや ICT 分野は進展が相当に速

く、最新の技術を実装していたとしても直ぐに

「枯れた技術」となることが多々ある。逆に、「難

しい」と考えてしまうことが、翌年には簡単に実

現できることもあるのが実情である。その意味

でも、目の前にある技術を「どう使うか」ではな

く、「デジタルを使って生活や仕事をどうしたい 
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か」という観点で考え、ビジョンを持つことが大

切である。 

その際、やはり大切なのは、いわゆる「現場」、

フィジカル空間である。デジタルを考えるあま

り、バーチャル空間上でとかく考えがちである

が、実際の利活用は「現場」である。現場にいる

市民がどうしたいか、どうなりたいかを基点と

してビジョンを先に持つことができれば、その

ビジョンの達成に向けて様々な工夫が生まれて

くる。技術進展に合わせ、新たな機能も「ブレる」

ことなく活用することができるのではないか。

そのような取組みを継続していくことで、常に

最適化を図るなど、利活用機能やサービスが実

装・深化していく。 

トラクターなどの農業機械に関する活用が最

たる例のひとつである。RTK-GNSS 基地局の活用

を開始した 2013 年度時点では、有人走行に対す

るアシスト機能の提供が主であった。 

しかしながら、生産者による研究会とのディ

スカッションでは、「現在は有人走行へのアシス

ト機能を普及させることがメインであるが、農

業人口の減少が続いている中で、農業の持続性

確保のためには無人で走行するトラクターが必

要不可欠な時代が間もなく訪れる。自分達には

困難な、深夜での作業もロボットに任せること

ができれば、耕作面積の拡大にも対応できるか

もしれない。そのためにも、実作業での活用課題

の洗い出しに精力的に協力する」という意欲の

もと、様々な実証プロジェクトに参加いただい

ており、時には「こんな機能では使えない。こう

すべきだ」という厳しい意見も出していただい

ている。大学をはじめ、農作業機メーカーも生産

者の意見を真摯に取り入れ、改良を重ねてきて

おり、最新のロボットトラクターの機能は、かな

り多くの部分に岩見沢市の生産者の声が反映さ

れたものとなっている。 

岩見沢市における水平・横展開 図表 6.3.5 
 

出典：岩見沢市提供 
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現在、岩見沢市で進めている「農業 DX」の取

組みも同様である。質の高い作物を作る、さらに

は、気象変動にも対応可能な生育環境づくりに

は「（圃場の）土づくり」が一番大切と考える生

産者が、数年前から堆肥投入等による土壌改良

に取組んでおり、その結果、未処理の圃場と比較

しても、明らかに生育状況が変化し、化学肥料の

投入量の削減にもつながってきている。その点

について科学的根拠を明らかにすべく、市で土

壌物理センターを開設した。北海道大学大学院

農学研究院の協力のもと、採取した現場の土を

データ解析し、改善手法を可視化するサービス

の地域実装を進めている。また、肥料等の資材コ

ストの縮減についても、作物の生育状況をドロ

ーンや衛星画像等によるリモートセンシングに

より分析を行っている。生育が遅れている部位

に肥料をドローンで「スポット散布」する方式を

検証しており、従来手法と比較して、相当のコス

ト縮減効果を確認している状況にある。市内企

業による作業請負に関する準備も進められてい

るが、このように、現場で取得するデータを基と

した新たなビジネスモデルの創出が期待されて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岩見沢市提供 

 

 

スマート・データ駆動型農業のイメージ 図表 6.3.6 
 

出典：岩見沢市提供 

リモートセンシングデータに 
基づく肥料散布 図表 6.3.7 
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そうした意味でも、現場「フィジカル空間」か

ら現状値を収集し、それを「サイバー空間」で解

析（あるいはシミュレーション）した上で「フィ

ジカル空間」での作業に生かすという、まさにデ

ジタル・ツインの実装がデジタル基盤活用手法

の原点である。 

また、地域戦略としてのデジタル活用を考え

た場合、単純に「サービスシステム（アプリケー

ション）」と「利用端末（デバイス）」をつなぐだ

けでは環境は成立しない。前述したように、コス

ト面での課題解消を図る上でも、可能な限り多

面的な利用を可能とする環境形成が不可欠であ

る。 

一方、地域が実装を必要とするソリューショ

ン機能は地域ごとに異なる。岩見沢市が基幹産

業の持続性確保に向けて取組む「スマート・デー

タ駆動型農業」の実装と、そのデジタル基盤を特

別豪雪地帯の課題克服にも活用しているのはそ

の最たる例である。この組合わせは、同様の課題

を抱える地域には参考となろうが、やはり重要

なことは、各々の地域が持つニーズ、あるいはア

セットを生かしながら組み立て、地域が「自分ご

と」として捉え、地域コミュニティを形成する市

民や企業とともに最適な環境を考えることであ

る。 

 

6.3.9｜ 
最後に（取組みながらの考察） 
 

本稿では、岩見沢市のデジタル基盤を用いた

地域戦略について紹介してきた。いずれの取組

みも「地域社会の持続性確保」に向けた重要なも

のであるが、施策展開にあたり重要視している

のは 

〇市民とビジョンを共有 

〇産学官連携によるバックキャスティング思考 

という点である。 

地域行政が果たすべき役割は多種多様である

が、本質的なテーマは地域の発展・持続性確保で

あり、そのためにもデジタルや ICT を徹底して

活用し、「市民生活の質の向上」と「地域経済の

活性化」に向けた DXの社会実装を進めることが

重要である。この際、人口減少が進む現代社会に

おいては、これまでのような行政（公共）のみで

の展開は困難であり、産学官連携などによるリ

ソースの相互活用・複合的展開は必須となる。ま

た、同様の課題を抱える地域間での連携・横展開

に向けた取組みも重要であり、アウトリーチ活

動をはじめ、成果の積極的発信も求められる。 

本稿で紹介した「スマート・データ駆動型農業」

では、生産者自らが必要性を訴え、可能性を信じ

て日々トライアルを重ねている。その姿からも、

デジタルを用いて地域社会を変革する、いわゆ

る地域 DXの社会実装を推進する上で、効率的か

つ最も大切と考えるのは「共感に基づく市民と

の協働」であり、市民が納得し、「自分ごと」と

して自己のライフスタイルや地域社会自体の仕

組みを変えていくことが重要である。 

少子化への対応に向けた COI 及び COI-NEXT の

取組みについても同様である。市が実施する「母

子健康調査」や「健康意識調査」で取得したデー

タに加え、市が保管管理する国民健康保険や後

期高齢者医療保険に関するレセプトデータと各

種健診データ、全国協会健康保険協会の「レセプ

トデータ」、血圧や体重、食事など市民が日常生

活上で確認するパーソナルヘルスデータ等を組

合わせる形で、「健康データ統合プラットフォー

ム」の開発実装を進めているが、これは単にデー

タを紐づけするだけではない。解析したデータ

を基に、EBPM 的に健康施策へ活かすとともに、

市民に解析データを戻し、「自分ごと」として理

解・納得するために利用できるよう実装するこ

とが望ましい。さらには、個人情報の取扱いには

留意しながら、オープンデータ化することによ 
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って、健康に関する新たなビジネスモデルの創

出も期待される。 

このように、デジタルは、ヒトやモノ、あるい

は地域を「つなぐチカラ（能力）」を間違いなく

有している。その「チカラ」を生かしきるために

は、ベースとなるデジタル基盤が地域に備わっ

ていなければならず、現在の地方社会が抱える

大きな課題でもある。 

行政業務におけるクラウド活用など、地方に

大きな基盤を持たずしても効率化を図ることが

可能な環境形成は徹底して進めるべきであり、

今後の国の施策展開への期待が大きい。 

一方、地域社会の未来を見据えた場合、その全

てがクラウド活用のような形態で実現するとは

言い難い。地域コミュニティを形成する市民や

企業、行政が Well-being と Sustainability の

具体化に向け、自分ごととして「このようなデジ

タル活用を行いたい」と考えた時、少なくとも通

信環境にはボトルネックが生じないよう実装す

ることが必要であるほか、セキュリティ性を確

保し、かつ、即時性や柔軟性も備えたデジタル基

盤を備えておくことが肝要であり、地方社会に

実装・確保すべき基盤である。 

通信ネットワークやデータセンターをはじめ

とするデジタル基盤は、「国内全体」と「地方」

のどちらか一方を整備することで課題解決とは

ならず、将来の姿を見据えたデザインのもとで

最適化を図るべきである。その意味においても、

地方社会として責任を持って今後も邁進してい

くことが必要である。 

データに基づく健康経営都市の目指す姿 図表 6.3.8 
 

出典：岩見沢市の取組をもとに作成 
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6.4.1｜ 
北海道の人口減少の現状と課題 

 

2024 年 10 月 1日現在、国内の日本人人口は 1

億 2029 万 6 千人であり、前年から 89 万 8 千人

減少し（0.74％減少）、人口減少は 13 年連続であ

る。 

一方、北海道は、総人口 504 万 3 千人で、前年

から 4.9 万人減少し（0.97％減少）、減少率は全

国平均（0.44％）を上回る。 

2023 年 12 月に公表された「日本の地域別将来

推計人口（2023 年推計）」によると、2050 年の人

口が 2020 年に比べて 30％以上減少する自治体

は、北海道の全 179 自治体のうち 151 自治体、

2050 年に 65 歳以上人口の割合が 40％を超える

のは 157 自治体と推計されている。2050 年の人

口が 2020 年の半数未満になる自治体は 67 自治

体（道内全体の 37.4%）に達し、全国平均 20%を

上回る見込みである。さらに、人口規模別にみる

と、1万人未満の自治体が 145 で、全体の 81％に

なると推計されている。 

北海道は、人口の地域分散・積雪寒冷といった

地域特性により、全国に比べて人口減少のペー

スが約 10年早いと言われている。人口減少の影

響は、納税者の減少に伴う税収減、若い働き手や

公務員の不足を招き、公共サービスの低下、公共

交通、商業など、地域の生活基盤が成り立たなく

なるとともに、行政サービスの維持が困難にな 

北海道における総人口規模別市町村数（実績・推計） 図表 6.1.1 
 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和 5（2023）年推計） 
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ることが懸念される。 

ここ 1～2年の間のニュースとして、建設業で

は新築ビル等の完成が遅れ、北海道においては、

宅配荷物の翌日配達不能地域の出現や、札幌に

おいても運転手不足によるバス路線の削減、さ

らに減便が数度にわたって実施されるなど、影

響が出てきている。 

 

6.4.2｜ 
自治体戦略 2040 構想と 
パラダイムシフトの必要性 

 

2008 年、総務省の「自治体戦略 2040 構想研究

会」は、「自治体戦略 2040 構想研究会第二次報告

～人口減少下において満足度の高い人生と人間

を尊重する社会をどう構築するか～」を公表し

た。 

同報告書は、高齢者人口がピークを迎える

2040 年頃に向け、内政上の危機とその対応を整

理し、危機を乗り越えるために必要となる新た

な施策の開発とその施策の機能を最大限発揮で

きるよう、自治体行政の姿を書き換えることを

目的としたものである。 

同報告書は、若者労働者の不足を背景に、従来

のように人口の増加を前提とした社会経済モデ

ルからの転換を図り、人口減少時代に向けたパ

ラダイムシフトと、それに向けた自治体行政の

基本的な考え方を提示した。 

具体的には、個々の自治体単位で行政サービ

スやまちづくりを進めるのではなく、地域特性

の類似する圏域としての対応や、新たな行政運

営の在り方が提起されている。ICT や AI を最大

限活用したスマートな自治体への転換、その基

礎となる行政事務の標準化、共通化の必要性も

指摘され、それらは後述の自治体基幹業務の標

準化という法律にもつながっている。 

さらに、まちを維持するため、行政が一方的に

施策を考え実行するのではなく、共助や、多様な

担い手を活用する住民との関係構築、2040 年を

起点としたバックキャスティングによって取組

むべき課題が明記されている。 

 

------------------------------------------ 

1 スマート自治体への転換 
〇将来的に半分の職員でも担うべき機能が発揮

されるために、AI、ロボティクスといった技術
を使いこなした行政運営 

〇業務の自動化・省力化を進めるとともに、業務
の標準化・共通化による費用の低廉化、次期の
データ活用を見据えた共通データ形式化、業
務プロセスの見直し、法制度の整備等 

 
2 公共私によるくらしの維持 
〇公：自治体や行政機関、共：地域社会や地縁組

織、私：民間事業者や個人 
〇自治体だけが住民サービスを担うのではなく、

公共私が連携協力しリソースを有効に活用し
ながら住民サービスを継続的にする 

 
3 圏域マネジメントと二層制の柔軟化 
〇従来の市町村の枠組みから、圏域における行

政サービス、都市機能の役割分担、利害関係の
調整 

〇都道府県、市町村の二層制の柔軟化 
 
4 東京圏のプラットフォーム 
〇三大都市圏毎に事情や性質が異なる中での最

適なマネジメント手法の検討 

------------------------------------------ 

出典：自治体戦略 2040 構想研究会 
「自治体戦略 2040 構想研究会 第二次報告」 （2018 年 7 月） 

 

 

 

2040 年に向けて取組むべき自治
体行政の課題 図表 6.4.2 
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北海道内の多くの自治体では、人口減少が顕

著であるが、たとえ人口がどんなに減ったとし

ても、住民へのサービス提供を止めることはで

きない。各自治体は、同報告を踏まえ、庁内業務

の効率化、住民サービスの高度化を進める必要

があり、その手段としての ICT 化、デジタル化が

重要な意味を持つこととなる。 

一方、道内では人口 3 万人以下の自治体が多

数を占めるが、総務省の調査によると、情報化を

担当する自治体職員の数は殆どが 1～2名であり、

さらにその職員も複数の課や係を兼務している

場合が多い。IT に関して十分な知識やスキルを

持つ人員を配置できている市町村はわずかであ

り、人事異動で IT担当となった職員は、自学や

公務員の研修プログラムへの参加、自治体を訪

問する事業者からの情報によって、知識と経験

を向上させているのが現状である。 

また、地方自治体における IT関連予算は、市

町村の総予算の 1％前後～2%以下(北海道の場

合)にとどまり、十分な施策を実施できる状況で

はなく、民間事業者から情報を提供してもらい

ながら、ICT 化施策を進めている状況である。 

このように、職員自身の努力に加え、民間事業

者からの情報提供によって、自治体の各種シス

テムやネットワークの構築、保守運用が行われ

てきたが、北海道のような地方においては、これ

らを支える事業者の営業担当者や SEの人数が不

足する事態となっている。 

このような課題の解決に向け、「自治体戦略

2040 構想研究会第二次報告」では、破壊的技術

を徹底的に活用し、高い専門性や企画調整能力

を持ち、業務プロセスを見直し、これらに対応す

る柔軟な人事運用により、スマート自治体への

転換が指摘されている。 

仕組みや規則といった制度への対応ばかりで

はなく、必要な人材や財源の確保についても議

論を行い、自治体職員には、地域というプラット

フォームの上で、関係者を巻き込み、取りまとめ

るプロジェクトマネージャーとしての役割が求

められる。 

 

6.4.3｜ 
HARP 構想と 
共同アウトソーシングの取り組み 
 

北海道は、2002 年、総務省の共同アウトソー

シング・電子自治体戦略に呼応し、北海道独自の

アウトソーシングモデルである「HARP 構想」を

立ち上げた。「HARP 構想」は、道内市町村の人口

減と職員減を想定し、自治体行政を支える ICT サ

ービスを自治体個々に考え、作り、使い、事務処

理を行うことが今後さらに難しくなると考え、

道庁の旗振りのもとで、全道の自治体が共同で

進めていく構想である。 

2004 年には、道庁と道内の自治体が共同で

「HARP 構想」の推進に向け、「北海道電子自治体

共同運営協議会」を立ち上げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)HOKKAIDO 2005-2006 

出典：北海道 

 

 

 

HARP 構想について特筆すべきことは、この構

想を実行するため、北海道と道内民間企業の出

資による官民連携組織「株式会社 HARP」を立ち

上げたことである。 

北海道 ICT 利活用推進マスコット
キャラクター「ドーチョくん」 図表 6.4.3 
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株式会社 HARP は、官の意識を強く持ちながら、

構想の実現に向け、自社及び協力を仰ぐ多くの

会社との調整を図る機能を有する。 

HARP 構想は、ICTシステムを効率的に運用でき

るよう、共通基盤を共同で装備し、電子申請シス

テムや施設予約システム、電子調達システムと

いった共同化されたサービスを供給することか

らスタートしている。 

その後、HARP 構想は、2010 年より「北海道自

治体クラウドサービス」を展開し、共同利用型サ

ービスを進めたが、これは 2025 年に国の指導の

もとで全国の自治体において実施が行われる

「地方公共情報システムの標準化」の先行実践

事例と呼べるものである。 

従来、住民サービスを維持するための基礎と

なる住民基本台帳や戸籍、税、健康福祉、医療、

年金、教育といった基幹業務(これらのシステム

を総合行政システムと呼ぶ)は、各自治体のそれ

ぞれが、個別にシステムを開発し、運用を行って

きた。しかし、システムの複雑化、セキュリティ

対応、対応職員の不足、事業者 SEの不足等の要

因により、各自治体によるシステム開発・運用が

困難になってきており、適正な費用、適正な運用

が将来的に難しくなることが想定されていた。 

HARP 構想は、この総合行政システムをノンカ

スタマイズで、かつ、ネットワークを介して共同

利用できるよう、”業務モデル”と”技術モデル”

を構築し、これを「北海道モデル標準」と規定し、

複数の地方自治体で同一サービスを利用する

「北海道自治体クラウド」を進めてきた。 

この動きは北海道内だけではなく、全国にお

いても取組が行われ、それらの実績が「地方公共

団体情報システムの標準化に関する法律（2021

年法律第 40 号）」の制定に当たり、地方の一つの

事例として参考にされた。同法に基づき、2025 年

を当初目標に、全国の自治体の基幹システムが

標準化され、それらのシステムは国が整備する

ガバメントクラウド上に置かれるアプリケーシ

ョンパッケージ群へと移行され、各自治体は、標

準化された総合行政システム(20 業務)を利用し

ながら業務を進めていくこととなる。 

HARP 構想や株式会社 HARP は、「自治体戦略 

株式会社 HARP のコンセプト 図表 6.4.4 
 

出典：株式会社 HARP WEB サイト 
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2040 構想」が公表される以前より自治体の将来

を予測し、自治体の業務システムを、従来の ICT

基盤の整備から、業務を行う手段としてのサー

ビス提供型への転換、さらに、そこに担うべき自

治体や事業者を集め、ステップアップを成功さ

せた。これは、国内でもほぼ例のない取組である

と言える。 

 

6.4.4｜ 
デジタル社会の実現に向けた重点計画と
ガバメントクラウド 

 

HARP 構想のような、地域発の取組や施策を踏

まえ、人口減少下においても行政サービスを維

持し、国際経済に対抗できる強いニッポンの実

現に向け、国は「デジタル社会の実現に向けた重

点計画」を取りまとめた 

同計画は、日本全体の「デジタル駆動型社会」

への変革を目標に据え、デジタルの活用により、

一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶこ

とができ、多様な幸せが実現できる社会づくり

を謳っている。 

社会全体のデジタル化のあるべき姿は、国民

生活の利便性を向上させ、官民の業務を効率化

し、データを最大限活用しながら、安全・安心を

前提とした「人に優しいデジタル化」であるとさ

れている。 

 

デジタル社会で目指す 6 つの姿 
------------------------------------------ 

1.デジタル化による成長戦略 
社会全体の生産性・デジタル競争力を底上げし、
成長していく持続可能な社会を目指す。 
 
2. 医療・教育・防災・こども等の準公共分野の
デジタル化 
データ連携基盤の構築等を進め、安全・安心が確

保された社会の実現を目指す。 
 
3. デジタル化による地域の活性化 
地域の魅力が向上し、持続可能性が確保された
社会の実現を目指す。 
 
4. 誰一人取り残されないデジタル社会 
誰もが日常的にデジタル化の恩恵を享受できる
デジタル社会の実現を目指す。 
 
5. デジタル人材の育成・確保 
デジタル人材が育成・確保されるデジタル社会
を実現する。 
 
6. DFFT の推進をはじめとする国際戦略 
国境を越えた信頼性ある自由なデータ流通がで
きる社会の実現を目指す。 
------------------------------------------ 

出典：デジタル庁「デジタル社会の実現に向けた重点計画」 

 

 

 

この計画の重点的な取組みとして、デジタル・

ガバメントの強化（システムの最適化）が謳われ

た。これは、人口減少社会においても公共サービ

スをデジタルの力で維持・強化していくため、約

1,724の自治体(都道府県47を含まない基礎自治

体数)が個々にシステムを開発・所有するのでは

なく、国と地方が協力して共通システムを開発

し、それを幅広い自治体が利用する仕組みを広

げていくものである。具体的には、国と地方が

「デジタル共通基盤」の整備・運用に取組むもの

であり、その推進にあたり、2021 年 5 月には、

「地方公共情報システムの標準化に関する法律

(令和 3年法律第 40 号)」(標準化法)が成立した。 

同法では、これまで全国の自治体が個々に行

ってきた業務について、進め方を統一し、それに

デジタル社会で目指す 6 つの姿 図表 6.4.5 
 



6 
……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

DX と地域戦略 

 

 
 

 
144 

 

基づいた業務の標準仕様書と、クラウド技術の

利用が規定され、対象となった事務及び制度を

所管する府省庁によって標準仕様書の作成が行

われた結果、標準化対象業務は 20業務となった。 

住民基本台帳に係る業務や、税の処理、福祉サ

ービス関連業務をはじめとする業務は、地方自

治体の基幹業務と呼ばれる。ここで、住民票の発

行業務を例にあげると、住民票の記載事項は住

民基本台帳法第二章第 7 条に定められており、

どこの町にいても住民票に記載される事項は同

一である。しかしながら、住民票を発行するため

の業務フローは自治体毎に異なり、全国で 1,724

通りもの手法によって住民票が発行されている

のが現実であり、さらに、それを支援するシステ

ムも 1,724 通り(実際に 1,724 個の個別なシステ

ムがあるわけではなく、数十種類のパッケージ

システムを個々の団体用にカスタマイズしてい

るという意味において)あると言われてきた。 

現在、こうした基幹業務のフローを標準化し、

効率化する取組が進められつつあり、2025 年度

中(2024 年 12 月、開発ベンダのリソース逼迫等

を理由に 5 年程度の期限延長も可能)を目途に、

全国ほぼすべての自治体において、国主導によ

る標準化された仕様の下で作られたシステムに

移行し、業務を行うこととなる。具体的には、住

民基本台帳、国民健康保険、介護保険、戸籍、税

等の 20 の業務について、全ての自治体が同様の

事務処理を行えるような標準仕様を作成し、そ

の標準化仕様に基づいて開発された基幹系シス

テムに従来の業務を移行することとなる。 

 

標準化されたシステムは、「ガバメントクラウ

ド」と呼ばれるクラウドに置かれ、自治体は、同

クラウドにあるシステムを利用しながら住民サ

ービスの情報を管理することになる。当初、ガバ

メントクラウド ( 迅速、柔軟、セキュア、コス

ト効率) には、 

〇AmazonWebService ( AWS ) 
〇MicrosoftAzure 
〇GoogleCloud 
〇OracleCloudInfrastructure ( OCI ) 
が採択されたが、2023 年 11 月にはさくらインタ

ーネットのクラウドも採択され、2025 年を目途

に、ガバメントクラウドとして運用が始まる予

定である。これによって、永きにわたって全国の

各自治体がそれぞれ個別にシステムの調達、運

用、保守を行ってきた歴史が大きく変革するこ

ととなる。

情報システムの標準化イメージ 図表 6.4.6 
 

出典：総務省資料 
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全国の自治体は、これまで、基幹系システムの

仕様作成から調達、運用までを各自治体それぞ

れが行ってきた。このため、法律改正に伴って仕

様が変更になる際には、各自治体で制度対応の

ための調達が行われ、この対応業務は職員の大

きな負担となってきた。 

しかし、今後は、国が定める標準化仕様に対応

したシステムがいくつかのメーカーによってガ

バメントクラウド上に置かれることとなり、こ

れによって、法制度改正への対応、更改時期にお

ける調達業務等の業務から地方自治体職員の手

間が解放されることとなる。 

さらに、今回標準化される 20 業務については、

各社が提供する基幹系システムのアプリケーシ

ョンも仕様の標準化が図られるため、各自治体

はどの会社のシステムを利用することも可能と

なり、従来の基幹系システムのベンダーロック

インの解消が期待される。 

また、セキュリティ対応についても、ガバメン

トクラウドの基盤を提供するクラウド事業者や

クラウド上に置かれるアプリケーション開発事

業者によって対応が行われるため、自治体の規

模や地域を問わず、日々の運用を行うことが可

能となる。 

これまで、自治体業務の標準化に関する動き

は総務省を中心に行われてきた。具体的には、各

自治体が利用する業務アプリケーションの相互

接続確認を図るための「地域情報プラットフォ

ーム標準仕様」、システムに格納するデータの標

準化を図る「中間標準レイアウト」といった施策

が行われてきた。また、国内の多くの先進自治体

では、個別カスタマイズを排除し、事業者の提供

するシステムをノンカスタマイズで利用するた

めの業務改革に取組み、複数の自治体で共同利

用を行う「自治体クラウド」も手掛けられてきた。 

こうした取組が基礎となり、各地域が取組み

を深化させてきたことが法律の制定につながり、

全国の自治体が利用できるシステムの構築へと

結実したのである。

ガバメントクラウドの運用図 図表 6.4.7 
 

出典：総務省資料をもとに著者作成 
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6.4.5｜ 
地方公共団体基幹業務システムの統一化、
標準化の現状と課題 

 

現在、20 の業務について標準化の準備が進め

られているが、そもそも自治体の基幹業務を支

える総合行政システムは、メーカーによる差異

はあるものの、標準化業務を中心に 25～28 業務

を処理できるシステムになっているものが一般

的である。 

住民基本台帳、福祉、年金、教育、税金等の業

務を支える総合行政システムは、住民が出生し

てから死亡するまで、住民生活に必要な情報が

記録され(一部の情報については死亡後も記録

が残される)、住民情報のデータはそれぞれの法

律を根拠に、地方自治体が保有し、情報の更新、

維持が行われる。 

住民票の発行や所得証明の発行などは、住民

生活の基礎であり、様々なサービスの基本とな

るデータを扱うことから、これまで、単一の事務

処理のために単一の手続きが行われてきた。 

デジタル社会の実現のためには、これらを単

一の事務処理ではなく、複合した住民サービス

や、準公共分野での活用によるサービスの高速

化、高度化を社会全体で実現していくことが必

要であり、そうした対応が国のデジタル・ガバメ

ントの流れとなっている。 

2025 年 3 月現在、全国の自治体において、従

来型の総合行政システムからガバメントクラウ

ドに置かれた標準化システムへの移行準備が行

われている。標準化システムの調達は、自由選択

が原則とされているが、準備期間の不足、対応す

るベンダの人員不足、標準化されるシステムと

それ以外のシステムの整合性確保の困難性等に

より、現行システムの円滑な移行が重要視され

ている。標準化システムの対応については、下記

の事項に取り組みながら準備が進められている。 

基幹業務システムの 
統一化、標準化に係る対応項目 

 

 

１．推進体制の立ち上げ 
２．現行システムの概要調査 
３．標準仕様との比較分析 
４．移行計画作成 
５．ベンダからの意見調整 
６．RFI の実施、結果分析、移行計画 
７．予算要求 
８．ベンダ提案依頼、選定 
９．契約、詳細スケジュール策定 
10．特定個人情報保護評価 
11．システム移行時の設定、データ移行 
12．運用テスト、研修 
13．次期システムに合わせた環境設定 
14．条例、規則改正 

 

出典：自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書 

【第 4.0 版】 

 

 

 

これらの作業は、主に現行の自治体オリジナ

ルのシステムから標準化システムへと業務を適

合させるための業務変革に係る作業が中心とな

る。 

 

地方公共団体の基幹業務システムの統一・標

準化に係る取組では、地方公共団体が人的・財政

的負担を軽減し、地域の実情に即した住民サー

ビスの向上に注力できるようにするとともに、

新たなサービスの迅速な展開を可能とすること

を目指している。 

「地方公共団体情報システム標準化基本方針

（2024 年 12 月 24日閣議決定）」は、地方公共団

基幹業務システムの統一化、標準
化に係る対応項目 図表 6.4.8 
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体のデジタル化の基盤を整備するための「デジ

タル化 3原則」を定めている。 

 

地方公共団体のデジタル化の 
基盤を整備するための「デジタル化 3 原則」 

------------------------------------------ 

 
〇デジタルファースト 
個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完

結すること 

 

〇ワンスオンリー 
一度提出した情報は、二度提出することを不要

とすること 

 

〇コネクテッド・ワンストップ 
民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワ

ンストップで実現すること 

 

------------------------------------------ 

出典：総務省「地方公共団体情報システム標準化基本方針」 
（2024 年 12 月） 

 

 

 

 

地方公共団体のデジタル基盤は、デジタル化 3

原則に基づく業務改革やデジタル処理を前提と

した業務フローをもとに、標準化基準を策定又

は変更することによって整備が進められる。 

標準化への対応は、中心となる自治体職員の

考え方の変革をも誘発する。自治体職員の仕事

は、住民サービスを処理するために行われる事

務処理と、住民サービス向上のために企画立案

する自治体業務遂行とに大別される。過去の国

の調査によると、自治体の仕事全般は事務処理

が 6 割、住民サービス等に係る業務が 4 割と言

われている。事務処理に関しては、できるだけ軽

く、簡単に、正確に実施することで 6割の時間を

減らし、創造的業務に充てる時間を創出するこ

とが、今後の自治体運営にとっては重要である。

さらに、今まで多くの職員が未来形と感じてい

たクラウドサービスの利用が、今後はごく普通

になることを期待する声が大きくなっている。 

 

北海道の自治体クラウド開発実証事業等、先

行して実行されてきた事業では、実証団体の

49％が 2 割程度のコスト削減を実現したという

(平成 30 年総務省地方自治情報管理概要)。 

同事業により、自治体が単体でハードウェア

管理をする必要がなくなり、毎年の法制度改正

対応、仕様作成・調達業務をする稼働から解放さ

れただけでなく、共同化参加団体相互の情報交

換により、検討案の担保を取ることが可能とな

った。 

さらに提供事業者においても、従来は各自治

体に対して個別の営業体制を敷き、個々の SE配

置を行ってきたものが、営業体制が集約され、シ

ステムを集約するデータセンターにのみ SE を配

置することにより、実質的な稼働費の削減につ

ながった。 

過去の自治体共同化、共同アウトソーシング

といった集約化の考え方から、自治体クラウド、

さらに今回法制度が整備された地方公共団体の

基幹業務システムの統一・標準化といった流れ

は、これに携わる自治体職員の行政サービス変

革の意識へとつながっている。 

 

6.4.6｜ 
地方自治体におけるシステム運用の 
現状と課題 
 

北海道内の人口 3 万人以下の標準的な自治体

を例にあげると、住民サービスを提供するにあ

地方公共団体のデジタル化の 
基盤を整備するための 

「デジタル化 3 原則」 
図表 6.4.9 
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たり、大小約 80～90 程度のシステムが稼働して

いる。 

今回、標準化法で定められる業務は 20業務で

あり、残る数十のシステムについては現在のと

ころ標準化される予定はなく、従来通り、自治体

毎の調達と運用によってシステムの維持が行わ

れていくこととなる。 

自治体の業務は、標準化される基幹業務以外

にも多数の業務が存在する。直近において、人口

1万人程度の自治体が、自治体業務改革を実施す

るために庁内業務事務分掌を調査したところ、

12～20 の課で約 25,000 の事務が洗い出された。

事務分掌としてあらかじめ整理されない業務も

存在するため、庁内の業務としてはこれを超え

る数の業務が存在することとなる。都市では町

村よりもさらに多い 25～35 ほどの課があるため、

事務分掌も多い。それぞれの事務、業務を処理す

るために前述の数十のシステムのほか、デジタ

ルツールとしてのアプリケーション、さらに最

近では自動化のための RPA や OCR、AI といった

ものの活用が急速に進んできている。これらの

デジタルツールは、パソコン単体、庁舎内サーバ

ーへの構築、メーカーやベンダのデータセンタ

ーの利用、LG-WAN といった地方公共団体ネット

ワークでのアプリ提供、インターネット上のク

ラウド利用といったパターンで利用されている。 

地方自治体では、セキュリティの強度や制度

の関係から、庁内のネットワーク環境を、マイナ

ンバー利用事務系、LG-WAN 利用事務系、インタ

ーネット系の 3 層の基盤を利用して日々の業務

を行っている。 

クラウド系サービスの急速な拡大により、イ

ンターネット上で提供されるクラウドサービス

の活用が、デジタル技術導入のスピードやコス

ト削減等の観点から有効であることが認識され

ようになった。その一方で、各自治体では、庁内

で運用している 3 層のネットワーク基盤をイン

ターネット中心のネットワーク基盤に移行しよ

うとする動きが出てきているものの、特に住民

の個人情報の取扱いの課題から、すぐにはオー

プンなインターネット環境に移行できないとい

う課題も抱えている。 

クラウドサービスを利用するには様々な課題

があるにせよ、上記のように 80～90 も存在する

業務システムを、従来どおり庁舎内で運用して

いく時代ではないことも徐々に理解されてきて

いる。 

自治体毎にデジタルシステムを利用するため

には、仕様作成、業者選定、開発、保守、運用と

いった手間が必要となる。先進的な自治体職員

の多くには、世の中にあるシステムをそのまま

利用する(もしくはシステムに業務をあわせる

BPR を事前に行う)ことが効率的であるという考

え方が浸透してきたものの、調達をする職員も、

提供する事業者側の SEも、ともに人員不足であ

る現在、発注ができない、受注ができないという

状態が発生しており、今後のシステム運用につ

いては、仕様の共同化という新たな調達方式を

検討する必要があると考える。 

庁内で利用される各種システムについても、

総合行政システムの提供事業者が中心となって

システムの提供が行われるケースが多いが、全

ての事業者が自社製以外のシステムについて詳

しいとは限らないため、新たなシステム導入に

際しては、十分な情報提供を受けることが難し

い状況が起きている。 

さらに、北海道のような広大な土地において

は、障害時の回復対応も念頭に置く必要がある。

道内自治体の大部分は小規模であるために、一

台のサーバーのみでシステムを運用しているケ

ースが多い。しかし、そうした場合でも、障害発

生時には、職員が状況を把握し、保守を依頼して

いる事業者の支援を受けながら一時対応を行い、

そこで回復ができない場合には事業者に SE の派
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遣を依頼し、その到着を待つこととなる。北海道

の場合は、主として札幌等からの技術者派遣を

待つこととなるため、非常に長い時間を要する

場合が多いと想定される。 

クラウドサービスの利用は、これらの数多く

の課題の解消につながる有力な手段となる。 

 

6.4.7｜ 
データセンター活用の必要性と将来展望 

 

今回、地方公共団体の基幹業務システムの統

一・標準化において活用が図られるガバメント

クラウドの考え方は、地方自治体が安全にクラ

ウドサービスを利用する上での最適解といえる。 

小規模な自治体では、リアルタイム性、ms 単

位での即時応答性、拡張性が必要なシステムは

さほど多くはないと考えられるが、住民の個人

情報を扱う場合が多いため、情報セキュリティ

の対策が最重要の課題となる。 

北海道は、2011 年の東日本大震災、2018 年の

北海道胆振東部地震及びこれに伴う全道ブラッ

クアウト等の災害を経験した。頻発する大雨等

の災害時に、いかに素早く災害救済の基礎とな

る住民データを活用できるようにできるかとい

った課題への対応も重要となる。 

標準化法で定められた 20の業務以外の業務や、

それらを司るシステムについては、特に小規模

自治体の場合、サーバールーム内に簡素なサー

バーを置いて運用される場合が多い。しかしな

がら、ここまで述べてきた通り、自治体職員の不

足、事業者の SE不足やセキュリティ対応といっ

た課題や、小規模システムのコストを勘案する

と、地域のデータセンターにアプリケーション

を共同化して運用されていくことが必要である。 

あわせて、世の中にあるリソース(アプリケー

ションや ICT サービス)の活用及び従来の業務の

改革(BPR)が必要となる。さらに、近隣や、類似

規模の自治体との情報交換を行い、圏域で共同

化していくことも重要である。 

道内のある先進的な自治体では、職員が共同

調達や仕様の統一化への必要性について理解し

つつ、従来の基礎自治体毎の規則や、歴史、各自

治体の背景を踏まえたうえで、共同調達や仕様

の統一といったハードルを越えるのではなく、

近隣自治体同士での意見交換や、優良事例の知

識共有など、「自ら今できること」を実践し、将

来に備える人的ネットワークを構築しようとす

る動きがでてきている。 

北海道の多くの自治体は、HARP 構想に基づく

共同化や、自治体クラウドへの取組み、一部先進

自治体の取組みにより、データセンターや閉域

型のクラウドサービス(LGWAN-ASP)の利用、事業

者が閉域で展開するサービスの利用を実践して

きた。 

一方、国は今回の基幹業務の標準化に始まり、

将来的には公共サービスメッシュ等、行政が持

つ様々なデータの活用、連携をする情報連携基

盤に発展することを構想しており、情報連携の

基盤として、 

 

------------------------------------------ 

 
1 ）行政機関間のバックオフィスでの情報連携

による添付書類の削減等 
 
2 ）手続時の入力を最小限化するためにあらか

じめ申請内容をプレ表示 
 
3 ）関連する手続などを推奨したりするプッシ

ュ機能等を備えたプッシュ型サービスの実
現。地方公共団体が保有する住民情報を当
該住民向けプッシュ型サービスなどに活用
する仕組み 
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4 ）官民の様々な機関が保有する住民情報に住
民が自らアクセスし、自らの情報を外部提
供するなどして活用できる仕組み（本人を
介した官民の情報活用） 

 
------------------------------------------ 

等を包括的に実現し、利便性の高いデジタルサ

ービスの実現を更に推進することとしている。 

このような住民サービスの基盤ができると、

「行かなくても良い自治体」が形成され、それが

住民サービスを能動的に動かすサービスづくり

にもつながっていく。 

さらに、バックヤードで住民サービスの情報

を管理する自治体職員も、デジタル化による効

率化の恩恵を受けることができる。 

 

職員の不足、支える事業者の不足、災害への対

応、セキュリティへの対応、将来への対応の準備

といった課題は、多くの自治体が直面している

課題である。圏域自治体で共同化したシステム

を融通の利くデータセンターに置き、データセ

ンターを活用していくことは、このような課題

の解消につながるものといえる。 

さらに、標準化されない小規模なシステムで

あっても、従来型の庁内オンプレミス型を脱却

し、技術者が集積する地域のデータセンターに

置いて運用をしていくこと、できればデータセ

ンターすらも意識せずに ICT サービスを利用す

るということが、人員不足の課題対応の観点及

び業務継続性の観点からも望ましいと考えられ

る。 

将来的なガバメントクラウドの活用も必要と

想定されるが、北海道のように人口減少が早く

進んでいる地域においては、1年でも早くその仕

組みを構築し、共同化に取組むことにこそ意義

があるといえる。 

ここ数年、道内の市町村においても、自治体 DX

をキーワードに、ICT 技術を活用した業務改革に

取組む職員が増えてきている。その中で確実に

言えることは、元気な職員が多い自治体は、まち

自体も元気であり、住民幸福度も高いというこ

とである。 

地方公共団体の ICT 化、デジタル化は手段に

過ぎないが、それに取組む職員の意識は、現状の

業務の効率化を促し、それによって、職員が地域

を良くするために考えを巡らす時間を生み出す

こととなる。 

さらに、デジタル化対応が進んだ自治体の動

きは、地域の民間企業を通じたトータルデザイ

ンを描くことにも通じる。例えば、自治体が手掛

ける「まちのスーパーアプリ」等は、共通機能の

コンポーネント化や API の提供にもつながり、

それらを活用する民間事業者等が機能の重複化

を回避できる効果も期待される。 

つまり、北海道のような地域においては、地方

公共団体のデジタル化、DX 推進の取組みとして、

地域データセンターを最大限に活用し、仕様づ

くりから調達、運用、保守に至る業務までを個々

に行うのではなく、「全道での共同化」「圏域での

共同化」「同一提供事業者利用者による共同化」

が今後ますます重要となる。 

北海道内においては HARP 構想に基づいて取り

組んできた実践経験があり、何より重要な地方

自治体同士のコミュニケーションが行われてい

る。この実践力に加え、これを支える事業者の力

を得ながら、課題解決の実現に向けて、従来の枠

組みや仕組み、規則等を変革し、早急に実際の取

組を行っていくことが重要である。 
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2023 年にラピダス社の先端半導体

製造拠点 IIM-1,IIM2 が千歳市に建設

されることが決定し、以来、北海道で

は半導体関連のニュースが連日報じ

られている。 

ラピダス社が目指す2nmスケールの

ロジック半導体は、超高速の情報処

理、特に生成 AI の性能を決定する要

素であり、現在ではその安定供給が国

家の経済や防衛の根幹に関わる重要

事項になっている。 

日本がこの分野で大きく後れを取

っているという危機感から、日本政府

は半導体分野に対する巨額の支援を

行っている。金があれば最先端半導体

の製造ができるのならば簡単なのだ

が、現実にはそれが出来ている国や地

域は数えるほどしかない。 

日本が先端半導体分野で国際競争

に勝ち残るために、何をしなければな

らないか、それを北海道とデジタルイ

ンフラの視点から考えてみたい。 

 
 

7.1 
 
半導体設計・製造基盤 
としての 
デジタルインフラ 
 

コンピュータの基本演算素子が IC 化されて以

来、半導体技術と情報技術(IT)は不可分の関係

になっている。コンピュータが半導体で出来て

いるというだけでなく、半導体 LSI の設計、製造

が ITに大きく依存しているのである。コンピュ

ータはコンピュータが設計すると言っても過言

ではない。100 億個以上のトランジスタを集積す

る現在の最先端ロジック半導体は人間が理解で

きる限界を超えた複雑さであり、設計用 CAD シ

ステムやシミュレータといったソフトウェアを

用いなければ設計も製造もできない。 

先端半導体の設計・製造の工程は、設計工程、

前工程、後工程の 3工程に大別され、その各工程

で技術要素が大きく異なっている。前工程と後

工程は、前者が ICチップまでの製造工程で、後

者が ICチップを最終製品としてパッケージに組 
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込む工程であるが、どちらも物理的な IC チップ

を取り扱う工程なので、まとめて製造工程と呼

ぶことにする。 

設計工程のみでビジネスを展開するのがファ

ブレス企業であり、その代表が、米国・シリコン

バレーに拠点を持つ nVIDIA 社である。ファブレ

ス企業が開発した LSI 設計データを受け取り、

それをモノとしての半導体に作り込むのがファ

ウンドリ企業であり、その代表が台湾の TSMC 社

である。この両者の協業が水平分業型の半導体

ビジネスの成功事例の代表とされているが、両

社は太平洋の両端に位置していることが気にな

らないだろうか。 

開発するロジック半導体の仕様が決まると、

まず、設計工程に入る。設計工程は、LSI の機能

設計部分、つまりシステム設計、論理回路設計、

トランジスタ回路設計、マスクデータ生成まで

を含む。設計工程を取扱うのが設計データであ

り、情報システムの中で作業が完結する世界で

ある。 

次の前工程は、半導体原材料であるシリコン

ウェハーに対する加工処理を行い、電子回路と

して機能する IC チップを製造する工程である。 

設計工程でフォトマスクまで出来ているので、

それを忠実に、エラー無くウェハーに作り込み、

電子回路として機能するところまでを担当する

製造業ともいえる。設計工程と製造工程は明確

に分離されているように見えるが、実際は、製造

プロセスのパラメータ（デザインルール）が無け

ればマスクデータを作れないわけで、そのデー

タを Process Design Kit(PDK)として設計工程に

提供する必要がある。 

また、製造された ICの動作確認-テスト-が製

造工程の最終段階で必要になるが、この時に膨

大なテストパターンが使われる。テストパター

ンは設計データからシミュレーションにより自

動生成されるものである。実際のところ、設計工

程と製造工程はデジタルデータで密に繋がって

いる。 

より短期間で、しかも高い歩留まりで IC の設

計製造を行うには、設計工程と製造工程の間の

調整や大量のデータの交換が不可欠である。日

本企業が社内で設計と製造を一貫して行う垂直

統合型に固執してきたのは、日本型製造業の得

意技である「擦り合わせ」に優位性を感じていた

のかもしれない。 

nVIDIAとTSMCが太平洋を跨いで提携の契約を

したのは 1998 年だが、その時期はインターネッ

トの商業利用、産業利用の黎明期と重なってい

る。 

中華民国教育部（日本の文科省に相当）が運営

する教育研究ネットワークである Tanet 

(Taiwan Academic Network)は、1998 年、台湾-

米国間のインターネット接続回線を T3link 

(45Mbps)に増強し、民間企業にもサービスを始

めている。TSMC の国際水平分業モデルが回り始

めた時期と、インターネット環境、特に国際回線

の強化が進んだ時期とが重なっているのは偶然

ではないだろう。 

設計工程と製造工程の擦り合わせはデジタル

データでできることが多いのだから、設計工程

と製造工程の連携をインターネット前提で行う

ように作り直すことで、設計工程と製造工程の

物理距離は問題にならなくなる。インターネッ

ト経由で太平洋を跨ぐ情報共有が使える水準に

なったから水平分業型のビジネスモデルが成立

したと考えるべきであろう。
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7.2 
 
2nm ロジック半導体の 
設計と情報量 
 

Apple 社が iPhone15 に搭載しているメイン

CPU A17 は、190億個のトランジスタを集積して

おり、TSMC社の3nmプロセスで製造されている。

この規模の LSI の論理規模は人間が把握できる

規模をはるかに超えており、設計者が個々のト

ランジスタや論理ゲート回路を見ることはほと

んどない。設計工程の上流部分であるシステム

設計、RTL 設計までは設計者が見るとしても、そ

れ以降のゲート回路、トランジスタ回路、マスク

パターンのレベルは、EDA ツールにより自動変換

可能であり、人間の関与は少なくなる。 

設計工程から前工程への接続は、LSI 製造の原

板であるフォトマスクデータ(GDSII 形式)で行

われることになる。このデータ量をざっくりと

推定してみよう。トランジスタ１個はウェハー

上では数個の長方形で表現される。長方形 1 個

は 2 次元の位置とサイズ、つまり個の数値デー

タとして表現できる。仮に、4個の長方形でトラ

ンジスタ 1個が記述できるとすれば、1トランジ

スタは 16 個の数字データとなる。数値を 32bit

整数とすれば、1 トランジスタのデータ量は 64

バイトとなる。したがって、190 億個のトランジ

スタを集積するLSIのマスクデータは64×190×

10^8 バイト、つまり 1.2TB 程度のデータ量とな

る。現在の CMOS プロセスではマスクを 20 枚以

上必要とするので、マスクデータだけでも 20TB

以上になる。20TB のデータは、10Gb/s のインタ

ーネット回線を 100%占有しても 4.4 時間を要す

るのである。実際には繰り返しパターンやデー

タ圧縮でこれよりも小さくなるだろうが、この

レベルのデータをファブレス企業とファウンド

リの間で日常的にやり取りするのが水平分業の

半導体製造の世界だということである。 

同様に、LSI が正しく動作することを検証する

テスト段階においても、大規模な計算資源が必

要になる。LSI の動作検証では、設計データから

シミュレーションで生成するテストパターンを 

半導体設計・製造のワークフロー 図表 7.1 
 

出典：筆者撮影 
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用いて実行される。遅延時間まで含めたテスト

パターンは、ゲートレベルの論理シミュレーシ

ョンで生成される。この実行には、ゲート数に比

例した記憶容量と処理時間が必要になる。この

規模の論理回路シミュレーションでは、簡単な

実機との速度差が 100 万倍以上になることもあ

り、4GHz で動作する実機の 1µ秒のシミュレーシ

ョンに 4000 秒、つまり 1時間以上かかる計算に

なる。これらの推定は、1世代前の 3nm プロセス

での数値を根拠にしたものであり、プロセスノ

ードが１段上がると、その設計・製造に必要なデ

ジタルインフラも要求水準が上がってくる。 

2027 年には、ラピダス社が 2nm 半導体の量産

を開始する予定である。同社の優位性は、社名の

由来でもある短時間、少量多品種の半導体製造

サービスにある。その優位性を国際的にアピー

ルするためにも、それが現実の物であると裏付

けるデジタルインフラの構築を、同時並行で進

めていくことが求められる。 

 

7.3 
 
三位一体の半導体製造と 
データセンターとエネルギー 
 

先端半導体製造とデータセンターは、先進国

におけるエネルギー多消費型の産業分野として

警戒されている。図表 7.2 は、2000 年を基準と

して、日本、米国、世界全体の電気エネルギー供

給量の増減を時系列でグラフ化したものである。

発展途上国を含む世界全体では急激な増加を示

しているが、日米はほとんど増加しておらず、日

本では減少傾向ですらある。バブル経済崩壊後

の日本経済低迷を反映しているともいえるが、

この間、一般家庭や各産業分野でエネルギー効

率改善が進み、電力需要を低減したと前向きに

考えたい。

2000 年を基準とした日・米・世界全体の年間発電電力量推移（伸び率） 図表 7.2 
 

出典：2024 Energy Institute Statistical World Review of Energy のデータをもとに作成 
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「第 6期科学技術・イノベーション基本計画」

(2016～2025)で重要キーワードとして取り上げ

られた Society 5.0 のコンセプトには、サイバ

ー・フィジカル融合、つまり情報と実社会の連携

により、カーボンニュートラル化に貢献すると

いう意味がある。Society5.0 のシナリオは、デ

ジタルインフラや半導体製造に要するエネルギ

ー量は、その効果としてもたらされるエネルギ

ー効率の向上で相殺され、さらに生活や経済が

より良くなると説明されるが、そのシナリオは

生成 AIや先端半導体の需要によって崩れかかっ

ている。 

コンピュータの消費エネルギーは計算量に比

例するので、１命令実行で消費されるエネルギ

ーを少なくすることが重要になる。半導体分野

では、トランジスタのサイズを縮小すると計算

処理が高速になり、かつ消費電力が低下するス

ケーリング則が知られている。半導体 ICが実用

化されてから現在に至るまで、スケーリング則

が成立しているので、100 億個を超えるトランジ

スタを集積しても、1GHz 以上のクロック周波数

で 100W 程度の消費電力で動作できるともいえる。 

この先、AI の利活用が進むと予想されており、

その分野のエネルギー需要増が懸念されている。

その需要増が具体的に発生するのがデータセン

ターと半導体工場である。持続可能性という視

点で考えるなら、データセンターや半導体工場

でのエネルギー消費増加量は、その効果として

の社会全体のエネルギー消費削減量よりも小さ

いという説明も必要になる。 

Society5.0 時代の最重要インフラは、情報ネ

ットワークとデータセンターであり、それを支

えるハードウェアとして先端半導体 LSI がある。 

データセンターも、半導体も、電力エネルギー

の安定供給がなければ成立しない。そして、デー

タセンターとネットワークが、電力エネルギー

の利用効率を改善する。どれか一つでも隘路が

あれば、全体の機能が低下することになる。半導

体、デジタルインフラそして電力エネルギーは

三位一体で推進するべきである。 

石狩湾洋上風力発電施設の近景（筆者撮影） 
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7.4 
 

「北海道バレー構想」と 
北海道 
 

ラピダス社の小池社長が、同社の半導体製造

拠点を核に北海道経済を活性化させる、いわゆ

る「北海道バレー構想」を提唱した。北海道バレ

ー構想は、2nm 半導体をコア技術にして、それか

ら新産業を作り出すという構想である。 

しかし、現時点で 2nm の半導体 LSI を必要と

する企業は、道内には見当たらない。2nm 半導体

を必要とする企業や産業分野が北海道から出て

くることを期待したいところだが、そう簡単で

はないだろう。当面、2nm 半導体を発注するのも、

それを使うのも北海道外、それも日本ではなく

欧米企業になりそうである。受発注型の連携で

北海道バレー構想を具体化するのは容易ではな

い。 

歴史を振り返ると、北海道、特に札幌圏では IT

関連の新技術による産業振興プランが提唱され

たことがあった。古くは 1970 年代にインテル社

がマイクロプロセッサーを実用化し、いわゆる

マイコンブームが起こった際、札幌でマイコン

関連企業が多数立ち上がり、1980 年代に入って

札幌テクノパークに情報関連ベンチャー企業の

集積が進んだことがあった。それがのちに「サッ

ポロバレー」と呼ばれることになった。 

また、北海道ニュートピアデータセンター研

究会の前身でもあるグローバルクラウドネット

ワーク研究会は、デジタルインフラ強化が北海

道の経済活性化に必要であるということで、北

海道と本州、北米、欧州を海底光ケーブルで結び、

石狩、千歳-苫小牧の道央ゾーンにデータセンタ

ーを立地させる「ICT コリドール構想」を 2014 年

に提唱し、その後、北海道庁との連携により、構

想の実現に向け活動が今も続いている。 

この二つの構想で共通することは、その構想

が大企業や国からトップダウンで降って来たも

のではなく、北海道の産学官の日常的な活動か

ら自発的に出て来たということである。別な視

点で、サッポロバレーも ICT コリドール構想も、

中核企業があるわけではなく、その分野に注目

する企業、研究者、行政のフラットなネットワー

ク構造が根底にある。つまり、水平分業ネットワ

ークが北海道型の構想の根底にある。 

北海道には、新技術の黎明に同期してそれを

産業に取り入れるという風土がある。北海道の

これまでの経験知を北海道バレー構想にも盛り

込み、「北海道あっての北海道バレー」にしたい

ものである。 
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